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第１ 基本的事項 

 

１ 作成の趣旨 

○ 平成２０年３月及び平成３０年３月に策定した北海道医療計画(以下､｢道計画｣

という｡)においては､計画の中核をなす疾病･事業それぞれの医療連携体制の構築

とその推進については､地域単位で保健所が市町村､医療機関､関係団体､道民等と

ともに取り組む必要があることから､道計画の策定に合わせ、第二次医療圏の中心

となる保健所において、地域の実情に応じた医療連携体制を構築し、円滑に推進

するための方針として、圏域ごとに「地域推進方針」を作成し、道計画を平成２

５年３月、令和３年３月に一部改訂したことにより､地域推進方針についても､そ

れぞれ平成２５年度及び令和３年度に見直しを行っています｡ 

○ 現行の地域推進方針の期間は､道計画と同様６年間としていることから、令和６

年度を始期とする新たな道計画の策定と合わせ､第二次医療圏ごとに設置している

保健医療福祉圏域連携推進会議において､現行の地域推進方針における目標の達成

状況や施策の進捗状況の評価などを行い､５疾病・６事業及び在宅医療それぞれに

係る医療連携体制を構築し､円滑な推進を図るため､北渡島檜山圏域における地域

推進方針を作成することとしました｡ 

○ なお、これまで別冊としていた外来医療計画に係る外来医療機能及び対応方針

についても地域推進方針において作成することとしました。 

 

２ 地域推進方針の名称 

  第二次医療圏の名称を冠し、「北海道医療計画［北渡島檜山地域推進方針］」

とします。 

 

３ 地域推進方針の期間 

道計画の期間に合わせ、令和６年度から令和１１年度までの６年間とします。 

ただし、道計画は、在宅医療その他必要な事項については、３年ごとに調査、分

析及び評価などを行い、必要がある場合は計画を変更するものとしていますので、

地域推進方針についても同様の取扱いとします。 

 

４ 地域の現況 

（１）地勢と交通 

① 地理・地勢 

○ 北渡島檜山圏域は八雲町、長万部町、今金町及びせたな町の４町から構成

され、渡島半島の北部に位置しており総面積約2,473.77k㎡と北海道総面積の

約 2.97%､渡島総合振興局･檜山振興局総面積の約 37.67%を占めており､佐賀県

や神奈川県よりやや広い面積を有しております｡ 

○ 地形は､東に内浦湾から太平洋､西に日本海の二つの海に面し､中央部には

1,000m 級の渡島山系が縦走し地域を２分しており、行政区域でも八雲町と長

万部町は渡島総合振興局、今金町とせたな町は檜山振興局と、二つの（総合）

振興局にまたがる道内唯一の圏域となっています。 
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○ 気候は、対馬暖流の影響により比較的寒暖の差が少なく温暖な地域ですが､

日本側､太平洋側の両方から湿った暖かい空気が入りやすく､降水量は比較的

多く､また､低気圧や台風の影響を受けやすい地域です｡ 

冬季の檜山地方では､冬型の気圧配置により､強風が吹くことがあり､檜山北

部は積雪の多い地域となっています｡ 

 

② 交通機関 

○ 空路 

北渡島檜山圏域には､空港はなく､圏域各町から近い空港は｢函館空港｣となっ

ており､各町から空港までの距離は次のとおりです｡ 

 

 

※各町は各役場庁舎から 

 

   ○ 鉄路 

太平洋側にＪＲ函館本線が敷設されており、特急及び普通列車が運行され

ています。 

特急は八雲駅､長万部駅にそれぞれ停車し､八雲駅から函館駅までは1時間10

分ほど､長万部駅から函館駅までは1時間 30分ほどで結ばれています｡ 

また､今金町､せたな町から八雲駅､長万部駅までの距離はそれぞれ次のとお

りです｡ 

 

 

※各町は各役場庁舎から 

なお、平成２８年３月２６日に北海道新幹線の新青森・新函館北斗間が開業

し、さらに、令和１２年度末には、新函館北斗・札幌間の開業が予定されてお

り、地域活性化の切り札として期待が集まっています。 

 

   ○ 道路 

主な道路は、太平洋側の国道５号線と日本海側の国道２２９号線が中心と

なっております｡ 

この他に国道２３０号線や２７７号線など、日本海側と太平洋側を結ぶ国

道や道道などが整備され、自動車交通への依存度が高い地域となっています

が、冬季の天候悪化などにより、日本海側と太平洋側を結ぶ路線は、自家用

車はもとより、路線バスなど公共交通機関での移動が困難な状況となる場合

などがあります。 

 

③ 生活圏 

少子高齢化や若年労働者の流出などによる過疎化が進展し、生産年齢人口

（１５歳から６４歳)の減少と老齢人口(６５歳以上）の増加が急速に進んでい

ます。 

八雲町 ⇔ 函館空港 約 81km 長万部町 ⇔ 函館空港 約111km 

今金町 ⇔ 函館空港 約124km せたな町 ⇔ 函館空港 約129km 

今金町 
⇔ 八 雲 駅 

⇔ 長万部駅 

約43km 
せたな町 

⇔ 八 雲 駅 

⇔ 長万部駅 

約49km 

約41km 約52km 
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また、医療機関や大型商業店舗については散在している状況にあります。 

 

（２）人口の推移 

① 人口構造 

   ○ 人口 

令和２年国勢調査における圏域の総人口は33,405人で､年々減少しており､

また､国立社会保障･人口問題研究所による将来人口の推計によると、さらに

減少傾向が続くものと見られています。 

 

【人口の推移及び将来人口推計】（令和７～３２年は推計） 

※ 国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所による令和５年推計 

 

 

○ 年齢三区分別構成割合 

年齢三区分別構成割合では、年少人口割合（１５歳未満）と生産年齢人口

割合（１５～６４歳）が減少しており、平成７年国勢調査で、初めて年少人

口割合（１５歳未満）が老年人口割合（６５歳以上）を下回りました。逆

に、老年人口割合（６５歳以上）は年々増加し、全道の老年人口割合を上回

り、令和１２年には43.1％、令和２７年50.6％になると推計され、管内人口

の半分が老年人口になることが予想されます。 
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【年齢三区分別構成割合の推移】（令和７～令和２２年は推計） 

※ 国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所による令和５年推計 

 

○ 世帯数 

    世帯数も総じて減少傾向にあるものの、人口減少と比べ小さいものと

なっています。 

【世帯数の推移】 

※ 国勢調査 

 

② 人口動態 

   ○ 出生数 

出生数は著しく減少しており、平成１７年には昭和５５年の半数以下にま

でなっています。 

平成３０～令和４年の合計特殊出生率※ は、この地域では1.47となってお

り、全道の1.21及び全国の1.33を上回っています。 

    ※ 合計特殊出生率：一人の女子が生涯に生む子どもの数に近似する指標。 
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【出生数の推移】 

※ 道南地域保健情報年報・人口動態統計特殊報告 

 

 

 

○ 死亡数 

死亡数は、平成１７年で増加に転じ、平成２７年以降減少傾向でしたが、

令和４年は平成２年以降最多の死亡数となりました。要因は循環器系疾患及

び老衰で亡くなる方が増えたことだと考えられます。 

周産期死亡数、乳児死亡数、新生児死亡数は、いずれも減少傾向です。 

 

【死亡数の推移】 

※ 道南地域保健情報年報・人口動態統計 
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【周産期死亡数、乳児死亡数、新生児死亡数の推移】 

  平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和4年 

周産期死亡数 3 2 6 2 2 1 0 0 

乳児死亡数 2 1 1 0 0 0 0 1 

新生児死亡数 1 0 0 0 0 0 0 0 

※ 道南地域保健情報年報・人口動態統計 

 

【令和２年主な死因の割合（男女別）】  

※ 道南地域情報年報 

 

○ 平均寿命 

令和２年のこの地域での平均寿命は男女ともに全国、全道と大差はありませ

ん。 

令和２年 八 雲 町 長万部町 今 金 町 せたな町 全 道 全 国 

男 性 80.7 80.9 81.0 81.1 80.9 81.5 

女 性 87.2 87.1 87.3 87.4 87.1 87.6 

※ 令和２年市区町村別生命表 

 

（３）住民の健康状況 

  ① 生活習慣の状況 

   ○ 運動習慣の状況※１ 

道南三圏域で、運動習慣があると回答した者の割合は、29.0％（全道：28.

2％）となっており、全道をわずかに上回っている状況です。 

 

○ 食生活の状況※１ 

道南三圏域で、バランスのとれた食事をしていると回答した者の割合は、3

2.4％(全道：34.2％)となっており、全道を下回っている状況です。 

同じく道南三圏域で、１日当たりの習慣的な食塩摂取量については、平均12.
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9g(全道平均：12.7g)となっており、全道とほぼ同じ摂取量となっておりま

す。 

 

○ 休養※１ 

道南三圏域で、睡眠による休養が「あまりとれていない」「まったくとれて

いない」と回答した者の割合は、29.9％（全道：27.1％）となって、おり、全

道を上回っている状況です。 

 

○ 飲酒の状況※１ 

道南三圏域で、生活習慣病のリスクを高める飲酒をしている者（１日当たり

の純アルコール摂取量が男性40ｇ以上、女性20ｇ以上）の割合は、23.2％（全

道：18.4％）となっており、全道を上回っている状況です。 

 

○ 喫煙の状況※１ 

道南三圏域で、「毎日吸っている」又は「時々吸う日がある」者の割合は、

19.2％（全道15.4％）となっており、全道と比較し高い状況です。なお、全道

的には、喫煙率は減少傾向にあります。 

 

   ○ 血圧の状況※１ 

道南三圏域の血圧の状況は、次のとおりです。 

ほぼ全道と同じ状況ですが、高血圧の割合は若干低い状況です。 

 

【血圧の状況】※１ 

※ 日本高血圧学会による血圧の分類 

・ 正常血圧：収縮期＜120かつ拡張期＜80 

・ 正常高値血圧：収縮期120-129かつ拡張期＜80 

・ 高値血圧：収縮期130-139かつ/または拡張期80-89 

・ 高血圧：収縮期140以上かつ/または拡張期90以上 

 

○ 肥満（BMI）の状況※１ 

道南三圏域で、肥満者（ＢＭＩ25.0 以上）の割合は、28.1％（全道:26.5％）

となっています。 

 低体重（やせ） 

BMI 18.5未満 

普通 

BMI 18.5～25未満 

肥満 

BMI 25以上 

全道 6.8％ 66.7％ 26.5％ 

道南三圏域 5.9％ 66.1％ 28.1％ 

※１ 健康づくり道民調査（令和４年）、道南三圏域（南渡島・南檜山・北渡島檜山）、 

２０歳以上 

 正常血圧（％） 正常高値血圧（％） 高値血圧（％） 高血圧（％） 

全道 29.5 18.4 31.4 20.6 

道南三圏域 29.6 19.9 31.6 18.9 
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（４）患者の受療動向等※１ 
① 患者の受療動向（令和４年度） 

   ○ 入院 

圏域の入院医療自給率※２ は29.9％で、圏域外への流出割合は、南渡島54.

8％、札幌9.9％、西胆振4.5％、その他0.9％となっています。 

 

   ○  外来 

    圏域の外来医療自給率※２ は71.9％で、圏域外への流出割合は、南渡島

20.4％、西胆振3.5％、札幌2.5％、その他1.8％となっています。 

※１ 北海道医療データ分析センター事業（令和4年度受療動向 北海道大学） 

※２ 医療自給率：患者が居住している第二次医療圏内で受療している割合。 

 

 

 

 

【令和４年度 道南圏域の入院医療自給率】 
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【令和４年度 北渡島檜山圏域の入院医療自給率】 

市町村名 
入院医療 

自給率 

入院医療の主な流出先 

南渡島 札幌 西胆振 後志 

 八 雲 町 27.4% 

 

63.4% 6.6% 0.8% 0.3% 

長万部町 8.4% 

 

37.5% 10.7% 29.6％ 1.1% 

今 金 町   13.3% 56.7% 7.5% 0.9% 0.8% 

せたな町 25.9% 50.0% 15.0% 0.3% 0.2% 

圏域全体 29.9% 54.8% 9.9% 4.5% 0.5% 

 

 

【令和４年度 北渡島檜山圏域の外来医療自給率】 

市町村名 
外来医療 

自給率 

外来医療の主な流出先 

南渡島 札幌 西胆振 後志 

 八 雲 町 69.9% 

 

25.9% 1.7% 0.2% 0.2% 

長万部町 26.7% 

 

10.1% 4.2% 18.6％ 1.9% 

今 金 町   18.3% 16.3% 2.1% 1.1% 0.2% 

せたな町 16.1% 20.2% 3.3% 0.7% 0.3% 

圏域全体 71.9% 20.4% 2.5% 3.5% 0.5% 

 

② 病床利用率 

令和３年の病院報告（厚生労働省）によると、管内の病院病床利用率は

67.6％（全道：74.6％）で、病床の種類別にみると、「一般病床」は 60.5％（全

道：66.9％）、「療養病床」は 80.5％（全道：84.8％）となっており、すべての

病床利用率が、全道値を下回っています。 

 

③ 平均在院日数 

令和３年の病院報告（厚生労働省）によると、管内の病院平均在院日数は 40

日（全道：31.2 日）、「一般病床」は 26.5 日（全道：17.3 日）、「療養病床」は

62.9日（全道：182.5日）となっており、療養病床以外は全道値を上回っていま

す。 

 

（５）医療提供施設の状況 

① 病院数 

   病院数は、令和３年１２月末現在で６か所となっています。 

   病床数は、平成１２年以降は減少傾向にあります。 

 

【病院数の推移】 

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 29年 30年 令和元年 2年 3年 

9 8 8 8 7 7 7 7 7 6 6 

※ 医療施設動態調査（各年１２月末現在） 
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【病床数の推移】 

年 平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 29年 30年 令 和 元 年 2年 3年 

総 数 1,345 1,185 1,359 1,206 1,206 1,082 1,063 1,024 1,024 747 747 

病 

 

床 

精 神 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

結 核 5  0  0  0  0 0 0 0 0 0 0 

感染症 40 25  0  4  4 4 4 4 4 4 4 

療 養 － - 211 371 371 362 341 341 341 184 184 

一 般 1,091 969 959 642 642 597 599 579 579 459 459 

診療所病床 109 91 89 89 89 19 19 19 19 0 0 

※ 医療施設動態調査（各年１２月末現在） 

 

② 診療所数 

一般診療所は減少傾向にあります。歯科診療所は、平成３０年以降横ばいです。 

【一般診療所数の推移】 

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 29年 30年 令和元年 2年 3年 

23 19 22 21 18 17 17 19 19 18 18 

※ 医療施設動態調査（各年１２月末現在） 

 

【歯科診療所数の推移】 

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 29年 30年 令和元年 令和2年 令和3年 

15 19 18 21 21 19 19 16 16 16 16 

※ 医療施設動態調査（各年１２月末現在） 

 

③ 助産所数 

    助産所は、現在圏域内にありません。 

【助産所数の推移】 

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 29年 30年 令和元年 2年 3年 

4 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

※ 八雲保健所調 

 

④ 薬局数（販売店） 

    薬局数は、平成１２年以降はほぼ横ばいです。 

【薬局数の推移】 

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 29年 30年 
令和元

年 
2年 3年 

9 10 13 14 15 14 15 15 15 15 15 

※ 八雲保健所調 

⑤ 訪問看護事業所 

   訪問看護事業所は、令和４年４月１日現在で圏域内に訪問看護ステーショ

ン２箇所、保険医療機関の指定事業所は１箇所、保険医療機関のみなし指定

事業所は２箇所設置されています。 
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（６）医療従事者の年次推移 

① 医師、歯科医師、薬剤師の状況 

医師及び歯科医師については、平成１６年までは増加傾向にありましたが、

それ以降は減少傾向にあります。 

薬剤師については、平成１６年以降はほぼ横ばいです。 

【医師・歯科医師・薬剤師の状況】 

 平成2年 6年 12年 16年 22年 26年 28年 30年 令和2年 

医  師 55 54 70 70 52 50 50 43 44 

歯科医師 19 22 25 28 25 24 23 20 20 

薬 剤 師 43 33 57 48 51 51 48 49 52 

※ 「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年１２月末現在） 

 

② 看護師、准看護師の状況 

   看護師については、平成３０年までは増加傾向にありましたが、令和２年

は減少しています。 

   准看護師については、平成１２年までは増加傾向でしたが、それ以降は減

少傾向にあります。 

【看護師・准看護師の状況】 

 平成2年 6年 12年 16年 22年 26年 28年 30年 令和2年 

看 護 師 175 192 291 319 362 411 416 428 339 

准看護師 239 244 248 224 207 185 175 159 136 

※ 「看護師等業務従事者届」（各年１２月末現在） 

 

③ 保健師、助産師の状況 

   保健師については、平成１２年までは増加傾向でしたが、それ以降は横ば

いの傾向にあります。 

   助産師については、横ばいの傾向にあります。 

【保健師、助産師の状況】 

 平成2年 6年 12年 16年 22年 26年 28年 30年 令和2年 

保健師 31 33 44 40 44 41 42 43 44 

助産師 9 8 9 7 5 5 6 7 7 

※ 「看護師等業務従事者届」（各年１２月末現在） 

 

④ 歯科衛生士の状況 

    歯科衛生士については、平成２８年までは増加傾向にありましたが、それ以

降はほぼ横ばいの傾向にあります。 

【歯科衛生士の状況】 

平成14年 16年 18年 20年 22年 24年 26年 28年 30年 令和2年 

17 16 16 19 24 24 30 32 31 29 

※ 「歯科衛生士業務従事者届」（各年１２月末現在） 
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⑤ 主な病院従事者の状況※１ 

   理学療法士、言語聴覚士は、増加傾向にあります。 

   ここ数年、作業療法士、管理栄養士、栄養士、診療放射線技師、視能訓練

士及び臨床工学士は横ばいです。 

   臨床検査技師・衛生検査技師は、ここ数年は減少傾向にあります。 

【主な病院従事者の状況】（常勤換算後の人員） 

 平成14年 16年 18年 20年 22年 24年 26年 28年 29年 令和2年 

理学療法士 10 12 15 13 19 19 23 27 28 31 

作業療法士 6 8.5 6 9 12 13 12 15 19 15 

医療社会事業 

従事者※２ 
18 15.1 13 11 10 10 13 13 28.2 24.5 

管理栄養士 8.5 8 7 8 8 9 13 13 13 11 

栄養士 3 3 4.8 3 3 3 1 1 1 0 

診療放射線技師 15 16 17 17 18 17.5 13 20 20 20 

臨床検査技師衛

生検査技師 
22 21 23 21.5 21.5 24 26 26 25 24 

視能訓練士 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 

言語聴覚士 1 1 1 2 2 3 3 1 2 4 

臨床工学技士 4 6 7 10 12 10 13 12.9 16 14.5 

※１ Ｈ１４～２８年：病院報告（従事者票）、Ｈ２９・Ｒ２年：医療施設静態調査(３年毎の調査) 

※２ 医療社会事業従事者：患者やその家族に対し疾病の治療等の妨げとなる経済的、精神的な諸問題等

について相談、指導を担当する者（例えば生活相談員、保護相談員、ケースワーカー、セラピスト、

ソーシャルワーカー、ケアマネージャー等） 
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第２ ５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制の構築等 

 

１ がんの医療連携体制 

（１）現 状 

  ① 死亡の状況 

○ 令和３年の北海道保健統計年報によると、当圏域において、がんは死因の

第１位であり、150人（全道20,136人）、死亡者数全体の26.5％（全道29.2％）

を占めています。 

○ 令和２年版道南地域保健年報によると、部位別にみると、肺がんの死亡者

数が多く、次いで大腸がん、胃がんと膵臓結腸がんとなっています。 

○ がんは、加齢により発症リスクが高まることから、今後ますます高齢化が

進行することを踏まえると、その死亡者数は今後とも増加していくことが推

測されます。 

 

  ② がんの予防及び早期発見 

○ がんの原因は、喫煙、食生活及び運動等の生活習慣や肝炎ウイルス等の感

染症など様々なものがあり、正しい知識を広めることが重要なことから、が

ん予防に向けての普及啓発などが行われています。 

○ がんは、早期に発見し治療につなげることが重要なことから、現在、健康

増進法に基づく市町村事業として、肺がん、胃がん、大腸がん、乳がん及び

子宮頸がんの各種検診が行われているほか、企業における福利厚生や健康保

険組合等における独自の保健事業として、がん検診が実施されています。 

 

  ③ 医療機関への受診状況 

○ 令和２年の患者受療動向調査※によると、がんの患者が居住している第二次

医療圏内で受療している割合（自給率）は、入院自給率は 16.8％（全道：

89.8％）、通院自給率は59.0％％（全道：95.7％）となっています。 

○ また、この割合が低い当圏域では、隣接する南渡島圏域や札幌市内の医療

機関で入院する割合が高く、83.2％が流出している状況があります。（南渡島

77.9％、札幌2.5％） 

    ※ 医療データ分析センター（北海道大学） 

 

  ④ 医療の状況 

○ がんに対する主な治療法としては手術や放射線療法、さらには薬物療法が

あります。 

管内の医療機関でも対応できる種類のがん治療において実施されています。 

○ 道内においては、がん診療連携拠点病院として国立病院機構北海道がんセ

ンターや大学病院を含め 21 医療機関が指定されており、他の医療機関も含め

た相互の機能分担・連携を図りながら、がん医療を提供しています。 

○ また、道は平成２５年４月から、独自の要件により「北海道がん診療連携

指定病院」を指定し、拠点病院のない第二次医療圏でのがん診療や緩和ケア、
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相談支援など一層の充実を図っています。 

○ 小児・ＡＹＡ世代※の患者については、全人的な質の高いがん医療及び支援

を受けることができるよう、小児がん拠点病院、小児がん連携病院が、国等

から指定されています。 

○ 個人のゲノム情報に基づく、個人ごとの違いを考慮したゲノム医療の提供

については、がんゲノム医療中核拠点病院、がんゲノム医療拠点病院、がん

ゲノム医療連携病院が、国等から指定されています。 

○ 当圏域には、がん診療連携拠点病院等に指定されている病院はありません

が、拠点病院や他の医療機関等と連携を図りながら、がん医療を提供してい

ます。 

○ なお、道南第三次医療圏の中にがん診療連携拠点病院として、市立函館病

院、函館五稜郭病院、北海道がん診療連携指定病院として、函館中央病院、

国立病院機構函館病院の4つの医療機関が指定されています。 

○ 平成２７年５月から八雲町、八雲総合病院、当室の3者により「がんサロン」

を年6回開催しています。 

※ ＡＹＡ世代：Adolescent and Young Adult（思春期及び若年成人）の略で、１５歳から

３９歳くらいまでの世代を指す。 

 

（２）課 題 

  ① がん死亡者数の減少 

がんは、住民の健康と生命の最大の脅威となっていることから、がん対策の

総合的な推進により、死亡者数を減少させることが求められています。 

 

  ② がんの予防及び早期発見 

○ 発がんリスクの低減を図るため、すべての住民が喫煙の及ぼす健康影響に

ついて十分に認識することが重要です。当圏域における喫煙率は未把握です

が、本道における喫煙率は、男女とも全国平均より高い状況にあり、喫煙開

始年齢の大半が成人に達する前という実態を踏まえ、社会全体で未成年者が

喫煙しない環境づくりに努める必要があります。 

○ また、発がんリスクを軽減するとされている野菜摂取量を増やすなど、食

生活の改善に向けた取り組みを推進する必要があります。 

○ 市町村事業として実施されているがん検診の受診率※は、管内平均で令和３

年度で、肺がん 8.4％（全道 4.0％）、胃がん 8.4％（全道 4.9％）、大腸がん

7.9％(全道 4.8％)、乳がん 15.3％（全道 13.7％）、子宮頸がん 11.7％（全道

16.3％）となっており、受診率の向上を図るため、がん検診の必要性の普及

啓発を図った上で、総合的な対策を推進する必要があります。 

※ 令和３年度地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省） 

 

  ③ がん登録 

がん登録については、がんの罹患や治療後の経過等に関する情報を漏れなく

収集し、予防・治療等に効果的に活用するため、道民に対する普及啓発を行う



- 15 - 

必要があります。 

 

  ④ 医療機関への受診状況 

○ がん治療に係る入院自給率については、都市部を抱える医療圏と郡部の医

療圏とで開きがありますが、当圏域でも同様の傾向があると考えます。 

○ このため、特に遠隔地から都市部に入院している患者については、手術、

放射線療法及び薬物療法を効果的に組み合わせた集学的治療など、入院が必

要な治療の終了後には、居住地域で継続的な医療を受けることができるよう、

医療提供体制の整備と医療機関等の相互の連携を進める必要があります。 

当圏域でも、がん診療連携拠点病院、がん診療連携指定病院はないことなど

から、道南圏域のがん診療連携拠点病院等である市立函館病院、函館五稜郭病

院、北海道がん診療連携指定病院である函館中央病院、国立病院機構函館病院

との連携を深める必要があります。 

 

  ⑤ 医療の状況 

○ 当圏域においては、全道と比べ、他の圏域への入院及び通院が多いことか

ら、居住地域に近い医療機関でも継続的な医療を受けることができるよう、

医療機関等相互の連携を進める必要があります。 

○ 当圏域では、がん診療連携拠点病院、がん診療連携指定病院が未指定と

なっていることから、これらの整備に向けた取り組みを進めていく必要があ

ります。 

○ 小児がん及びＡＹＡ世代のがんは、多種多様ながん種を多く含み、成長発

達の過程においても、乳幼児から小児期、活動性の高い思春期・若年成人世

代といった特徴あるライフステージで発症することから、成人のがんとは異

なる対策が求められており、当圏域では、小児がん拠点病院等が未指定であ

るため、これらの整備に向けた取り組みと、地域の医療機関との連携体制の

構築を進める必要があります。 

○ 当圏域では、ゲノム拠点病院等は未指定となっていますが、ゲノム医療を

必要とするがん患者が、どこにいても、がんゲノム医療を受けられるよう体

制を構築し、患者・家族の理解を促し、心情面でのサポートや治療法選択の

意思決定支援を可能とする体制を整備する必要があります。 

 

（３）必要な医療機能 

  （医療機関） 

次に掲げる事項を含め、医療機関は、診療ガイドラインに即した診療を実施

します。 

○ 血液検査、画像検査（Ｘ線検査、ＣＴ、超音波検査、内視鏡検査、ＭＲＩ、

核医学検査）及び病理検査等の診断・治療に必要な検査を実施します。 

○ 患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法及び薬物療法を

組み合わせた集学的治療を実施します。 

○ がんと診断されたときから緩和ケアを目指します。 
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 （地域の中核病院） 

前述のほか、地域の中核病院においては、次の対応が求められます。 

○ 各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視した多職種で

のチーム医療を実施します。 

○ 患者とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場にあ

る医師の意見を求めることができるセカンドオピニオンを紹介します。 

○ 相談支援の体制を確保し、情報の収集・発信、患者・家族の交流の支援等

を実施します。 

○ がんと診断された時から緩和ケアを目指します（緩和ケアチームの整備や

外来での緩和ケアを実施し、患者とその家族に対して、身体的な苦痛及び精

神心理的な苦痛等に対する全人的な緩和ケアに努めます）。 

○ 地域連携支援の体制を確保するため、病院間の役割分担を進めるとともに、

研修、カンファレンス、診療支援、地域連携クリティカルパス等※の活用や急

変時の対応も含めて、他のがん診療機能や在宅療養支援機能を有している医

療機関と連携します。 

○ 道のがん登録事業の院内がん登録に参加し、地域がん登録へ積極的に協力

します。 

※  地域連携クリティカルパス：地域内で各医療機関が共有する、各患者に対する全体的

（急性期から回復期を経て、自宅に帰るまで）な指導計画のこと。 

 

（新興感染症の発生・まん延時における体制） 

〇 新興感染症の発生・まん延時の状況に応じた適切ながん検診の提供体制や

必要ながん医療の提供体制などの地域の実情に応じた連携体制を構築します。 

 

（４）数値目標等 

指標区分 指標名（単位） 現状値 目標値 現状値の出典 

実施 

件数 

がん検診 

受診率 

（％） 

肺がん 

胃がん 

大腸がん 

乳がん 

子宮頸がん 

8.4 

8.4 

7.9 

15.3 

11.7 

現状より 

増加 

令和３年度地域保健・健

康増進事業報告(厚生労働

省) 

住民の 

健康状態 

がんによる75歳

未満年齢調整死

亡率（％） 

男性 

女性 

106.8 

109.4 

現状より 

減少 

令和３年度地域保健情報

年報から算出 

※基準人口：H27年モデル

人口 
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（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

がん医療の均てん化※を目指すとともに、がんの予防及びがんの早期発見など、

がん対策を総合的かつ計画的に推進します。 

※ がん医療の均てん化：がん医療について、どこに住んでいる人でも標準的な医療サービスを

平等に受けることができるようにすること。 

 

① がん予防の推進 

〇 健康のために望ましい生活習慣やがんに関する正しい知識を身に付けるこ

とができるよう普及啓発を行います。 

○ 受動喫煙※を防止するために、公共施設をはじめ、職場や家庭等における禁

煙や適切な分煙を進めます。 

○ 商業施設等多くの人が利用する場所での禁煙に向けて「北海道のきれいな

空気の施設登録事業」を推進するため、関係機関及び関係団体と協働しなが

ら、取り組みを進めていきます。 

○ 道、町、関係機関及び関係団体等は、連携してがん検診受診率の向上など

に向けた普及啓発、保健事業の推進やがん検診実施体制の充実に努めます。 

※ 受動喫煙：室内等において、他人のたばこの煙を吸わされること。 

 

  ② がん医療連携体制の充実 

より身近なところで必要ながん医療を受けることができるよう、がん診療連

携拠点病院や北海道が独自に指定するがん診療連携指定病院、その他のがん医

療を行う医療機関、在宅療養支援診療所、訪問看護事業所、薬局、歯科医療機

関等の関係者間の連携を促進し、診断から、治療、緩和ケア、リハビリテー

ション、在宅医療に至るまでのがん医療提供体制の整備を促進します。 

 

  ③ がん医療に関する相談支援及び情報提供 

道、町、地域中核病院及び道南圏域のがん診療連携拠点病院等が連携し、が

ん医療に関する情報の提供や相談体制の充実に努めるとともに、患者やその家

族の方々が必要とするその他のサービスに関する情報の提供に努めます。 

 

（６）歯科医療機関（病院歯科・歯科診療所）の役割 

   がんの薬物療法や放射線治療に伴う口腔合併症の予防や、手術後の肺炎予防等の

ため、道南圏域のがん診療連携拠点病院等やその他のがん医療を行う医療機関等と

連携して、手術や薬物療法及び放射線療法が予定される患者に対して、歯科医療機

関において口腔管理（口腔ケア、口腔衛生指導、口腔疾患の治療等）を行う取り組

みを推進し、より質の高いがん治療提供につながるよう支援します。 

 

（７）薬局の役割 

  ○ 適切な禁煙の相談を受ける取り組みを推進するとともに、禁煙補助薬の服薬管

理などを通じて、たばこをやめたい人の禁煙支援を行います。 

  ○ 外来化学療法の効果と安全性を高めるためには、患者が薬物治療について正し



- 18 - 

く理解し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において薬学的

管理（薬剤服用の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに患者への適

切な服薬指導などに努めます。 

○ 在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、薬局において、

在宅患者に対し、医療用麻薬の適切な服薬管理などに努めるとともに、医療用

麻薬の円滑な供給を図るため、地域の薬局相互の連携を推進します。 

 

（８）訪問看護事業所の役割 

○ がん患者が在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関のス

タッフと訪問看護を担っている看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整

備に努めます。 

○ 在宅で療養生活を継続するがん患者に対して、身体的な苦痛及び精神心理的

な苦痛等の全人的な緩和等適切な看護の提供や療養生活の支援を行い、生活の

質（ＱＯＬ）の維持、向上を目指します。 

○ 在宅での療養生活を継続維持する患者や家族等に対して、治療後の心身の症

状や障がいに合わせた適切なケアを提供するとともに、急変時の対応、在宅で

の看取りや遺族へのグリーフケア※に取り組みます。 

※ グリーフケア：大切な人を失った喪失感や悲しみを乗り越えようとしている人たちに寄り

添い、援助していくこと。 
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２ 脳卒中の医療連携体制 

（１）現 状 

   ① 死亡の状況 

○ 令和４年人口動態統計によると、当圏域では令和４年に51人（全道5,010人）

が脳血管疾患を原因として死亡しており、死亡数全体の8.1％（全道6.7％）

を占め、死因は第４位です。 

○ 令和４年人口動態統計により、脳血管疾患別にみると、脳梗塞の割合が一

番高く、次に脳出血、くも膜下出血の割合が高い状況となっています。 

 

  ② 健康診断の受診状況 

○ 脳卒中の発症を予防するため、高血圧、糖尿病、脂質異常症等の危険因子

を早期に発見することが重要ですが、令和３年度の北渡島檜山圏域における

特定健康診査の受診率は26.8％（全道27.9％）であり、全道より約１ポイン

ト低い状況です。※１ 

○ 令和３年度の特定健康診査受診者のうち、内臓脂肪症候群（メタボリック

シンドローム）該当者※２の割合は21.3％（全道20.5％）、内臓脂肪症候群予

備群※３の割合は12.8％（全道10.9％）です。 

※１ 特定健診・特定保健指導実施結果集計表（令和３年度速報値：北海道国民健康保険団体

連合会） 

※２ 内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）該当者：内臓脂肪の蓄積（主に腹囲によ

り測定）に加え、血中脂質、血圧、血糖基準のうち、２つ以上に該当する者。 

※３ 内臓脂肪症候群予備群：内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂質、血

圧、血糖基準のうち、１つに該当する者。 

 

③ 医療機関への受診状況 

   （脳卒中の急性期医療実態調査（平成２６年度・２７年度調査）） 

○ 脳卒中の発症から調査対象医療機関到着までの所要時間には「救急要請の

有無」が関係しており、道南圏域の「発症から調査対象医療機関到着」まで

の所要時間の中央値は、「救急要請が有る場合」で９８分、「救急要請が無

い場合」は１３６分となっており、大きな差があります。 

○ 令和２年の患者の受療動向調査※によると、脳血管疾患の患者が居住してい

る第２次医療圏で受療している割合（自給率）は、入院自給率8.7％、通院自

給率33.8％です。 

○ また、この割合が低い当圏域では、隣接する南渡島圏域の医療機関で入院

することが多く、約９割が流出している状況です。（南渡島71.2％、札幌15.

7％） 

※ 医療データ分析センター（北海道大学） 

 

  ④ 医療機関の状況 

（急性期医療を担う医療機関について） 

①血液検査及び画像検査、②外科的治療（開頭手術、脳血管手術等）、③ｔ
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－ＰＡによる血栓溶解療法の全てが、２４時間対応可能である急性期医療を担

う公表医療機関は、当圏域にはありません。（令和５年４月１日現在） 

   （回復期医療を担う医療機関について） 

脳卒中の回復期リハビリテーションが対応可能な脳血管疾患等リハビリテー

ション料の保険診療に係る届出医療機関は、２か所です。（令和５年４月１日

現在） 

 

（２）課 題 

  ① 疾病の発症予防 

○ 特定健康診査の意義を広く周知するとともに、脳卒中の危険因子である高

血圧や糖尿病、脂質異常症、喫煙習慣や過度な飲酒習慣がある者への支援を

早期に開始し、発症予防に努めることが必要です。 

○ 施設内禁煙等の環境づくりを推進するなど、受動喫煙防止対策の強化が必

要です。 

 

   ② 医療連携体制の充実 

○ 患者の受療動向を踏まえて、急性期における専門的治療を速やかに受ける

ことができるよう、消防機関と医療機関及び医療機関相互の連携体制の充実

が必要です。 

○ 急性期から維持期までの病期に応じて、一貫したリハビリテーションが受

けられるよう、関係機関の連携体制の充実が必要です。 

○ デジタル技術の活用により、効率的な医療機関間や地域間連携を進め、医

療が継続して実施される体制を構築することが必要です。 

 

  ③ 在宅療養が可能な体制 

○ 脳卒中の再発及び合併症を予防し、生活機能を維持・回復しながら在宅で

療養生活を継続できるよう、医療・介護・福祉サービスが相互に連携した支

援が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

  ① 発症予防 

   （かかりつけ医） 

○ 高血圧、糖尿病、脂質異常症、心房細動等の基礎疾患に対する治療や食事、

運動、喫煙、過度の飲酒等の生活習慣の改善を促し、脳卒中の発症を予防し

ます。 

○ 脳卒中を疑う症状出現時の対応について、患者・家族等患者の周囲にいる

者に対する教育・啓発を行います。 

 

  ② 応急手当・病院前救護 

   （本人及び家族等周囲にいる者） 

   ○ 発症後速やかに救急要請を行います。 
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（消防機関と急性期医療を担う医療機関の連携） 

   ○ 急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送します。 

   ○ メディカルコントロールに基づく適切な観察・判断・処置※を行います。 

※ 救急現場から医療機関に搬送されるまでの間に、医師の指示又は指導・助言等のもとに

救急救命士等が実施する気管挿管等の医療行為。 

 

  ③ 急性期医療 

   （急性期医療を担う医療機関） 

当圏域では、公表基準を満たす医療機関はありません。（令和５年４月１日

現在） 

 

  ④ 回復期医療 

   （回復期医療を担う医療機関、リハビリテーションを専門とする医療機関） 

   ○ 身体機能の早期改善のための集中的なリハビリテーションを実施します。 

   ○ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の適切な管理を行うとともに、誤嚥性

肺炎の予防や抑うつ状態・認知症など、脳卒中に合併する種々の症状や病態に

対する対応を行います。 

   ○ 再発が疑われる場合には、急性期の医療機関との連携などにより、患者の病

態を適切に評価します。 

   ○ 急性期及び維持期の医療機関等と診療情報や治療計画（リハビリテーション

を含む。）を共有するなどして連携を図ります。 

 

  ⑤ 維持期医療 

   （介護老人保健施設、介護保険によるリハビリテーションを担う医療機関等） 

   ○ 生活機能の維持・向上のためのリハビリテーション（訪問及び通所リハビリ

テーションを含む。）を実施し、在宅等への復帰及び日常生活の継続を支援し

ます。 

   ○ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の適切な管理を行うとともに、誤嚥性

肺炎の予防や抑うつ状態・認知症など、脳卒中に合併する種々の症状や病態に

対する対応を行います。 

   ○ 合併症発症時や脳卒中の再発時には、患者の状態に応じた適切な医療を提供

できる医療機関と連携して対応します。 

   ○ 回復期や急性期医療機関等と、診療情報や治療計画（リハビリテーションを

含む。）を共有するなどして連携を図ります。 

   ○ 介護支援専門員を中心に介護保険関連施設、訪問看護ステーション、歯科診

療所、薬局等と連携して在宅医療を行います。 

 

  ⑥ 新興感染症の発生・まん延時における体制 

    感染症発生・まん延時や災害時等の有事においても、地域の医療資源を有効に

活用するための体制の構築を推進します。 
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（４）数値目標等 

指標 

区分 
指標名（単位） 現状値 目標値 現状値の出典 

体制 

整備 

回復期医療を担う医療機関数 

（か所） 
2 現状維持 

北海道保健福祉部調査 

回復期医療の公表医療機関（令

和５年４月１日現在） 

特定健康診査実施率（％） 

（４０～７４歳） 
26.8 

現状値 

より増加 

特定健診・特定保健指導実施結

果集計表（令和３年度速報

値：北海道国民健康保険団

体連合会） 

特定保健指導実施率（％） 

（４０～７４歳） 
43.5 

現状値 

より増加 

住民の 

健康 

状態 

メタボリックシンドローム 

該当者の割合（％） 

メタボリックシンドローム 

予備群の割合（％） 

（４０～７４歳） 

21.3 

 

12.8 

現状値 

より減少 

特定健診・特定保健指導実施結

果集計表（令和３年度速報

値：北海道国民健康保険団

体連合会） 

高血圧の改善 

（４０～７４歳） 

収縮期血圧の平均値 

mmHg※ 

男性 

女性 

132 

127 

現状値 

より減少 

厚生労働省「第８回ＮＤＢオー

プンデータ」（令和２年） 

脳血管疾患年齢 

調整死亡率（％） 

（人口１０万対） 

男性 

女性 

72.0 

69.4 

現状値 

より減少 

令和３年版道南地域保健年報よ

り算出 

 ※【参考】道計画における現状値及び目標値 

       現状値：男性129   目標値：男性124以下 

   女性124       女性119以下 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

  ① 予防対策の充実 

   ○ 道・町・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く周知するととも

に、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。 

   ○ 高血圧や糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンドローム、喫煙習慣がある

者への支援を早期に開始し、脳卒中の発症予防に努めます。 

   ○ 施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。 

 

  ② 医療連携体制の充実 

   ○ 発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、維持期医療の

各期における、医療機関及び関係団体の取組を促進します。 

   ○ 急性期から回復期、維持期までの切れ目のなく適切な医療（リハビリテー

ション含む。）が提供できるよう、地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用

した地域医療情報連携ネットワーク、保健医療福祉圏域連携推進会議等を活用

し、患者の受療動向に応じた連携体制の充実を図ります。 
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（６）医療機関等の具体的名称 

  （回復期医療を担う医療機関の公表基準） 

   次の①②の両方を満たす病院・診療所 

① 脳血管疾患等のリハビリテーション料の保険診療に係る届出をしていること。 

② 脳卒中の回復期リハビリテーションの対応が可能であること。 

 

  【医療機関名】（令和５年４月１日現在） 

町 名 医  療  機  関 

八 雲 町 八雲総合病院 

今 金 町 今金町国保病院 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

   脳卒中の後遺症に関連する口腔機能低下や口腔衛生状態の悪化は、摂食嚥下障害、

咀嚼障害及び構音障害につながり、更には誤嚥性肺炎の発症リスクとなります。 

   脳卒中発症者における誤嚥性肺炎等を予防するため、病院歯科を含む地域の歯科

医療機関が、多職種によるカンファレンス等を活用し、急性期等の入院期間から在

宅療養に至るまでの適切な歯科治療、歯科専門職による口腔衛生管理及び口腔機能

訓練等の提供に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○ 脳卒中の発症予防や再発予防のためには、患者が薬物治療について正しく理解

し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学的管理

（薬剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者への適

切な服薬指導などに努めます。 

○ 在宅療養中の脳卒中患者に対しては、薬局において、医療機関や訪問看護事業

所等と連携し、薬学的管理の下、訪問による患者への適切な服薬指導などを行う

とともに、在宅療養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○ 脳卒中患者の療養生活を支援するに当たっては、病院看護師等の医療機関のス

タッフと訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

○ 脳卒中の回復期及び維持期にある在宅療養者及びその支援者に対して、心身の

状態や障がいに合わせて在宅療養の技術的支援や精神的支援を行うとともに、

再発予防に向けた基礎疾患・危険因子の管理や生活機能の維持・向上のための

リハビリテーションを実施し、日常生活の再構築を支援します。 

○ 在宅療養中の脳卒中患者の再発等の急変時について、平常時から緊急時の連絡

体制や救急車到着までの対処方法などを患者・家族等患者の周囲にいる者と事

前に取り決め、緊急時の対応に備えます。 
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３ 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制 

（１）現 状 

  ① 死亡の状況 

○ 令和４年人口動態統計によると、当圏域では、令和４年に77人（全道 10,5

48人）が心疾患を原因として死亡しており、死亡数全体の12.2％（全道 14.

1％）を占め、死因の第２位となっています。 

○ 令和４年人口動態統計によると、心不全の割合が一番高く、次に不整脈及

び伝道障害、その他の虚血性心疾患、急性心筋梗塞の割合が高い状況となっ

ています。 

 

  ② 健康診断の受診状況 

○ 急性心筋梗塞の発症を予防するためには、定期的な健診の受診により高血

圧、脂質異常症、糖尿病等の危険因子を早期に発見し、治療することが重要

ですが、令和３年度の当圏域の特定健康診査の実施率は26.8％（全道27.9％）

であり、全道より、約1ポイント低い状況です。※１ 

○ 令和３年度の特定健康診査のうち、内臓脂肪症候群（メタボリックシンド

ローム）該当者の割合は21.3％（全道20.5％）、内臓脂肪症候群予備群の割

合は12.8％（全道10.9％）です。 

※１ 特定健診・特定保健指導実施結果集計表（令和３年度速報値：北海道国民健康保険団

体連合会） 

 

   ③ 医療機関への受診状況 

 （急性心筋梗塞の急性期医療実態調査（平成２６～２７年度調査）） 

○ 急性心筋梗塞の発症から調査対象医療機関到着までの所要時間には「救急

要請の有無」が関係しており、「発症から調査対象医療機関到着」までの所

要時間の中央値は、「救急要請が有る場合」で７９分、「救急要請が無い場

合」で２３５分となっており、大きな差があります。 

○ 令和２年の患者の受療動向調査※によると心疾患の患者が居住している第２

次医療圏で受療している割合（自給率）は、入院自給率52.1％、通院自給率8

0.8％です。 

○ また、この割合が低い当圏域では、隣接する南渡島圏域の医療機関で入院

することが多く、約５割が流出している状況であります。（南渡島45.4％、

札幌2.2％） 

※ 医療データ分析センター（北海道大学） 

 

  ④ 医療機関の状況 

   （急性期医療を担う病院について） 

○ ①放射線等機器検査、②臨床検査、③経皮的冠動脈形成術の全てが、２４

時間対応可能である急性期医療を担う公表医療機関は、１か所です。（令和

５年４月１日現在） 

○ 厚生労働大臣が定める「心大血管疾患リハビリテーションⅠ」の保険診療
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に係る届出医療機関は、当圏域にはありません。（令和５年４月１日現在） 

 

（２）課 題 

  ① 疾病の発症予防 

○ 特定健康診査の意義を広く周知するとともに、心血管疾患の危険因子である

高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、喫煙習慣がある者

への支援を早期に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に努めることが

必要です。 

○ 施設内禁煙等の環境づくりを推進するなど、受動喫煙防止策の強化が必要で

す。 

 

  ② 医療連携体制の充実 

○ 患者の受療動向を踏まえて、急性期における専門的治療を速やかに受ける

ことができるよう、消防機関と医療機関及び医療機関相互の連携体制の充

実・強化が必要です。 

○ 急性期から維持期までの病期に応じて、一貫したリハビリテーションが受

けられるよう関係機関の連携体制の充実が必要です。 

○ デジタル技術の活用により、効率的な医療機関間や地域間連携を進め、医

療が継続して実施される体制を推進することが必要です。 

 

  ③ 再発予防 

再発及び合併症を予防するための治療や基礎疾患の管理、再発時の対応方法

について、地域の医療機関と専門的医療機関との連携体制の充実が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

  ① 発症予防 

   （かかりつけ医） 

○ 高血圧、脂質異常症、糖尿病等の基礎疾患に対する治療や喫煙、ストレス

等の生活習慣の改善を促し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症を予防します。 

○ 急性心筋梗塞を疑う症状出現時の対応について、本人及び家族等周囲にい

る者に対する教育・啓発を行います。 

 

  ② 応急手当・病院前救護 

   （本人及び家族等周囲にいる者） 

   ○ 発症後、速やかに救急要請を行います。 

   ○ 心肺停止が疑われる者に対して、ＡＥＤの使用を含めた救急蘇生法等の適切

な処置を行います。 

 

   （消防機関と急性期医療を担う医療機関の連携） 

○  急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送します。 

     ○ メディカルコントロールに基づく適切な観察・判断・処置を行います。 
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  ③ 急性期医療 

   （救命救急センター及びＣＣＵを有する医療機関、急性期医療を担う医療機関） 

○ 来院後、速やかに初期治療を開始するとともに、３０分以内に専門的な治

療を開始します。 

○ 心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる者の初期治療に必要な検査及び処置、

専門的な診療について、２４時間対応可能な体制を維持します。 

○ 呼吸管理、疼痛管理等の全身管理やポンプ失調などの合併症治療を行いま

す。 

○ 冠動脈バイパス術等の外科的治療が可能、又は外科的治療が可能な施設と

の連携体制の構築を図ります。 

○ 慢性心不全の急性増悪時に、状態の安定化に必要な内科的治療を行います。 

○ 運動耐容能などに基づいた運動処方により合併症を予防し、多職種による

多面的・包括的なリハビリテーションを実施します。 

○ 回復期の医療機関やかかりつけ医と診療情報や治療計画を共有するなどし

て連携を図ります。また、再発予防のため、定期的に専門検査を実施します。 

 

  ④ 回復期医療 

   （内科、循環器科または心臓血管外科を有する病院・診療所） 

○ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態等への対応など

を行います。 

○ 入院又は通院により、合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患

リハビリテーションを実施します。 

○ 再発予防に必要な知識や再発時の対応法について、患者及び家族への教育

を実施します。 

○ 救急処置が可能な医療機関と連携し、合併症併発時や再発時などの緊急時

に対応できる医療体制を維持します。 

○ 急性期及び在宅医療を担う医療機関と診療情報や治療計画を共有するなど

して連携を図ります。 

○ デジタル技術の活用により、急性期から一貫した医療を継続できる体制の

推進を図ります。 

 

  ⑤ 維持期医療 

   （かかりつけ医） 

○ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態への対応などを行

います。 

○ 救急処置が可能な医療機関と連携し、合併症併発時や再発時などの緊急時に

対応できる医療体制とします。 

○ 急性期の医療機関・介護保険関連施設等と診療情報や治療計画等を共有し、

再発予防のための定期的な専門的検査や合併症併発時・再発時の対応を含めた

連携を図ります。 

○ 在宅での運動療法や再発予防のための疾病管理について、医療機関や訪問看
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護ステーション、かかりつけ薬局、歯科診療所等が連携して支援します。 

 

  ⑥ 緩和ケア 

○ 治療の初期段階から状態に応じた適切な緩和ケアが提供されるよう、人生

会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プランニング）による個人の意思決定を

支援します。 

 

（４）数値目標等 

指標 

区分 
指標名（単位） 現状値 目標値 

現状値の 

出典 

体制 

整備 

急性期医療を担う医療機関数 

（か所） 
1 

現状値 

維持 

北海道保健福祉部調査 

急性期医療の公表医療機関

（令和５年４月１日現在） 

特定健康診査実施率(％) 

(４０～７４歳) 
26.8 

現状値 

より増加 

特定健診・特定保健指導実施

結果集計表（令和３年度速報

値：北海道国民健康保険団体

連合会） 

特定保健指導実施率(％) 

（４０～７４歳) 
43.5 

現状値 

より増加 

住民の 

健康 

状態 

メタボリックシンドローム 

該当者の割合(％) 

メタボリックシンドローム 

予備群の割合(％) 

（４０～７４歳） 

 

21.3 

 

12.8 

 

現状値 

より減少 

特定健診・特定保健指導実施

結果集計表（令和３年度速報

値：北海道国民健康保険団体

連合会） 

高血圧の改善 

（４０～７４歳） 

収縮期血圧の平均値 

mmHg※ 

男性 

女性 

132 

127 

現状値 

より減少 

厚生労働省「第８回ＮＤＢ

オープンデータ」（令和２

年） 

急性心筋梗塞年齢調

整死亡率（％） 

（人口１０万対） 

男性 

女性 

37.6 

5.3 

現状値 

より減少 

令和３年版道南地域保健年報

より算出 

※基準人口：Ｈ２７年モデル

人口 

 ※【参考】道計画における現状値及び目標値 

       現状値：男性129   目標値：男性124以下 

   女性124       女性119以下 

 

（５）数値目標等を達成するための必要な施策 

  ① 予防対策の充実 

○ 道・町・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く周知するとと

もに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。 

○ 高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、喫煙週間があ

る者への支援を早期に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に努めま

す。 
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○ 施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。 

 

  ② 医療連携体制の充実 

○ 発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、再発予防の

各期における医療機関及び関係団体の取組を促進します。 

○ 急性期から回復期、再発予防まで切れ目なく適切な医療が提供できるよう、

保健医療福祉圏域連携推進会議等を活用し、患者の受療動向に応じた連携体

制の充実を図ります。 

 

  ③ 疾病管理・再発予防 

○ 慢性心不全患者に対しては、自覚症状や運動耐容能の改善及び心不全増悪や

再入院防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリング等を含む多職種に

よる多面的・包括的なリハビリテーションを実施します。 

○ 慢性心不全患者の管理に当たっては、関係者間で心不全の概念を共有するこ

とが重要であることから、患者やその家族、心血管疾患を専門としない医療従

事者や介護関係者等への正しい知識の普及に努めます。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

  （心筋梗塞の急性期医療を担う医療機関の公表基準） 

次の①～③が２４時間対応可能であり（病院群輪番制をとっている圏域につい

ては、救急当番日のみの場合を含む）、かつ、④または⑤を満たす病院・診療所。 

① 放射線等機器検査（心電図・冠動脈造影等） 

② 臨床検査（血清マーカー等） 

③ 経皮的冠動脈形成術の治療 

④ 冠動脈バイパス術等外科的治療が実施可能 

⑤ 冠動脈バイパス術等外科的治療は実施しないが、他医療機関への紹介

が可能 

  

【医療機関名】（令和５年４月１日現在） 

町 名 医  療  機  関 

八 雲 町 八雲総合病院 

  ※ 病院群輪番制によるため、対応可能日は確認が必要 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科・歯科診療所）の役割 

慢性心不全患者においては、口腔機能及び口腔衛生の維持・管理を行い、誤嚥

性肺炎や低栄養を予防することが重要であることから、地域の循環器科等の医療機

関と連携した療養支援体制の充実に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○ 急性心筋梗塞の発症予防や再発予防のためには、患者が薬物治療について正し

く理解し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学
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的管理（薬剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者

への適切な服薬指導などに努めます。 

○ 在宅患者に対しては、薬局において、医療機関や訪問看護事業所等と連携し、

薬学的管理の下、訪問による患者への適切な服薬指導等を行うとともに、在宅療

養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○ 心疾患患者が療養生活を支援するに当たっては、病院看護師等の医療機関の

スタッフと訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

○ 在宅療養者に対して、心疾患の治療及びその治療に伴う諸症状に適切な看護を

提供するとともに、再発予防に向けた基礎疾患・危険因子の管理や生活機能の

維持・向上のためのリハビリテーションを多機関・多職種と連携して実施しま

す。 

○ 在宅での療養生活を継続する慢性心不全患者に対して、心不全増悪予防のた

めの疾病管理や治療に伴う諸症状・全人的苦痛の緩和など適切な看護を提供し

つつ、適切な療養行動を維持できるよう患者及びその家族を支援し、生活の質

（ＱＯＬ）の向上を目指します。 

また、運動耐容能の改善を目的とした運動療法やカウンセリング等、多職種

と連携し、療養生活を支援します。 
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４ 糖尿病の医療連携体制 

（１）現 状 

  ① 罹患の状況 

○ 令和２年の特定健診結果※１のＨｂＡ１ｃ値※２をみると、「６．５以上（受

診勧奨判定値）」の該当者は、264人（全道56,420人）、7.0％（全道7.5％）

であり、「５．６以上６．５未満（保健指導判定値）」の該当者は、 1,607

人（全道279,090人）、42.6％（全道37.1％）でした。健診受診者の約４割が、

医療や保健指導を要する状態であると判定されています。 

○ 透析医療を行っている医療機関を対象に行った調査※３では、当圏域の糖尿

病性腎症の患者数は、令和元年28人と血液透析患者数の全体28.9％（全道39.

1％）を占めています。 

※１ 厚生労働省「第８回ＮＤＢオープンデータ」（令和２年） 

※２ ＨｂＡ１ｃ値（ＮＧＳＰ値）：過去１～３ヶ月の血糖値を反映した血糖値のコントロール指標  

※３ 地域保健課難病対策係「透析医療の現況調査」（令和元年１２月１日現在） 

 

② 健康診断の受診状況 

〇 糖尿病は放置すると糖尿病性腎症による人工透析が必要な状態、網膜症に

よる失明、脳梗塞・脳出血、心筋梗塞など様々な合併症を引き起こす要因と

なることから、早期に発見、治療することが重要ですが、令和３年度の北渡

島檜山圏域における特定健康診査の実施率は26.8％（全道27.9％）であり、

全道とほぼ同じ状況です。 

○ 令和３年度の特定健康診査※１ における内臓脂肪症候群（メタボリックシ

ンドローム）※２該当者の割合は21.3％（全道20.5％）､内臓脂肪症候群予備群
※３の割合は12.8％（全道10.9％）です。 

○ 令和２年の特定健診結果※４のＢＭＩ値では、男性の肥満（BMI２５以上）の

割合が46.1％（全道41.4％）、女性の肥満の割合が31.7％（全道24.4％）で

あり、全道より高い傾向になっています。 

※１ 特定健診・特定保健指導実施結果集計表（令和３年度速報値：北海道国民健康保険団体

連合会） 

※２ 内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）：内臓脂肪の蓄積（主に腹囲測定）に加

え、血中脂質、血圧、血糖基準のうち、２つ以上に該当する者。 

※３ 内臓脂肪症候群予備群：内臓脂肪の蓄積（主に腹囲測定）に加え、血中脂質、血圧、血

糖基準のうち、１つ以上に該当する者。 

※４ 厚生労働省「第８回ＮＤＢオープンデータ」（令和２年） 

 

③ 医療機関への受診状況 

○ 令和２年の患者受療動向調査※によると、糖尿病の患者が北渡島檜山圏域内

で受療している割合は、入院が54.6％、通院が81.3％です。 

○ また、この割合が低い当圏域では、隣接する南渡島圏域の医療機関で入院

する割合が65.9％と高い状況です。 

※ 医療データ分析センター（北海道大学） 
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④ 医療機関の状況 

   （糖尿病医療機能を担う公表医療機関について） 

○ 「インスリン療法を行うことができる」、「糖尿病患者教育（食事療法・

運動療法・自己血糖測定）を行うことができる」、「糖尿病による合併症に

対する継続的な管理及び指導を行うことができる」のいずれかに該当する公

表医療機関は、１１か所です。※１ 

○ 医療機関を対象とした調査で回答のあった１２か所のうち、「教育入院を

実施している」と回答した医療機関は２か所（病院２か所）です。※２ 

○ 糖尿病性腎症を含む人工透析治療（血液透析）については、当圏域では２

医療機関で行われています。※３ 

○ 「糖尿病性網膜症患者に対し、網膜光凝固術が実施できる」、「医療機能

が異なる医療機関と連携し、糖尿病合併症に対する継続的な管理及び指導を

行うことができる」の両方を満たす公表医療機関（眼科）は１か所です。※１ 

※１ 糖尿病医療機能を担う公表医療機関（令和４年度） 

※２ 糖尿病治療における地域医療連携状況調査（令和４年度） 

※３ 透析医療の現況調査（令和４年１２月１日現在） 

 

（２） 課 題 

  ① 発症予防 

○ 糖尿病は自覚症状がなく進行する病気であることから、定期的な健診受診

が必要であることを広く周知するとともに、適切な食生活及び運動習慣によ

り予防や改善ができることから啓発活動が必要です。 

○ 医療保険者等と連携し、糖尿病の発症リスクがある者に対して保健指導や

医療機関の受診勧奨、健診後の医療機関受診状況等に係るフォローアップ等、

予防と医療が連携して生活習慣の改善が図られるよう支援が必要です。 

 

② 重症化予防等 

○ 治療中断者の減少や早期からの適切な指導・治療を行うために、未受診者

や治療中断者への受診勧奨、治療と仕事の両立に向けた取り組みを多施設・

多職種が連携して行うことが必要です。 

○ 未治療者への受診勧奨や糖尿病患者の疾病管理、合併症予防を推進できる

よう、かかりつけ医と専門医療機関、歯科診療所及び医療保険者等による連

携体制の整備が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

① 予防 

 （糖尿病発症のリスク低減、特定健康診査・特定保健指導、健診後の受診勧奨） 

○ 医療機関は、健診後の受診勧奨等により受診した者に対し、適切な検査や

 予防のための指導を行います。 

○ 医療保険者は、特定健康診査・特定保健指導を実施し、糖尿病の発症リス

クがある者に対して、受診を勧めます。 
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○ 道、医療保険者は、適切な食生活及び運動習慣により予防や改善ができる

ことの普及啓発を行います。 

 

  ② 初期・安定期治療 

   （糖尿病の診断及び生活習慣の改善、良好な血糖コントロールを目指した治療） 

○ ７５ｇＯＧＴＴ※１、ＨｂＡ１ｃ等糖尿病の評価に必要な検査を行います。 

○ 食事療法、運動療法及び薬物療法による血糖コントロールを行います。 

○ シックデイ※２や低血糖時の対応について事前に十分な指導を行います。 

○ 訪問看護事業所、歯科診療所、薬局、介護支援専門員等と連携した在宅医

療を行います。 

※１ ７５ｇＯＧＴＴ(Oral glucose tolerance test （経口ブドウ糖負荷試験）：７５ｇの

ブドウ糖水溶液を投与し、その後の糖の処理能力を調べることや、インスリン分泌能を確

認するための検査方法の一つ。 

※２ シックデイ：糖尿病患者が感染症に罹患し、発熱、下痢、嘔吐又は食欲不振によって食

事ができないとき、体調不良によって糖尿病が悪化しやすい状態となること。 

 

  ③ 専門治療 

   （専門的治療を必要とする患者への対応、職種連携によるチーム医療の実施） 

○ 各専門職のチーム（管理栄養士、保健師、看護師、薬剤師等）による食事

療法、運動療法、薬物療法等を組み合わせた教育入院等の集中的な治療（心

理問題を含む）を行います。 

○ ７５ｇＯＧＴＴ、ＨｂＡ１ｃ等糖尿病の評価に必要な検査を行います。 

○ 糖尿病患者の妊娠への対応について事前に十分な指導を行います。 

 

  ④ 急性合併症治療 

   （高血糖緊急症の治療） 

    糖尿病性ケトアシドーシスや高浸透圧高血糖状態等の急性合併症の治療を２４

時間体制で実施します。 

 

  ⑤ 慢性合併症治療 

（慢性合併症の専門的な治療、発症予防・重症化予防のための検査・指導の実施） 

糖尿病の慢性合併症（糖尿病性腎症、糖尿病性網膜症、糖尿病性神経障害等）

に係る専門的な検査や治療を行います。 

 

  ⑥ 医療機能が異なる医療機関との連携や地域との連携 

   （かかりつけ医と専門医療を担う医療機関等との連携） 

    かかりつけ医と専門医療を担う医療機関等との間で、診療情報や治療計画を共

有するなどして連携を図ります。 

 

   （医療機関と町・保険者の連携） 

医療機関は、地域で予防・健康づくりの取組を行う保健師や管理栄養士等と



- 33 - 

連携・協力することにより、糖尿病の発症予防の取り組みと連携した医療を行

います。 

 

（４）数値目標等 

指標 

区分 
指標名（単位） 現状値 目標値 

現状値の 

出典 

体制 

整備 

特定健康診査受診率（％） 

（４０～７４歳） 
26.8 

現状値 

より増加 

特定健診・特定保健指導

実施結果集計表（令和３

年度速報値：北海道国民

健康保険団体連合会） 

特定保健指導利用率（％） 

（４０～７４歳） 
43.5 

現状値 

より増加 

実施 

件数 

地域連携クリティカルパス 

を活用している医療機関数 

（か所） 

4 
現状値 

より増加 

北海道保健福祉部調査 

糖尿病の医療機能を担う

医療機関（令和４年４

月） 

住民の 

健康 

状態 

メタボリックシンドローム 

該当者の割合(％) 

メタボリックシンドローム 

予備群の割合(％) 

（４０～７４歳） 

21.3 

 

12.8 

現状値 

より減少 

特定健診・特定保健指導

実施結果集計表（令和３

年度速報値：北海道国民

健康保険団体連合会） 

ＨｂＡ１ｃ値が６．５以上の者の 

割合（％） （４０～７４歳） 
7.0 

現状値 

より減少
 

厚生労働省「第８回ＮＤ

Ｂオープンデータ」（令

和２年） 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

  ① 予防対策の充実 

○ 道・町・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く周知するとと

もに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。 

○ 道・町・医療保険者が連携して、適切な食生活及び運動習慣により糖尿病

の発症予防や改善ができることや、糖尿病の病態についての普及啓発を行い

ます。 

○ 糖尿病の発症リスクがある者に対しては、医療保険者等と連携して特定保

健指導や医療機関の受診勧奨を実施し、予防と医療が連携して生活習慣の改

善が図られるよう支援します。 

 

  ② 重症化予防等に係る取り組みの推進 

   ○ 発症予防、初期・安定期治療、専門的治療、急性期合併症治療、慢性合併症

治療の医療機能における医療機関及び関係団体の取組を促進します。 

   ○ 道、町及び医療保険者、医療機関等は、糖尿病患者や事業者等に対して継続

治療の必要性等を啓発し、病状の悪化や合併症予防に努めます。 

   ○ 発症予防から専門的治療・慢性合併症治療まで切れ目なく適切な医療が提供

できるよう、「糖尿病連携手帳」（日本糖尿病協会発行）等を用いた地域連携
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クリティカルパスやＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワーク、保健医療福

祉圏域連携推進会議等を活用し、患者の受療動向に応じた診療科間及び多職種

による連携体制の充実を図ります。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

  （糖尿病医療機能を担う公表医療機関（令和４年度）） 

   北海道医療機能情報公表システムに基づく、医療機能情報の報告内容から次の①

～③の項目のいずれかに該当する医療機関 

  ① インスリン療法を行うことができる。 

  ②  糖尿病患者教育(食事療法・運動療法・自己血糖測定)を行うことができる。 

  ③ 糖尿病による合併症に対する継続的な管理及び指導を行うことができる。 

 

〔眼科〕次のア、イの療法を満たす病院・診療所 

ア 糖尿病性網膜症患者に対し、網膜光凝固術が実施できる。 

イ 医療機能が異なる医療機関と連携し、糖尿病合併症に対する継続的な管

理及び指導を行うことができる。 

 

   【医療機関名】 

町 名 医 療 機 関 名 
該当項目 

① ② ③ 

八 雲 町 

八雲総合病院 

八雲町熊石国民健康保険病院 

八雲ユーラップ医院 

まきた循環器内科クリニック 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

－ 

○ 

○ 

○ 

－ 

長万部町 長万部町立病院  ○ ○ － 

今 金 町 
今金町国保病院 

今金診療所 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

せたな町 

せたな町立国保病院 

せたな町立国保病院瀬棚診療所 

せたな町立国保病院大成診療所 

道南ロイヤル病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

－ 

 

 

【医療機関名（眼科）】 

町 名 医 療 機 関 名 
該当項目 

① ② 

八 雲 町 八雲総合病院 ○ ○ 
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（７）歯科医療機関（病院歯科・歯科診療所）の役割 

○ 歯周病と糖尿病は相互に影響を及ぼし、歯周病治療で血糖値が改善すると示唆

されていることから、医療機関と連携し、適切な歯科保健医療の提供に努めま

す。 

また、糖尿病合併症予防に当たっては、口腔機能及び口腔衛生の維持・管理

が重要であることから、糖尿病患者の教育入院や糖尿病教室を実施する医療機

関において、歯科医療従事者が歯科保健指導や歯科健康教育を行う等、医科歯

科連携による療養支援体制の構築を目指します。 

○ 難治性の歯周病患者に対し、糖尿病に伴う易感染状態を疑い、糖尿病・内分

泌専門医療を担う適切な医療機関へ紹介するよう努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○ 糖尿病の治療継続や重症化の防止のためには、患者が薬物療法について正し

く理解し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬

学的管理（薬剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、

患者への適切な服薬指導などに努めます。 

○ 在宅患者に対しては、薬局において、医療機関や訪問看護事業所等と連携し、

薬学的管理のもと、訪問による患者への適切な服薬指導等を行うとともに、在

宅医療に必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○ 糖尿病及び合併症の治療やそれに伴う諸症状について、適切な療養行動を維

持できるよう患者・家族を支援し、生活の質の向上に努めます。 

○ 糖尿病の重症化予防や口腔ケア・フットケア等による合併症の予防・早期発

見、急性憎悪時の対応について、患者・家族及び支援関係者と平常時からの連

携を促進します。 
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５ 精神疾患の医療連携体制 

（１） 現 状 

  ① 精神障がい者把握数 

○ 当圏域における精神疾患の総患者数※１は令和５年度末で1,845人となってお

り、令和２年度末の1,586人から259人多くなっています。傷病分類では、気

分［感情］障害患者の把握数が一番多く、次いで統合失調症が多い状況にあ

ります。 

【精神疾患の総患者数】                      （単位：人） 

傷病分類 令和２年度 令和５年度 

精神及び行動の障害 1,370  1,589  

 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 434  460  

 気分［感情］障害（躁うつ病を含む） 508  615  

 血管性認知症及び詳細不明の認知症 71  93  

 アルコール使用<飲酒>による精神及び行動の障害 30  35  

 その他の精神作用物質使用による精神及び行動の障害 5  5  

 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 68  106  

 その他の精神及び行動の障害 254  275  

     

傷病分類 令和２年度 令和５年度 

神経性の疾患 ― ― 

 アルツハイマー病 96  126  

 てんかん  120  130  

※１ 八雲保健所管内精神障がい者数把握状況 

 

② 精神障がい者の医療 

○ 当圏域の精神科を標榜する医療機関は､八雲総合病院と今金町国保病院であ

り、今金町国保病院においては､八雲総合病院精神科医師による月 2 回の精神

科サテライト医療（外来診療）を行っています。 

また、従来の内服治療では効果が乏しい治療抵抗性統合失調症に対して、

唯一の治療薬であるクロザピンによる治療が可能です。 

○ 精神科救急医療体制としては、救急医療の受入体制が整っていないため、

圏域外の医療機関と連携し対応しています。 

令和元年から道南ブロックにおいて、救急医療における支援体制を構築し、

連携して支援を行うことを目的に、精神科医療機関実務者会議を開催してい

ます。 

○ 八雲総合病院では、精神科による訪問看護及び往診を実施しています。訪

問看護については看護師の訪問が基本ですが、必要時は精神保健福祉士も訪

問しています。 

往診については、原則、病状により公共交通機関が利用できないことや、

外出ができない場合等、医療機関を受診できない事由がある方を対象に行っ

ています。 
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○ 八雲総合病院では、精神科ショートケアを行っています。 

入院及び通院中の患者が集団活動を通して社会生活技能訓練（ＳＳＴ）を

学んだり、生活の質をより向上させることを目的としたリハビリテーション

治療を受けられる体制が整っています。 

 

③ 心神喪失者等医療観察法に基づく医療 

八雲総合病院では、令和５年４月に医療観察法における指定通院医療機関の

指定を受けました。令和６年６月末現在、これまでに医療観察法に基づいた通

院や地域処遇の対象者はいませんでした。 

 

④ 精神障がい者の地域移行支援 

○ 道では精神障がい者が自立した社会生活及び日常生活を送ることができる

よう、各関係機関が連携を図り、長期入院患者が退院した後、地域での生活

を維持するために必要な支援を行っています。 

当圏域では、平成２１年度から函館地域生活支援センターに事業を委託し

ており、関係機関とのネットワークづくりや、地域の現状と課題を共有する

場を設けています。 

また、医療機関に長期入院中の患者が地域での生活を希望する場合、退院

に向けて支援関係者及びピアサポーターが信頼関係を構築しながら、地域で

生活を維持するために必要な支援を行っています。 

○ ピアサポーターは函館地域生活支援センターに4名（令和６年６月末現在）

おり、当圏域を担当するピアサポーターは1名専任され、現在、医療機関で実

施しているショートケアにも参加しています。 

 

⑤ 精神保健に係る相談 

○ 一般相談については、町や相談支援事業所、保健所等で受けており、相談

者が自宅または施設等で安心して生活ができるよう、医療機関や関係機関と

連携を図りながら対応しています。 

○ 精神障がい者が、障がい者支援施設やグループホームに入所している場合

であっても、相談を受けたり、家庭訪問の必要性がある場合には、継続して

支援を行っています。 

また、関係機関職員から精神障がい者の関わり方や支援方法について相談

を受けることもあります。 

○ 道として実施している精神保健相談（心の健康相談）を毎月1回（偶数月は

八雲保健所・奇数月は今金支所）開催しており、精神科嘱託医師による健康

相談を実施しています。 
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⑥ 自殺対策 

   【八雲保健所管内の自殺者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 殺 者 数：厚生労働省「人口動態統計」 

当圏域における自殺数は、大きな増減がなく推移していますが、自殺者数が

減らない現状にあります。 

 

⑦ 認知症対策 

当圏域には認知症疾患医療センターがなく、函館市内にある医療機関に役割

を担ってもらっています。 

また、管内各町が所管している認知症初期集中支援チームの運営状況として

は、認知症疾患医療センターが開催している連携協議会に参加して連携体制を

整備しているとともに、チーム員会議を開催して事例の共有と支援の方向性を

協議している町もあります。 

 

（２）課 題 

○ 精神障がい者にとって身近な医療機関に通うことができ、必要な精神科医療が

受けられるよう、サテライト診療や往診、訪問看護を継続できる医療提供体制

が求められています。 

○ 休日や夜間を含め、24 時間 365 日精神科救急患者や身体疾患を合併した患者

等の状態に応じて適切な医療を提供できる体制の確保が必要です。当圏域には

輪番病院がないため、緊急を要する患者がいた場合には他圏域と広域で調整す

る必要があり、受入調整において時間を要していることから、迅速に対応でき

るよう連携体制が必要です。 

○ 心神喪失者等医療観察法に基づく対象者に対して、ニーズに応じた保健福祉

サービスの活用をはじめ、地域の関係機関と協力・連携しながら支援をするこ

とが必要です。 



- 39 - 

○ 退院後も精神障がい者とその家族が安心して地域で生活できるよう、退院前か

ら医療機関と本人及びその家族、支援する関係機関が連携を図り、生活の場の

確保や日中活動できる場の提供、復職や就職への支援等、地域移行・定着に向

けた体制を整えることが必要です。 

○ 当圏域の精神保健福祉施設において、支援者の人員の確保に関する課題があり、

人材確保に向けた取組も必要になります。十分な人員が確保できない状況が続

いた場合、精神疾患を有する方の地域での生活の継続に影響を及ぼす可能性が

あります。 

○ 精神障がい者やその家族が、障がいの有無や程度に関わらず安心して生活でき

る地域づくりに向け、支援関係者の資質向上、関係機関の連携・支援体制の構

築が重要です。 

○ 自殺予防対策として、地域の関係機関が連携して対象者と家族を支えていくこ

とが重要です。自殺の背景には、うつ病をはじめとする精神疾患が関連するこ

とが知られています。自殺はその多くが防ぐことのできる社会的な問題である

との認識のもと、地域における相談体制を整備するとともに、自殺の危険性の

高い人を早期に発見し、適切な精神科医療につなげていく取組が必要です。 

○ 認知症は、症状が軽い段階のうちに気づき、適切な治療を受けることができれ

ば、進行を遅らせることができるため、早期発見・早期治療に繋げることが重

要です。 

 

（３）必要な医療機能 

○ 精神障がい者・家族が身近な医療機関で精神科医療が受けられること。 

○ 精神障がい者が病状等の事由により医療を受けられない場合には、往診及び訪

問看護を受けられる体制であること。 

退院に向けて入院中から、医療機関と地域の関係機関が連携しながら、多職

種で協同して支援すること。 

 

（４）数値目標等 

指標区分 指標名 現状値 目標値(R11) 目標値の考え方 

 入院後3か月時点

での退院率 
46.2％ 62.2％ 現状より増加 

 住 民 の 

健康状態等 

入院後6か月時点

での退院率 
61.5％ 77.1％ 現状より増加 

 入院後1年時点で

の退院率 
92.3％ 100％ 現状より増加 

※ 現状値は、八雲保健所管内精神科病院入院者数把握状況 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

○ 精神障がい者・家族が身近な医療機関に継続して受診ができるよう、支援関

係者が連携を図り、現在の医療機能を継続できるよう努めます。 

○ 精神障がい者本人が、病状により緊急的に医療を要することがないよう、支
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援対象者と日頃からセルフケア方法を確立できるような支援をしていきます。

また、道南圏域の医療機関と、救急医療における支援体制を構築していけるよ

う実務者会議を通して、連携強化を図ります。 

○ 函館保護観察所が主催する「北渡島・檜山地区医療観察制度地域連絡協議会」

「薬物依存のある保護観察対象者等に対する道南地域支援連絡協議会」におい

て、制度の理解を深めるとともに、地域の支援体制を整えます。 

○ 当圏域で実施される精神障がい者地域移行連絡会では、その運営に参画し、

長期入院患者の地域移行支援の推進に向けて協力するとともに、管内全町の関

係機関が集まり圏域の現状や課題を話し合えるような方法を検討して提案して

いきます。 

また、各町の自立支援協議会等との連携を図り、当圏域の精神保健に係る現

状や課題を検討し、必要な支援や対策を施策化していけるよう働きかけます。 

○ 精神障がい者・家族が安心して自分らしく生活する地域をつくることができ

るよう、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築をすすめ、各町

及び関係機関ととともに、地域の相談支援体制の強化を図ります。 

○ 精神障がい者・家族の暮らしを支えるために、多職種が連携して病状に合わ

せた支援を検討するとともに、支援関係者が学習できる機会をつくり、支援の

質の向上を図ります。 

○ 北海道自殺対策行動計画に基づき、自殺対策連絡会議を開催し、地域で心の

健康問題や生活上の課題を抱える人が、必要な相談・支援を受けることができ

るよう、関係機関と連携を図り、地域における支援体制の充実を図ります。 

○ 認知症を抱えている、または抱えていると思われる当事者または家族に対し、

早期対応・早期診断に繋げるために、認知症初期集中支援チームを中心に、地

域の支援関係者間で連携を図り、協同して支援を行います。 

 

（６）医療連携圏域の設定 

当圏域では、24 時間 365 日精神科救急患者や身体疾患を合併した患者等の状態

に応じて適切な医療を提供できないことから、平日の診療時間内を除き、休日や夜

間においては第三次医療圏を基本として、隣接する圏域と連携を図ります。 

 

（７）医療機関等の具体的名称 

精神疾患の医療機能を担う医療機関の公表基準 

① 各領域の地域精神科医療提供機能を担う。 

② 精神疾患の医療提供に係る設備等を有する。 

③ 各領域における拠点機能を担う。 

市町村 医 療 機 関 名 
該当項目 

① ② ③ 

八雲町 八雲総合病院 〇 ○  

今金町 岩間医院    

今金町 今金町国保病院 ○   

せたな町 せたな町立国保病院 ○   
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※ 令和３年４月１日現在 

 

（８）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

認知症のある高齢者等では、歯の痛み、歯周病や口内炎等の炎症に伴う痛み、

義歯の不具合等の問題により、ＢＰＳＤ（認知症に伴う行動障害・精神症状）を引

き起こす可能性があることから、適切な歯科医療や口腔ケアの提供に努めます。 

また、認知症要介護高齢者等に対しては、歯科医療従事者と介護職等が連携し

てカンファレンスを行うなど、「食べる楽しみ」を維持する支援を行います。 

 

（９）薬局の役割 

○ 精神疾患に対する一層の理解を深めるため、精神科医療に関する研修会に薬局

薬剤師が積極的に参加するとともに、薬局において、睡眠改善薬などの市販薬

の販売時や相談の機会を通じて、適切な医療が必要と考えられる者に対し、受

診勧奨を行うほか、専門医療機関や相談機関の紹介に努めます。 

○ 向精神薬等の過量服用や薬物依存を未然に防ぐためには、患者が薬物治療につ

いて正しく理解し、適切に服薬などを行うことが重要であることから、薬局に

おいて、薬剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等の薬学的管理を行うと

ともに、患者への適切な服薬指導などに努めます。 

 

（10）訪問看護事業所の役割 

○ 主治医や医療機関の看護師等と連携し、入院中から在宅療養環境の整備に努め

ます。 

○ 在宅療養中の精神疾患及びその治療に伴う諸症状を把握し、服薬等の適切な療

養行動を維持できるよう患者・家族を支援し、生活の質（ＱＯＬ）の向上を目指

します。 

○ 在宅療養中の病気や障がいの状況に合わせ、生活リズムの安定、社会活動や交

流における対人関係の調整を支援するとともに、地域住民及び保健・医療・福祉

等関係者の連携に努めます。 

○ 認知症患者の尊厳に配慮し、行動・心理症状や生活障害に応じた看護を提供す

るとともに、家族等の支援や在宅療養生活の安定のための環境整備に努め、生活

の質の向上を目指します。 

 

アル

コール
薬物

ギャン

ブル等

八雲町 八雲総合病院 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

今金町 岩間医院

今金町 今金町国保病院 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

せたな町 せたな町立国保病院 〇

アル

コール
薬物

ギャン

ブル等

八雲町 八雲総合病院 〇 〇 〇 〇 〇

今金町 岩間医院

今金町 今金町国保病院

せたな町 せたな町立国保病院

市町村 医療機関名

①　各領域の地域精神科医療提供機能を担う

市町村 医療機関名

②　精神疾患の医療提供に係る設備等を有する

統合

失調症

うつ・

躁うつ病
認知症

児童・

思春期

精神

疾患

発達

障がい

自殺

対策

災害精

神医療

医療

観察法

依存症 外傷後

ストレス

障害

(PTSD)

高次脳

機能

障がい

摂食

障害

てん

かん

精神科

救急・

身体

合併症

DPAT

設置

医療機

関

③　各領域における拠点機能を担う

精神

病床

精神科

ショート・

ケア

精神科

デイ・ケ

ア

精神科

ナイト・

ケア

精神科

デイ・ナ

イト・ケ

ア

精神疾

患患者に

対応する

地域医

療連携

室

精神疾患

患者に対

するリワー

ク（復職

支援）プ

ログラム

精神科

訪問看

護

精神科

作業療

法

認知症

疾患医

療

センター

依存症専門医療機関
依存症

治療

拠点機

関

高次脳

機能障

害支援

拠点医

療機関

てんか

ん

診療

拠点機

関
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６ 救急医療体制 

（１）現 状 

  ① 救急搬送・受診状況 

○ 当圏域における救急医療の需要は増加傾向にあり、救急車の搬送件数を例

にとると、平成３０年1,859件、令和元年1,913件、令和２年1,780件、令和

３年 1,904 件、令和４年 1,962 件となっており、この５年間で約 5.5％増加し

ています。 

搬送者の年齢区分を見ると、令和４年においては、６５歳以上の高齢者の割

合が74.1％で各町においても70％を超えています。０～１７歳の割合は3.5％

であります。平成３０年では、６５歳以上の高齢者の割合が 67.0％、０～１

７歳の割合は 3.5％であることを考えると高齢者の搬送割合が増加しています。 

疾病区分を見ると、令和４年においては、脳疾患が 9.8％、心疾患が 10.8％､

平成３０年では、脳疾患が10.4％、心疾患が9.4％となっています。 

背景にはさまざまな要因が考えられますが、地域住民の高齢化や家族構成等

の生活環境の変化に加え、救急車を利用する側の意識の変化、地域の医療体制

の変化などが考えられます。 

受入施設の関係等から搬送時間が１時間以上の長時間救急搬送件数は、平成

３０年では全体の 17.2％に当たる 320 件でしたが、令和４年では 25.9％に当

たる509件となっていて、近年は増加傾向にあります。 

また、平成３０年の全道での１時間以上の長時間救急搬送人員（道は人員）

が全体の9.3％、令和３年は12.8％であることから、管内は全道平均を上回る

状況です。 

○ 近年、救急搬送患者における軽症患者の割合の増加や、夜間休日等の救急

外来を受診する軽症患者の増加などにより、対応する医療機関の負担が増大

するなどの問題が生じています。 

管内の救急車の搬送における重症度区分を見ると、令和４年においては、軽

症の割合が29.3％で、町によっては36.5％のところもあります。 

平成３０年では、29.4％であることを考えるとほとんど変わっていません。 

（出典：救急搬送等の状況調査（八雲保健所）） 

 

② 救急医療提供体制 

    当圏域では、在宅当番医制による医療の提供や救急告示医療機関による二次救

急医療体制を整備し、医療の必要な地域住民の受入体制を確保しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 43 - 

（令和５年７月１日現在） 

 町 名 参加医療機関名 

在宅当番 

医 制 

八 雲 町 八雲総合病院、まきた循環器内科クリニック 

せたな町 

今 金 町 

せたな町立国保病院、道南ロイヤル病院 

今金町国保病院 

救急告示 

医療機関 

八 雲 町 
八雲総合病院（病院群輪番制） 

八雲町熊石国民健康保険病院 

長万部町 長万部町立病院 

せたな町 せたな町立国保病院 

今 金 町 今金町国保病院 

 

   在宅当番医制による診療時間等 

     日曜、祝日の  ９：００～１５：００（八雲町） 

日曜、祝日の１０：００～１５：００（せたな町・今金町） 

 

（初期救急医療体制） 

   ○ 主に軽度の救急患者に外来診療を行う初期救急医療は、日曜、祝日の日中に

おける在宅当番医制（医療機関による持ち回り）で対応しているほか、救急告

示医療機関により通年で２４時間受け入れる体制を確保しています。 

（出典：初期救急医療体制に関する状況調査（北海道）） 

 

   （二次救急医療体制） 

○ 入院治療を必要とする重症救急患者に対する二次救急医療は、救急告示医

療機関である５か所の病院により体制を確保しています。 

 

   （三次救急医療体制） 

○ 道南第三次医療圏の三次救急医療を担う医療機関として市立函館病院が救

命救急センターに指定され、心筋梗塞、脳卒中、交通事故等による多発外傷

などの重篤救急患者の救命医療を２４時間３６５日体制で行っています。 

○ 道南ドクターヘリ等の活用により、緊急に専門医療機関での診察や治療が

必要な患者の搬送や、現場で医師による医療処置が必要な傷病者に対処して

います。 

 

管内ドクターヘリ要請数及び出動数 

 

 

 

 

 

 

 

  H30 R1 R2 R3 R4 

要請数 94 91 105 112 100 

出動数 89 78 81 92 84 
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③ 住民への情報提供や普及啓発 

救急当番医療機関等を電話やインターネット等で確認できる「北海道救急医

療・広域災害情報システム」※１により情報提供しているほか、自動体外式除細

動器（ＡＥＤ）※２の使用方法を含む救急法等講習会の実施、ポスター・リーフ

レット等の配布などにより救急医療機関や救急車の適切利用に関する普及啓発

を行っています。 

 

    ９月９日の「救急の日」の事業として毎年、地域の関係機関は一般住民を 

対象に心肺蘇生法及び自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用方法等の講習 

会を行っています。 

 

※１ 北海道救急医療・広域災害情報システム ： 医療機関、消防機関、救急医療情報案内セン

ターをコンピュータネットワークで結び、休日、夜間の救急医療対応医療機関情報の道民へ

の提供や、消防機関・医療機関における救急対応に必要な情報収集・提供等を行うシステム

のこと。 

※２ 自動体外式除細動機（ＡＥＤ）：Automated External Defibrillatourの略 

心室細動等による心停止者に対し、必要な場合にのみ心臓に電気ショック（除細動）を実施

することができる機器で、平成１６年７月から一般市民が使用できるようになった。 

 

【北海道救急医療・広域災害情報システムによる情報提供】 

ホームページアドレス
 

（パソコン・スマートフォン等から） 

http://www.qq.pref.hokkaido.jp 

情報案内センター電話番号 
フリーダイヤル 0120-20-8699 

携帯電話等     011-221-8699 

 

（２）課 題 

① 初期救急医療体制及び二次・三次救急医療体制の充実 

   ○ 地域における医師・看護師等の医療従事者確保の困難性や、初期救急医療を

二次救急医療機関が担っている状況で、救急搬送患者における軽症者の割合の

増加及び夜間休日等に救急外来受診する軽症患者の増加などが加わり、対応す

る医療機関の負担が増大しています。 

そのため、初期・二次医療機関の役割分担と連携体制の強化が求められてい

ます。 

○ 道南三次医療圏の救命救急センター（市立函館病院）に整備された、道南

ドクターヘリの一層の有効活用など三次救急医療体制の充実が求められてい

ます。 

 

② 救急搬送体制の充実 

   〇 メディカルコントロール体制における検証医師の確保など、メディカルコン

トロールに基づく病院前救護体制※ の一層の充実が求められています。 

 

http://www.qq.pref/
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  検証医師の役割：救急救命士が行う処置について、医学的観点から事後検証及び 

病院実習を行い、検証体制及び再教育体制において中心的な役割を担う。 

 

※ メディカルコントロールに基づく病院前救護体制：傷病者の救命率の向上や合併症の発生率

の低下等の予後の向上を目的に、救急現場から医療機関に搬送されるまでの間に、医師の指示

又は指導・助言等の下に救急救命士等が気管挿管等の医行為を実施すること。 

 

  ③ 住民への情報提供や普及啓発 

○ 救急医療に関する知識を広く住民に提供するために、北海道救急医療・広

域災害情報システムの活用を促進し、必要な医療機関の検索やＡＥＤの使用

方法を含む救急法等講習会を開催する必要があります。 

○ 救急医療機関や救急車の適正な利用を図るため、住民に対し、一層の啓発

が必要です。 

○ 高齢化が一層進むことから、救急医療機関の機能と役割を明確にし、入院、

退院あるいは転院時におけるかかりつけ医等の医療機関や介護保険施設など

との連携強化が必要です。 

○ 居宅・介護施設の高齢者が、自らの意思に沿った救急医療を受け入れられ

るような環境の整備を進めるため、道民や医療従事者向けに人生会議（ＡＣ

Ｐ：アドバンス・ケア・プランニング）に関する研修会を開催するなどの取

組が必要です。 

 

（３） 必要な医療機能 

① 初期から三次に至る救急医療体制の充実 

重症度・緊急度に応じた医療が提供されるよう、初期から三次救急医療に至

る体系的な医療提供体制の充実を図るとともに、救急医療機関の負担軽減や病

床確保を図るため、急性期を脱した患者を地域で受け入れられるよう、かかり

つけ医等の医療機関や介護保険施設等の機能に応じた連携体制を構築すること

が必要です。 

また、令和６年４月に施行の医師の時間外・休日労働の上限規制に適切に対

応した医療体制の確保が必要です。 

 

② 病院前救護及び救急搬送体制の充実 

ＡＥＤの使用方法を含む救急法等の住民への普及及び救急車等による陸路搬

送のほか、ヘリコプターなどによる搬送も活用した、より迅速な救急搬送体制

の整備を図ることが必要です。 

また、救急患者の受入が困難となる事案が生じないよう、傷病者の搬送と医

療機関への受入が適切に行われるための取組が必要です。 

 

③ 新興感染症の発生・まん延時の救急医療体制の確保 

新興感染症の発生・まん延時において、感染症対応と通常の救急医療を両立

できるような体制を構築することが必要です。 
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（４）数値目標等 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

   救急医療資源に限りがある中、地域の方が「医の原点」ともいわれる救急医療を

適切かつ迅速に受けられるよう、地域の救急医療機関が連携し、救急医療体制を確

保することが重要です。 

   このため、患者の症状に応じた医療が提供できるよう初期から三次救急医療に至

る体系的な医療提供体制を確保するとともに、広域な医療圏域を考慮し、より迅速

な救急搬送体制の整備を図る必要があります。 

 

  ① 初期救急医療体制の充実 

   ○ 現状の初期救急医療体制の維持に努めます。 

   ○ 当圏域での救急医療体制の維持充実を図るため、救急医療機関の適切な受診

に関する啓発を、関係機関・団体等と連携して積極的に実施します。 

  

 ② 二次・三次救急医療体制の充実 

   ○ 北渡島檜山圏域における重症患者に対し、より充足した救急医療体制を２４

時間３６５日体制で実施するため、搬送・受入体制の整備に努めます。 

   ○ 二次救急医療機関の役割分担の明確化を図りつつ、三次医療機関も含めた関

係機関の連携強化に努めます。 

     また、患者搬送における迅速化のため、地元医療機関と各消防機関のエリア

を越えた医療機関との連携を一層、推進します。 

 

  ③ 救急搬送体制の充実 

   ○ 検証医師の確保などにより、メディカルコントロールに基づく病院前救護体

制の充実に努めます。 

 

指標名（単位） 現状値 目標値 目標値の考え方 現状値の出典 

在宅当番医制等初期救急

医療の確保町数（町数） 
4 4 現状維持 

北海道保健福祉部調査

（令和５年４月現在） 

病院群輪番制の実施第二

次医療機関数（医療圏） 
1 1 現状維持 

北海道保健福祉部調査

（令和５年４月現在） 

救急法等講習会の実施 

（医療圏） 
1 1 現状維持 八雲地域保健室調査 

救急自動車による搬送時

間が１時間以上の救急件

数割合（％） 

25.9 
全国平

均以下 

全国平均以下

（R3:13.1） 

八雲地域保健室調査(各

消防機関からの報告集

計令和４年） 

救急・救助の状況［消

防庁］（令和４年度

版） 
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○ より迅速な救急搬送体制を確保するため、管内の広域性を考慮し、ドク

ターヘリの活用を推進します。 

 

  ④ 住民への情報提供や普及啓発 

   ○ 北海道救急医療・広域災害情報システムの普及、救急医療に関する必要な情

報提供等を行います。 

   ○ 引き続き、ＡＥＤの整備促進や救急法等講習会を開催するなど普及啓発に努

めます。 

   ○ 医師会や消防機関などと連携し、救急医療機関や救急車の適切な利用に関す

る普及啓発に努めます。 

 

⑤ 新興感染症の発生・まん延時の救急医療体制の確保 

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への

医療等が提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締

結するなど、平時から計画的な準備に努めます。 

メディカルコントロール検証医師の要件（以下の全ての項目を満たすこと。） 

・ 救急医療に精通していること。 

・ 地域の消防行政を熟知していること。 

・ 地域の救急搬送、医療体制を熟知していること。 

・ 救急救命士を含む救急隊員が現場で行う救急業務等に関して体験的に熟知しているこ

と。 

・ 急救命士を含む救急隊員の教育、研修に従事していること。 

・ 二次救命処置※ を熟知していること、又は日本救急医学会認定による救急認定医の資格

などを有していること。 

 

次の要件のいずれかを満たしている者（上記アンダーライン部） 

ア 北海道知事が指定する救命救急センターに勤務する医師のうち、申し出のあったもの。 

イ ア以外の救急医療施設にあっては、日本救急医学会が認定する認定医、専門医、指導医

の資格を有する医師のうち、申し出があったもの。 

ウ ＪＰＴＥＣコースメディカルディレクター及びＡＣＬＳインストラクター又はＩＣＬＳ

コースディレクターの要件を満たす医師で、地域メディカルコントロール協議会から北海

道救急業務高度化推進協議会へ申請し、承認を得たもの。 

エ 救命救急センターに５年以上の勤務実績があり、引き続き第２次救急医療機関で救急業

務に従事している医師で、地域メディカルコントロール協議会から北海道救急業務高度化

推進協議会へ申請し、承認を得たもの。 

 

※ 二次救命処置：病院など設備の整った環境で、広範な患者に対して有資格者により

行われる救命処置であり、その対象は「生命に危険のある病態」であって心肺停止の

有無を問わない。 
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また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以外に対応する医

療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

   【病院群輪番制実施病院】八雲総合病院 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

   夜間や休日等に急に歯科疾患が発症した場合に対応するため、休日救急歯科医療

の確保に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

   休日・夜間の診療体制など、地域の実情に合わせ、薬局が相互に連携し、休日・

夜間における調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品等の供給体制の充実に努めま

す。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

  ○ 救急医療機関等から退院する患者に対して、救急医療機関及び主治医と連携の

下、治療の継続を支援します。 

  ○ 在宅療養者の急変時に適切に対応できるよう、緊急時の連絡体制等について、

本人・家族、主治医、救急隊員等との情報共有、連携に努めます。 
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７ 災害医療体制 

（１）現 状 

○ 当地域では平成５年に北海道南西沖地震の津波により、せたな町（平成１７年

９月１日に北檜山町、瀬棚町、大成町が合併）で死者や多くの負傷者を出すな

どの大きな被害を受けました。また、平成２３年３月１１日の東日本大震災で

は、長万部町、八雲町の沿岸に津波が押し寄せ、漁業被害等が発生しました。 

○ 平成３０年９月６日午前３時７分に胆振地方中東部でマグニチュード６．７の

地震（北海道胆振東部地震）が発生した時には、人的及び物的被害はありませ

んでしたが、道内全域において大規模停電が発生したことにより、病院、診療

所及び薬局等での通常業務継続が困難となり、外来診療の中止や薬局における

処方せんの受け入れ停止する施設が、ありました。 

また、自家発電機の燃料や入院患者に提供する給食のための食材の確保も一

時困難となり、固定電話及び携帯電話が繋がりにくくなりました。 

○ 災害には、これらのほか、原子力発電所等による原子力災害、テロ、鉄道事故

や高速道路等での多重事故といった人為災害に至るまで様々な種類があり、同

じ種類の災害であっても、発生場所、発生時刻や時期等によって被災・被害の

程度は大きく異なります。 

○ 平成２８年度地震被害想定調査結果（概要版）(平成３０年２月）によると、

渡島総合振興局管内で人的被害が最大となる地震は、函館平野西縁断層帯によ

る冬期早朝に発生するものとされ、死者及び重軽傷者数をあわせて669名と想定

されています。 

○ また、隣の檜山振興局管内においては冬期早朝の北海道南西沖の地震で、死者

及び重軽傷者数をあわせて309名、渡島総合振興局管内においても196名と想定

され、傷病者等の受入れが予想されます。 

○ 様々な災害発生に備え、道が策定した「北海道地域防災計画」等に基づき渡島、

檜山の各振興局は「地域災害対策要綱」を定め、また、各町においては「地域

防災計画」を定め、その中の医療救護計画において道、町、医療機関等が取り

組む医療救護活動を定めています。 

○ 道では、災害時における医療の確保及び搬送体制の整備を図ることを目的に、

平成８年度以降、災害拠点病院の整備を進め、全ての第二次医療圏で災害医療

を担う拠点病院を確保しています。 

当地域では、八雲総合病院が地域災害拠点病院※１として指定されています。 

○ 平成１９年度からは、災害急性期（おおむね発災後４８時間）に活動できる機

動性を有する専門的訓練を受けた北海道ＤＭＡＴ※２の養成を図り、当地域でも

八雲総合病院が平成２５年１２月からＤＭＡＴ指定医療機関として指定されて

います。 

○ また、八雲総合病院は平成２６年５月に「胆振・北渡島檜山地域災害拠点病院

災害等相互支援に関する協定」を結んでいます。 
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【災害拠点病院】 

基幹災害拠点病院（全道１か所） 

圏 域 指定病院名 指定年月日 

全 道 域 札幌医科大学附属病院 平成９年１月７日 

 

地域災害拠点病院（全道３３か所）       

第二次医療圏 指定病院名 指定年月日 

北渡島檜山 八雲総合病院 平成９年１２月２５日 

※１ 地域災害拠点病院：災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度な診療機能や

広域搬送への対応機能や医療救護班の派遣機能などを有し、災害時に必要な医療支援を行うため

の拠点施設のこと。第二次医療圏ごとに整備される「地域災害拠点病院」と、更にそれらの機能

を強化し、災害医療に関して都道府県の中心的な役割を果たす「基幹災害拠点病院」（各都道府

県に１か所）に分けられる。 

※２ ＤＭＡＴ：Disaster Medical Assistance Teamの略。大地震及び航空機・列車事故といった災

害時に迅速に駆けつけ、救急治療を行うための専門的な訓練を受けた医療チーム。 

 

（２）課 題 

 （災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化） 

○ 災害時における医療については、災害の種類や規模に応じて医療資源を有

効に活用する必要があるとともに、北海道胆振東部地震の教訓を生かし、平

時から、災害対策に資する関係機関等の連携体制を構築しておく必要があり

ます。 

○ 当圏域においても特に、冬季に地震や津波が発生した場合、屋外や寒い屋

内での避難により低体温症のリスクが生じる等、積雪寒冷地特有の課題があ

ります。 

○ また、高齢化の進展とともに、高齢者等の要配慮者の割合が増加すること

が見込まれ、救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が重要とな

ります。 

〇 災害時要援護者の避難支援プランの策定や関係機関がそれぞれ有する要援

護者の必要な情報について、連携して整理、共有する必要があります。 

○ 災害拠点病院では、災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うため、

施設の耐震化や浸水等への対策、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）
※による情報発信、食料、飲料水等の備蓄、ＤＭＡＴ等の医療チームを受け入

れる体制等が必要です。 

○ 大規模又は広域的な災害時に置ける医療活動にはＤＭＡＴが必要となるこ

とから、ＤＭＡＴの養成及び技能の維持等について継続的に取り組む必要が

あります。  

○ 令和４年医療法改正により、災害支援ナースが「災害・感染症医療従事者」

として法的に位置づけられたことから、災害時に迅速に対応できる体制の整

備に取り組む必要があります。 

※ 広域災害救急医療情報システム(ＥＭＩＳ)：Emergency Medical Information Systemの略 
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（３）必要な医療機能 

〇 災害急性期（発災後４８時間以内）において必要な医療体制を確保するとと

もに、急性期を脱した後も、避難所等での健康保持体制を確保するためには、

日本赤十字社や医師会（ＪＭＡＴ※）などの協力機関と連携体制を図ることが必

要です。 

○ 災害拠点病院においては、高度の診療機能、傷病者の受け入れ、広域搬送へ

の対応機能及び応急資機材の貸出機能等を発揮できるよう、訓練の実施等、平

時からの備えを行っておくことが必要です。 

また、災害時においては、圏域の病院、診療所及び薬局との役割分担と連携

が必要となるため、必要な備蓄等を含めて協議していくことが求められます。 

※ ＪＭＡＴ：Japan Medical Association Teamの略。主に災害急性期以降における避難所・救

護所等での医療や健康管理、被災地の病院・診療所への支援を行う日本医師会災害医療チーム 

 

（４）数値目標等 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

地域の医療資源に即した災害時に必要な災害医療体制の確保に努めます。 

○ 災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度の診療機能を確保し、

被災地からの患者の受入れや広域搬送に係る対応を行い、医薬品・医療材料等

を供給するとともに、応急用資機材の貸出等により地域の医療機関を支援する

等の災害拠点病院の機能強化に務めます。 

○ 道や町は、被災者に対して感染症のまん延防止、メンタルヘルスケア等のニー

ズに的確に対応するため、保健師、管理栄養士等による保健指導及び栄養指導

指 標 名 

（単位） 
現状値 

目標値 

（R11） 

目標値 

の考え方 
現状値の出典 

災害拠点病院整備第

二次医療機関数 
1 1 現状維持 

北海道保健福祉部調査

（令和5年7月現在） 

北海道ＤＭＡＴ指定

医療機関整備第二次

医療機関数 

1 1 現状維持 
北海道保健福祉部調査

（令和5年7月現在） 

災害拠点病院におけ

る耐震化整備機関数 
1 1 現状維持 

北海道保健福祉部調査

（令和5年7月現在） 

災害医療コーディ

ネーター任命数 
0 1 

地域の災害医療

コーディネー

ターを確保する 

北海道保健福祉部調査

（令和5年7月現在） 

災害拠点病院におけ

る業務継続計画（Ｂ

ＣＰ）整備機関数 

1 1 現状維持 
北海道保健福祉部調査

（令和5年7月現在） 

ＥＭＩＳ操作を含む

研修・訓練を実施し

ている病院数 

6 6 全病院 保健所調査(令和5年度) 
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を実施するとともに、関係機関、関係団体との連携を図ります。 

○ 災害時におけるＥＭＩＳの円滑な運用が重要であることから、各病院における

定期的な入力訓練の実施を促進します。 

○ 災害時に備え「北海道災害医療コーディネーター」、「北海道災害時小児周産期

リエゾン」及び「北海道災害薬事コーディネーター」を育成し、その確保に努

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

   【災害拠点病院】八雲総合病院 

 

（７）医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○ 災害発生後には、函館歯科医師会を中心として、歯科衛生士会、歯科技工士

会等が連携し、歯科救護所の開設・運営、並びに避難所や仮設住宅における歯

科診療、口腔衛生管理、口腔機能管理等を実施し、義歯紛失などによる摂食嚥

下（えんげ）障害、咀嚼（そしゃく）障害を有する被災者への歯科診療の提供

や高齢者の口腔機能の低下による誤嚥性肺炎の予防に努めます。  

○ 口腔内所見による災害犠牲者身元確認作業及び身元確認の有力な手掛かりと

なるカルテ等診療情報の提供に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

〇 災害発生時の医療救護活動においては、医療救護チームの医師が被災者の治療

等を行う上で、薬の選択や調剤、服薬指導を行う薬剤師が不可欠であることに

北海道災害医療コーディネーター 

災害医療に精通し、かつ、北海道の地域医療の現状について熟知している者のうちから知事が

委嘱する者。全道コーディネーターについては、厚生労働省が実施する「都道府県災害医療コー

ディネート研修」を受講した者、若しくはそれに準ずる知識を有すると知事が認めた者の中か

ら、地域コーディネーターについては、災害拠点病院や保健所等地域からの推薦等に基づき選出

される。 

（コーディネーターの役割） 

コーディネーターは、災害等が発生した場合において、災害等の状況に応じて適切な保健医療

体制が構築されるよう、次に掲げる事項の調整及び助言を行うとともに、コーディネーター間で

互いの情報の共有及び連携等を図るものとする。 

（１）全道コーディネーター 

① 道内全域に係る保健医療活動に関する調整 

② 保健医療福祉調整本部長の補佐 

（２）地域コーディネーター 

① 予め指定された保健所管内に係る保健医療活動に関する調整 

② 現地保健医療福祉調整本部長（保健所長）の補佐 

（３）コーディネーター間（全道と地域、地域と地域）は互いの情報等の共有及び連携を図る。 

(北海道災害医療コーディネーター設置要領から引用) 
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加え、救護所や避難所等において、医薬品や衛生材料等の需給状況の把握や支

援医薬品の仕分け・管理などの適切な実施や避難所等の衛生管理が必要となり

ます。 

そのため、函館薬剤師会等の関係団体が連携し、被災地の医療救護活動にお

ける薬剤管理等の支援や避難所等への衛生管理への助言指導が行われるよう努

めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

〇 訪問看護事業所利用者は、災害時における高齢者や障がい者等の要配慮者が多

いことから、市町村をはじめ関係機関と連携し、利用者ごとの災害時支援計画

を作成するとともに、関係機関との役割分担を決めるなど平時からの対策を進

めます。 

〇 災害時における訪問看護事業所間の支援体制のネットワーク化を図り、災害時

要配慮者への訪問看護の提供体制の確保に努めます。 
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８ 新興感染症発生・まん延時における医療体制 

（１）現 状 

〇 令和２年１月の新型コロナウイルス感染症の流行初期は、国の方針※により、

当圏域では4床の感染症病床で対応しました。 

流行初期経過後は、病床確保計画により第三次医療圏ごとに3段階のフェーズ

を設定して病床を確保し、令和６年４月にかけて、段階的に通常の医療提供体

制へ移行しました。 

また、外来医療についても、令和２年２月から第二次医療圏ごとに帰国者・

接触者外来を設置するとともに、同年１１月からは診療・検査医療機関を指定

しました。令和５年５月８日以降は、外来対応医療機関として最大9か所を指定

しました。 

〇 当圏域の特徴として、市街地が散在していることから医療機関等へのアクセ

スが容易ではなく、自家用車や公共交通機関の利用が必要な地域が多いことが

挙げられます。特に冬期の荒天時などは、交通手段が限られ、移動の制約が大

きくなることで、住民の受診等への影響も少なくありません。 

また、新型コロナウイルス感染症発生時には、受診や検査の需要が医療機関

等での対応件数を超えるなど、地域における十分な医療提供体制が整備されて

いなかったことによる、住民の受診への影響もありました。 

 

【新型コロナウイルス感染症の新規感染者数（月ごと合計）】 

 

※ 患者は原則、「感染症法」に基づく第一種・第二種感染症指定医療機関の感染症病床に入

院させるという方針 

 

① 医療提供体制の確保 

現在、道では、令和５年３月に「感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律」（感染症法）の基本指針が改訂されたことを受けて、感染症発

生・まん延時の医療提供体制について、平時から地域における役割分担を明確
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化することを目的に、「医療措置協定」を結んでいます。 

具体的には、新興感染症流行初期及び流行初期経過後の各段階において、第

二次医療圏ごとに医療提供体制を整備するもので、道と医療機関等との間で、

病床の確保、発熱外来、自宅療養者への医療の確保等についてあらかじめ協定

を締結するというものです。 

 

② 人材の資質向上 

病院等において感染症が発生又はまん延しないよう、院内感染対策等に関す

る情報提供を行ったほか、圏域内の施設等を対象に感染症予防研修会や防護服

の着脱訓練などを実施しました。しかし、各施設での研修内容の伝達や感染症

予防の体制整備への取り組みには程度の差もあります。 

 

 

（２）課 題 

① 医療提供体制の提供 

〇 流行初期期間、流行初期期間経過後において、入院患者を受け入れるため

の病床が不足することが想定されることから、病床の確保に努める必要があ

ります。 

〇 当圏域の特性を踏まえると、特に流行初期期間経過後の発熱外来や自宅療

養者への医療の提供、後方支援等については、各町を中心とした各生活圏で

提供できる体制を確保することが望ましいことから、協定締結医療機関の確

保だけでなく、新興感染症の発生時には、各機関において十分な対応可能件

数を確保できるよう調整を図る必要があります。 

 

② 人材の資質向上 

各機関での体制整備への取り組みや感染症発生時の対応能力には程度の差も

あることから、平時からの体制整備や感染症発生時の対策を主体的に実施でき

るよう、研修や訓練等を通じたさらなる人材の資質向上を図る必要があります。 
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（３）必要な医療機能 

〇 流行初期期間（概ね３か月程度）は、感染症指定医療機関及び流行初期医療

確保措置の対象となる医療措置協定を締結した医療機関等による対応ができる

体制を整備しています。 

〇 流行初期期間経過後は、医療措置協定を締結した公的医療機関等も含めて対

応し、その後、順次医療措置協定を締結した全ての医療機関による対応ができ

る体制を整備しています。 

 

（病床確保） 

○ 新興感染症患者に入院医療を提供できる体制を整備しています。 

○ 流行初期期間には、感染症指定医療機関による引き続きの対応に加え、流行

初期医療確保措置の対象となる医療措置協定を締結する医療機関による対応を

行います。 

○ 流行初期期間経過後は、流行の状況に応じて、順次、医療措置協定を締結す

る全ての医療機関による対応ができる体制を整備しています。 

 

（発熱外来） 

○ 新興感染症の疑似症患者等の診療を実施できる体制を整備しています。 

○ 病床確保と同様に、流行の状況に応じて、流行初期医療確保措置の対象となる

医療措置協定を締結した医療機関等が対応し、その後、医療措置協定を締結す

る全ての医療機関へと順次拡大して対応します。 

 

（自宅療養者への医療の提供） 

流行初期期間経過後に、自宅や高齢者施設、障害者施設等で療養する新興感染

症患者に対して、医療を提供できる体制を整備しています。具体的には、病院や

診療所による往診、電話・オンライン診療、薬局による医薬品の調剤や交付、訪

問看護事業所による訪問看護等の実施などとなっています。 

 

（後方支援） 

病床確保を担う医療機関に代わって、新興感染症患者以外の患者を受け入れる

体制を整備しています。感染症患者以外の患者の受入及び感染症から快復後に入

院が必要な患者の転院の受入を担います。 

 

（医療人材派遣） 

新興感染症に対応する医療従事者（医師、看護師）を確保し、他の医療機関や

宿泊施設及び高齢者施設等に派遣できる体制を整備しています。 
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（４）数値目標等 

指標 

区分 
指標名（単位） 

管内の 

現状値 

管内の 

目標値 
目標値の考え方 

体
制
整
備
（
流
行
初
期
） 

病床数（床） 20 20 

新型コロナ発生約１年後(2020年

12月)の入院患者数等を目安と

し、第二次医療圏ごとに設定 

発熱外来機関数（機関） 8 1 

新型コロナ発生約１年後（2020

年12月）の新型コロナの診療・

検査機関数（200床以上）を 目

安として、第二次医療圏ごとに

設定することを基本にしつつ、

各圏域の医療状況など地域実情

を鑑みて医療機能を確保 

体
制
整
備 

（
流
行
初
期
期
間
経
過
後
） 

病床数（床） 20 23 

新型コロナ対応で確保した最大

の体制 （2022年12月）の入院患

者数等を目安とし、第二次医療

圏ごとに設定 

発熱外来機関数（機関） 9 7 

新型コロナ対応で確保した最大

の体制（2022年12月時点）を目

安とし、第二次医療圏ごとに設

定 

自宅療養者等への医療提供

機関数＜病院・診療所・訪

問看護事業所＞（機関） 

11 7 
新型コロナ対応で確保した最大

の体制（自宅療養者等への医療

提供機関数）を目安に第二次医

療圏ごとに設定 
自宅療養者等への医療提供

機関数＜薬局＞（機関） 
9 10 

後方支援を行う医療機関数

（機関） 
9 1 

新型コロナ対応で確保した最大

の体制（後方支援を行う医療機

関数）を目安に第二次医療圏ご

とに設定 

実
施
件
数
等 

個人防護具を２か月分以上

確保している協定締結医療

機関の割合（％） 

60 80 

協定を締結した病院、診療所、

訪問看護事業所の８割以上が、

個人防護具の使用量２か月分以

上を備蓄 

研修等を年１回以上実施等

している協定締結医療機関

の割合（％） 

－ 100 
協定を締結した全医療機関で実

施 

 ※ 締結状況は令和６年９月３０日現在 

 

〇 病床数については、流行初期期間及び流行初期期間経過後ともに不足しており、
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目標値の確保に努めています。 

〇 自宅療養者等への医療提供機関については、病院、診療所、訪問看護事業所を

合わせて11施設、薬局9か所と医療措置協定を締結しています。 

なお、薬局については、現状では目標値を下回っていますが、圏域内の各町

において少なくとも1か所ずつは確保しています。 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

① 医療提供体制の確保 

新興感染症の発生時に、速やかに医療等を提供できるよう、さらなる病床の

確保等について医療機関と協議の上、平時から準備に努めます。また、新興感

染症とそれ以外の感染症に対応する医療機関の役割分担が図られるように調整

するとともに、十分な対応件数を確保できるよう協議していきます。 

 

② 人材の資質向上 

新興感染症の発生を想定した研修や必要な技能を修得するための訓練を実施

するとともに、参加者が、研修の内容を各機関に還元しやすいよう、内容等を

工夫する。 

また、それらを通じて、「顔の見える関係」を構築し、継続的かつ実働的な連

携を図ることで、新興感染症の発生時に対応にあたる人材の資質向上に努めま

す。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

 ① 第二種感染症指定医療機関 

医 療 圏 
医療機関名 

指定病床数

（床） 第三次 第二次 

道  南 

北渡島檜山 八雲総合病院 ４ 

南 渡 島 市立函館病院 ６ 

南 檜 山 北海道立江差病院 ４ 

１ 圏 域 ３ 圏 域  １４ 

 

医療連携圏域は、発生後早期に適切な治療を開始することが重要なことから、

第二次医療圏単位を基本としています。なお、当圏域は、提供可能な医療に限

りがあることなどから、特に重症患者等については、南渡島圏域との連携が不

可欠となっています。 

 

 ② 医療措置協定締結医療機関 

感染症法に基づき知事が指定する医療措置協定締結医療機関については、最

新の情報を公表する必要があるため、道のホームページ上で公表します。 

 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 
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病院歯科等は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者等において、口腔衛生及

び口腔機能の維持・管理を行うことが重要であることから、歯科衛生士も活用し

ながら、在宅歯科医療や高齢者施設等との連携を含め、地域の実情を踏まえた歯

科保健医療体制の充実に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

薬局は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者等に対して、医療機関や訪問看

護事業所等と連携し、薬学的管理の下、訪問や電話・オンラインによる患者への適

切な服薬指導等を行うとともに、在宅療養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供

給体制の確保に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

訪問看護事業所は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者等に対して、医療処

置や療養生活の支援等の訪問看護サービスを安定して提供するために、訪問看護事

業所間や関係機関と平時から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ へき地医療体制 
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（１）現 状 

○ 北海道では、平成１８年度に「北海道へき地保健医療計画」を策定し、へき

地医療支援機構、へき地医療拠点病院、へき地診療所などの体制を整備し、各

機関相互の連携を図るとともに、医師の確保や支援体制の整備などに取り組ん

できました。 

本計画の策定に当たり、医師確保対策や救急搬送体制の確保など、他事業と

より一層の連携を図りながら、へき地保健医療対策に取り組むこととしていま

す。 

○ 当圏域では、令和４年１０月３１日現在、無医地区が2町 4地区、無医地区に

準じる地区は2町 4地区となっており、令和元年１０月３１日現在と同じとなっ

ています。 

○ 無歯科医地区等については、2 町 6 地区となっており、令和元年１０月３１日

現在と同じとなっています。 

 

 【無医地区等一覧】 

 無医地区 
無医地区に準

じる地区 
無歯科医地区 

無歯科医地区

に準じる地区 

今金町 

（３） 

○       

○       

  ○   ○ 

せたな町

（５） 

  ○   ○ 

○   ○   

○   ○   

  ○   ○ 

 ○  ○ 

※ 各年無医地区等及び無歯科医地区等調査（厚生労働省）（令和４年１０月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ へき地診療所等は、一定の区域内に医療機関がない地域における医療を確保す

へき地保健医療対策における「へき地」とは 

交通条件及び自然的、経済的、社会的条件に恵まれない山間地、離島その他の地域のうち医療の確保

が困難であって、「無医地区」及び「無医地区に準じる地区」の要件に該当する地域。 

無医地区等の定義 

【無医地区】 

無医地区とは、医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点として、概ね半径４Ｋｍ

の区域内に５０人以上が居住している地区であって、かつ容易に医療機関を利用することのできな

い地域をいう。 

【無医地区に準じる地区】 

無医地区に準じる地区とは、無医地区には該当しないが、無医地区に準じた医療の確保が必要な

地区と各都道府県知事が判断し、厚生労働大臣に協議し適当と認められた地区をいう。 

「無歯科医地区」「無歯科医地区に準じる地区」については、それぞれ「医療機関」を「歯科医

療機関」に読み替えるものとします。 
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ることを目的として、道、市町村、公的医療機関等により設置・運営されてい

ますが、当圏域では、せたな町立国保病院大成診療所が平成２１年４月にへき

地診療所に指定されています。 

一方、歯科診療を行う過疎地域等特定診療所として整備された歯科診療所は

2ヵ所あります。 

 

 

 

 

過疎地域等特定診療所 開設者 開設年度 

せたな町大成歯科診療所 せたな町 平成３年度 

町立熊石歯科診療所 八雲町 昭和４８年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

○ 道では、第一次から第三次に至る医療圏において、よりきめ細かな保健医療

サービスの提供を図るため、その中核となる地方センター病院と地域センター

の整備を進めてきました。 

○ 平成１５年４月に 25 か所の地域センター病院のうち､19 か所を「へき地医療

拠点病院」として指定しています。 

なお、当圏域では、八雲総合病院が「へき地医療拠点病院」の指定を受けて

おり、無医地区等へ巡回診療を実施しています。 

 

へき地医療拠点病院 指定年月日 
巡回診療実績 

令和元年度 令和４年度 

八雲総合病院  平成１５年４月１日 
実施日数 延受診患者数 実施日数 延受診患者数 

47日 879人 40日 582人 

          出典：へき地医療現況調査（厚生労働省医政局地域医療計画課） 

（２）課 題 

へ き 地 診 療 所 開設者 開設年度 

せたな町立国保病院大成診療所 せたな町 平成１９年度 

へき地診療所の設置基準  

・ へき地診療所を設置する場所を中心として、概ね半径4Kmの区域内に他の医療機関がなく､そ

の区域内の人口が原則として人口1,000人以上であり､かつ､診療所の設置予定地から最寄り医療

機関まで通常の交通機関を利用して30分以上要するものであること｡ 

･ 医療機関のない離島のうち､人口が原則として300人以上､1,000人未満の離島に設置するもので

あること｡ 

 

過疎地域等特定診療所の定義 

・ 特定診療（眼科、耳鼻いんこう科、歯科）機能を有する医療機関がない市町村で、当該地域

住民の特定診療科の医療を確保することを目的とした診療所 
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○ へき地診療所、へき地医療拠点病院並びに無医地区及び無医地区に準じる地区

の最寄りの病院及び診療所が連携して、へき地における住民に身近な医療を確

保する必要があります。 

○ へき地医療拠点病院等が、巡回診療を継続して実施するとともに、地域の医療

機関の往診体制や訪問看護の充実及び看取りの受け入れ体制強化を図り、地区

住民の医療を確保していく必要があります。 

  ○ 行政機関、地域の医療機関やへき地医療拠点病院等が必要な情報を共有して、

適時に適正な医療が提供されるよう連携体制の充実を図る必要があります。 

  ○ へき地の診療を支援する医療機関からの医師派遣等の機能について、オンライ

ン診療等も活用し、強化していく必要があります。 

  ○ 医療機関への通院が困難な住民に対し、通院のための交通手段を確保する必要

があります。 

○ 通信技術を応用した画像診断など、医療機関のＩＣＴ活用を推進する必要があ

ります。 

 

（３）必要な医療機能 

   無医地区等において、地域住民への医療を確保することが必要です。 

 

（４）数値目標等 

 現状値 
目標値 

（R11） 

目標値 

の考え方 
現状値の出典 

へき地診療所数 

（か所） 
1 1 現状維持 

北海道保健福祉部調査 

（令和５年３月31日） 

へき地医療拠点病院数

（か所） 
1 1 現状維持 

へき地医療現況調査 

（令和４年４月１日） 

巡回診療、医師派遣、

代診医派遣のいずれか

を実施するへき地医療

拠点病院数 

1 1 現状維持 
へき地医療現況調査 

（令和４年４月１日） 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

   関係機関相互の連携により、適切な医療サービスが継続して実施される体制の維

持・構築に努めます。 

○ 保健所からの適切な助言等により、へき地診療所等の継続した運営の確保に努

めます。 

○ 関係機関と連携し、地域の医療機関やへき地医療拠点病院における医師や看護

師の確保に努め、往診や訪問看護の体制、巡回診療の充実及び看取りの受け入

れ体制強化を図ります。 

○ 適時に適切な医療が提供されるよう、行政機関、地域の医療機関やへき地医療

拠点病院の連携した対応の充実を図ります。 

  ○ 町との連携により、通院バスなどの確保、充実に努めます。また、消防機関と
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の連携を図り円滑な救急搬送体制の確保に努めます。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

   【へき地医療拠点病院】 

八雲総合病院 

   【へき地診療所】 

せたな町立国保病院大成診療所（せたな町大成区） 

   【過疎地域等特定診療所】 

せたな町大成歯科診療所（せたな町大成区） 

町立熊石歯科診療所（八雲町熊石雲石町） 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

歯科医師の確保が困難なへき地における歯科保健医療サービスの確保に努めま

す。 

 

（８）薬局の役割 

各町の薬局と連携し、医薬品や医療・衛生材料等の提供体制を確保するととも

に、薬局による在宅医療などの活動を推進します。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

   医療資源が限られるへき地において、地域の特性や生活状況を踏まえた適切なケ

アが提供されるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 周産期医療体制 
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（１）現 状 

○ 当圏域の出生数は、平成２４年に256人でしたが令和３年は147人となっていま

す。 

出生数は全道では約25.7％の減少ですが、当圏域は42.6％減少しています。 

○ 低出生体重児（2,500ｇ未満）の出生割合については、平成２４年は7.4％（19

人）でしたが、令和３年は12.2％（18人）でした。 

 

【当圏域の出生数と低出生体重児推移（１０年間）】  

  ※北海道 保健統計年報 

○ 令和３年度の新生児死亡、周産期死亡はありませんでした。 

○ 当圏域の産婦人科を標榜する医療機関は、八雲総合病院です。 

令和６年の産婦人科は常勤医師１人と出張医が交代で診療しています。 

○ また、当圏域の令和６年の就業している助産師は8人となっています。 

○ 八雲総合病院は、正常分娩のみならず、切迫早産や切迫流産、合併症妊娠な

どを始め、産科に関すること全般に対応しており、圏域で妊産婦が通院できる

唯一の医療機関となっております。 

また、週に2回、せたな町立国保病院に、出張による産婦人科診療を行ってい

ます。 

妊産婦のメンタルケアについては、同院の精神科と連携を図り支援を行って

います。 

○ 道は、平成１３年に「北海道周産期医療システム整備計画」、平成２３年に

「北海道周産期医療体制整備計画」を策定し、第三次医療圏ごとに総合周産期

母子医療センター（以下「総合周産期センター」を6カ所、第二次医療圏ごとに

「地域周産期母子医療センター」（以下「地域周産期センター）を30カ所認定し

て整備を推進してきたところです。 

当圏域では、八雲総合病院が「地域周産期センター」、道南圏域では、函館中

央病院が「総合周産期センター」として認定されています。 

母体又は児におけるリスクの高い妊婦に対する医療や、高度な新生児医療等

の提供が必要な場合は、総合周産期センターとの連携を図っています。更に高

度な医療を必要とする場合は、より専門的な治療が可能な医療機関の調整をし

ています。        
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○ 令和５年度の当圏域に居住している妊婦の分娩医療機関は、圏域（八雲総合

病院）は53名（42％）、圏域以外の道南（函館市等）は47名（37％）、その他の

圏域は27名（21％）でした。 

 

   【周産期医療センターの機能と整備状況】 

区分 主な機能 当圏域 

総合周産期 

母子医療センター 

母胎又は児におけるリスクの高い妊

婦に対する医療、高度な新生児医療

等の提供 

函館中央病院 

（道南圏域） 

地域周産期 

母子医療センター 

周産期に係る比較的高度な医療の提

供 

 

八雲総合病院 

 

   ※ 「周産期医療」：妊娠22週から出生後7日未満までの母胎・胎児・新生児に対する医療 

 

（２）課 題 

身近な地域で安心して出産できるよう、地域周産期センターの機能を維持でき

るよう体制整備に努めます。 

 

（３）必要な医療機能 

周産期医療は、地域周産期センターを中心に、ハイリスク分娩に対する取り組

み以外にも、正常分娩等に対する安全な医療を提供するための体制の確保や、周

産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育できる体制の確

保が必要です。 

 

（正常分娩等に対し安全な医療を提供するための、周産期医療関連施設間の連携） 

○ 正常分娩（リスクの低い帝王切開術を含む。）や、妊婦健診等を含めた分娩前

後の診療を適切な回数を安全に実施できる医療体制が必要です。 

○ ハイリスク分娩や急変時等、より高度な医療を要する場合には地域 周産期セ

ンター等へ迅速に搬送が可能な体制の継続が必要です。 

○ 妊産婦のメンタルケアや社会的ハイリスク妊産婦（特定妊婦等の妊娠中から家

庭環境におけるハイリスク要因を有する妊婦）に対して、関係機関で連携した

支援の継続が必要です。 

 

（周産期の救急対応が24時間可能な体制） 

○ 地域周産期センターを中心とした、周産期医療体制による、24 時間対応可能

な周産期体制の維持が必要です。 

○ より高度な医療が必要な状態には、総合医療センター等への搬送等の体制維持

が必要です 

 

 

（４）数値目標等     



- 66 - 

指標区分 指標名（単位） 現状値 目標値 
目標値の 

考え方 
現状値の出典 

体制整備 

総合周産期母子医療セン

ターの整備（第三次医療

圏） 

1 1 
第三次医療圏

に1カ所 

北海道指定 

（令和5年4月現在） 

地域周産期母子医療セン

ターの整備（第二次医療

圏） 

1 1 
第二次医療圏

に1カ所 

北海道指定 

（令和5年4月現在） 

安全に出産

できる体制 

新生児 

死亡率 

（千対） 

生後4週未満の死

亡 
0 0 

 

現状維持 

 

北海道年報（令和3年度） 

周産期 

死亡率 

（千対） 

妊娠満22週以後

の死産と早期新

生児死亡 

0 0 

 

現状維持 

 

北海道年報（令和3年度） 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策  

（総合周産期センター及び地域周産期センター等の整備） 

○ 身近な地域で安心して出産できるよう、八雲総合病院が、圏域唯一の分娩で

きる医療機関として、正常分娩のみならず、切迫早産や切迫流産、合併症妊婦

なども対応できる地域周産期センターとしての機能維持を目指します。 

○ 母体又は児のリスクの高い妊婦に対する医療や、高度な新生児医療等の提供

が必要な場合は、状況により、総合周産期センターの函館中央病院との連携や、

より専門的な医療機関への調整を行う等、安全な周産期医療に向けた体制の維

持を目指します。 

○ 八雲総合病院が「地域周産期センター」、道南圏域では、函館中央病院が「総

合周産期センター」として機能が維持できることを目指します。 

 

（搬送体制等の整備) 

○ ハイリスク分娩や急変時等、より高度な医療を要する場合には地域周産期セン

ター等へ迅速に搬送が可能な体制の維持を努めます。 

 

（妊産婦の多様なニーズに対応する取組） 

〇 身近なところに産科医療機関がない地域における妊産婦が、快適かつ安心し

て出産ができるよう、八雲総合病院のせたな国保病院への産婦人科外来の維持

を目指します。 

○ 妊産婦のメンタルケアや社会的ハイリスク妊産婦（特定妊婦等の妊娠中から

家庭環境におけるハイリスク要因を有する妊婦）に対して、関係機関で連携し

た支援の継続に努めます。 

 

 

（６）医療機関等の具体的名称 
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○ 総合周産期母子医療センター 函館中央病院 

○ 地域周産期母子医療センター 八雲総合病院 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

妊娠は、ホルモン等の内分泌機能の生理的変化により、歯周病のリスクを高め

ることから、市町村等と連携し、妊産婦に対して歯・口腔の健康づくりに関する正

しい知識や定期的に歯科医療機関を受診することの必要性を啓発するための機会の

確保に努めます。 

また、妊婦が歯科医療機関を受診した際は、妊娠週数に配慮し、適切な歯科医

療の提供に努めます。 

 

（８）薬局の役割  

妊婦等が医薬品を適切かつ安全に使用できるよう、薬局において、薬学的管理

（薬剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、妊婦等への

適切な服薬指導などに努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等が在宅で療養・療育できるよう医

療機関などと連携し支援を行います。 

○ 心身の疾病や障がいのある妊婦が不安なく妊娠期の生活や分娩ができるよ

う、医療機関や市町村等地域関係者と連携し支援を行います 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 小児医療体制（小児救急医療を含む） 
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（１）現 状 

  ① 小児人口及び医療機関・医師等の状況 

○ 当圏域の小児人口（15 歳未満）は、住民基本台帳年齢階級別人口によると、

令和５年１月１日で 2,740 人、総人口に占める割合は、8.6％となっています。 

平成１７年３月３１日の 5,481 人（総人口比 12.2％）と比して、実数で

2,741人、総人口に占める割合で3.6ポイント減少しています。 

○ 道内での小児科を標ぼうする医療機関は減少傾向にありますが、当圏域に

おける小児科を標ぼうする医療機関は、令和６年４月１日現在、病院が5か所、

診療所が6か所(うち外来を実施している診療所は4か所)となっています。 

令和３年４月１日現在の病院が 5 か所、診療所が 6 か所(うち外来を実施し

ている診療所は4か所）から変更ありません。 

○ 小児歯科を標ぼうする歯科診療所については、令和６年４月１日現在、10

カ所（歯科診療所数15カ所）となっています。 

令和３年４月１日現在では、8 か所（全歯科診療所 16 か所）だったので、

歯科診療数は減っていますが、小児歯科を標ぼうする歯科診療所数は増えてい

ます。 

○ 当圏域を主たる従業地としている医師で、取得している広告可能な医師の

専門性に関する資格である小児科専門医は、医師・歯科医師・薬剤師統計に

よると、令和４年末は0名となっています｡ 

○ 当圏域を主たる従業地としている医師で、小児科を担当している医師は、

医師・歯科医師・薬剤師統計によると、令和４年末は5名（うち主科目を小児

科にしている医師は2名）となっています。 

〇 長万部町立病院が札幌から週 2 日、今金町国保病院が八雲総合病院から週 1

日（現在休診中）応援の小児科医師が診療にあたっているほかは、内科医師

等も診療にあたっています。 

○ 全道の1施設当たりの小児医療を行う医師数は、管内の1施設当たりの小児

医療を行う医師数は表のとおりになっています。 
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表 小児科標ぼう医療機関数と小児医療を行う医師数の推移     (単位：人) 

  年 

小児科標

ぼう医療

機関数

（A) 

小児医療を行う医師数 1施設当たり医師数 

(B) 

小児科を専

門とする医

師数 

（B/A) 

小児科を

専門とす

る医師数 

病

 

院 

平成28年末※１ 
当圏域 6 4 4 0.67 0.67 

全道 152 461 422 3.03 2.78 

平成30年末※２ 
当圏域 5 4 4 0.80 0.80 

全道 156 485 438 3.11 2.81 

令和2年末※３ 
当圏域 5 2 2 0.40 0.40 

全道 142 497 462 3.50 3.25 

令和5年4月1日※５ 
当圏域 5 2 2 0.40 0.40 

全道 142 497 462 3.50 3.25 

診

療

所 

平成28年末※１ 
当圏域 7 4 0 0.57 0.00 

全道 652 456 217 0.70 0.33 

平成30年末※２ 
当圏域 6 4 0 0.67 0.00 

全道 637 440 209 0.70 0.33 

令和2年末※３ 
当圏域 6 3 0 0.50 0.00 

全道 561 444 210 0.79 0.96 

令和5年4月1日※５ 
当圏域 6 4 0 0.60 0.60 

全道 561 444 210 0.79 0.37 

合

 

計 

平成28年末※１ 
当圏域 13 8 4 0.62 0.31 

全道 804 917 639 1.14 0.79 

平成30年末※２ 
当圏域 11 8 4 0.73 0.36 

全道 793 925 647 1.77 0.82 

令和2年末※３ 
当圏域 11 5 2 0.45 0.18 

全道 703 941 672 1.34 0.96 

令和5年4月1日※５ 
当圏域 11 6 2 0.45 0.18 

全道 703 941 672 1.34 0.96 

※ 1 平成28年末は、小児科標ぼう医療機関数は平成29年10月1日現在、小児医療を行う医師数は平

成28年12月末現在 

※ 2 平成30年末は、小児科標ぼう医療機関数は令和元年10月1日現在、小児医療を行う医師数は平

成30年12月末現在 

※ 3 令和2年末は、全道の小児科標ぼう医療機関数は令和5年4月1日現在、当圏域の小児科標ぼう医

療機関数は令和3年4月1日現在、小児医療を行う医師数は令和2年12月末現在 

※ 4 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」、なお「小児医療を行う医師」は、診療科として

小児科のみを回答した医師及び複数回答した診療科の中に小児科を含んでいた医師、「小児科

を専門とする医師」は診療科として小児科のみを回答した医師及び複数回答した診療科のうち

小児科を主たる診療科として回答した医師のことをいう。 

※ 5 全道値は北海道医療計画より、抜粋、当圏域は八雲保健所調べ 
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② 小児救急の状況 

   ○ 当圏域では、救急医療機関の告示を受けた5か所の自治体病院が通常の救急

医療体制のなかで小児の救急医療にも対応していますが、小児科医師が24時間

対応しているのは八雲総合病院のみで、他の医療機関からの紹介患者を含めて

対応しており、担当医師の負担は増大しています。 

   ○ 厚生労働省の調査によると、小児救急患者の時間帯別の受診状況は、平日で

は夕刻から準夜帯（18時から22時頃まで）にかけて増加傾向にあり、土、日で

は更に多くなる状況が見られ、小児救急患者はいわる時間外受診が多いことが

指摘されています。（厚生労働科学研究「小児救急における患者・家族ニーズ

への対応策に関する研究」（主任研究者 衛藤義勝）（平成１６年度）） 

     このような受療行動には、少子化、核家族化や共働きなどの家庭環境の変化

とともに、保護者等による専門医志向や病院志向が大きく影響していると指摘

されていますが、当圏域においても同様の状況が発生していると考えます。 

   ○ 令和４年における当圏域内の救急搬送人員延件数1,962件のうち、小児（0～

17歳）の搬送数は69件（3.5％）となっていますが、軽症が43名で小児搬送者

の62.3％を占めています。 

     また､八雲総合病院に34件（49.2％）､函館市内の医療機関には7件(10.1％)

が搬送されています。 

   ○ 道では、小児救急医療体制の整備に対する社会的要請が強まっていることか

ら、通常の救急医療体制によるほか、小児救急医療支援事業※１（参加病院：

八雲総合病院）により、小児二次救急医療の体制整備を図っています。 

   ○ 平成１７年度から北海道医師会が実施している内科医等を対象とした小児救

急に関する研修（北海道小児救急医療地域研修事業※２ ）へ、関係者の参加を

呼びかけています。 

     当圏域の医療従事者及び各消防署の救急隊員等が参加しています。 

○ 保護者の子育て不安の解消に資する観点から、道が実施している小児救急

電話相談事業について広く普及啓発するとともに、救急医療情報を発信する

「北海道救急医療情報・広域災害情報システム」の活用について、住民、医

療機関、消防機関に啓発するほか、関係機関と連携した救急法等講習会の実

施など、救急医療についての啓発を行っています。 

※１ 小児救急医療支援事業：初期救急医療施設及び救急患者の搬送機関との円滑な連携

体制の下に、休日又は夜間における入院治療を必要とする小児の重症救急患者に対す

る医療を確保することを目的とした北海道の補助金等交付事業。 

※２ 北海道小児救急医療地域研修事業：道内の内科医等を対象とした小児救急に関する

研修を実施することにより、地域の小児救急医療体制の補強を図ることを目的に、北

海道が北海道医師会に委託して実施する研修事業。 
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（２）課 題 

○ 子供たちが適切な医療を受けられるよう圏域の医療機関が連携して小児医療

を確保する体制整備が必要であるとともに、子供を抱える家族に対する相談な

ど、家族を支援する体制や、子どもの症状・状態に応じた小児医療体制の確保

が必要です。 

○ 二次救急医療機関における小児救急患者に占める軽傷者の割合が高いことが

以前から指摘されており、小児科勤務医が長時間にわたる不規則な勤務を余儀

なくされており、その改善が求められています。 

 

（３）必要な医療機能 

○ 小児の入院医療や二次救急医療を担う医療機関として八雲総合病院が北海道

小児地域支援病院に選定されており、今後もこの体制を維持していく必要があ

ります。 

○ また、圏域の小児医療体制において、拠点となる八雲総合病院に軽症の小児

患者が集中しないよう、他の医療機関との機能分担や医療連携を密にする必要

があります。 

○ 災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送

受入や診療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。 

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに外来診療、入院、自宅療養者等への医

療等が提供できるような体制の構築が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜子ども医療電話相談事業＞（平成１６年度～） 

  夜間における子どもの急な病気やけがなどの際に、専任の看護師や医師が保護者

等からの相談に対し、電話により助言を行っています。 

 

 

 

 

 

 

電話番号 

０１１－２３２－１５９９（いーこきゅうきゅう） 

（プッシュ回線の固定電話及び携帯電話からは 

短縮ダイヤル「♯８０００番」も利用できます。） 

 

 

 

 

 

 

相談体制 
毎日 午後７時から翌朝８時まで 

看護師１名（センター対応）、医師１名（自宅等待機） 

利用に当たっ

ての注意事項 

医師が直接診察して治療を行うものではなく、あくまでも電話によ

る家庭での一般的対処などに関する助言アドバイスを行うもので

す。 
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（４）数値目標等 

指標名（単位） 現状値 
目標値 

（R11） 

目標数値の

考え方 
現状値の出典（年次） 

小児二次救急医療体制が

確保されている第二次医

療圏数（医療圏） 

1 1 
現状 

維持 

北海道保健福祉部調査 

 （令和４年４月現在） 

北海道小児地域支援病院

の選定(数) 
1 1 

現状 

維持 

北海道保健福祉部調査 

（令和４年４月現在） 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

○ 圏域の関係機関は、小児二次救急医療を担う北海道小児地域支援病院に選定さ

れている八雲総合病院と連携し、地域において安全・安心な小児医療の確保に

努めます。 

○ ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会の実施、子ども医療電話相談事業

や救急医療情報システムの活用を促進するとともに、医療機関への適切な受診

など、救急医療についての啓発に努めます。 

○ 小児医療は身近なところで提供されることが望ましいことから、現在の一次医

療を担う病院や診療所の機能維持や小児医療体制の充実に努めます。 

○ 北海道小児地域支援病院に選定されている八雲総合病院の小児診療体制の充実

を図ります。 

 

 

○ 災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点病院や地域

の中核的医療機関等の連携体制の確保を進めるなど災害発生時における小児医

療体制の構築に努めます。 

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療

等が提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結する

など、平時から計画的な準備に努めます。 

また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以外に対応する医

療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

 

＜北海道小児地域支援病院の選定基準＞ 

次の要件のいずれかを満たす医療機関 

（要件１） 北海道小児地域医療センターの選定基準のうち、①及び②を満たし、小

児二次救急医療を担っている医療機関又は救急告示医療機関であり、か

つ、分娩を行っている病院 

（要件２） 北海道小児地域医療センターの未整備圏域において、以下のア～ウを満

たす病院 

ア 小児科の常勤医師が勤務していること 

イ 小児科の入院医療を提供していること 

ウ 小児二次救急医療等を担っていること 
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（６）医療機関等の具体的名称 

   【北海道小児地域支援病院】    八雲総合病院 

   【小児救急医療支援事業参加病院】 八雲総合病院 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

子どもの発達障がい等に対する支援として、できるだけ身近なところで適切な

歯科保健医療サービスを受けられるよう、障がい者歯科医療協力医の確保に努めま

す。 

 

（８）薬局の役割 

   子どもを持つ家族からの相談に対応するため、「健康サポート薬局」等、かかり

つけ薬局・薬剤師を普及するとともに、地域の薬局が相互に連携し、休日や平日の

診療時間外における調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品や衛生材料等の供給体

制の充実に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

   在宅医療を必要とする小児等が地域で安心して療養できるよう、小児等の成長発

達に応じた看護を提供するとともに、保健・医療・福祉・保育・教育などの関係者

と連携し、小児及びその家族の支援の充実に努めます。 
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12 在宅医療の提供体制 

（１）現 状 

○  長期にわたる療養や介護を必要とする患者が病気と共存しながら、生活の質の

維持・向上を図りつつ療養生活を継続することができるよう、在宅医療の提供

体制の整備が必要とされています。 

また、高齢化の急速な進行を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮

らし続けられるよう、医療と介護が連携した地域包括ケアシステムを構築する

必要があります。 

 

【総人口と高齢者人口】                    （単位：人、％） 

 総人口 

Ａ 

６５歳以上人口 ７５歳以上人口 

Ｂ 比率(Ｂ／Ａ)(％) Ｃ 比率(Ｃ／Ａ)(％) 

八 雲 町 15,050 5,461 36.3 2,801 18.6 

長万部町 4,880 2,132 43.7 1,228 25.2 

今 金 町 4,775 1,997 41.8 1,152 24.1 

せたな町 7,147 3,371 47.2 1,951 27.3 

北渡島檜山 31,852 12,961 40.7 7,132 22.4 

全  道 5,139,913 1,670,995 32.5 830,821 17.1 

※ 八雲保健所調べ（令和５年住民基本台帳人口に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査をもと 

に計算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

○ 全国的に実施された「人生の最終段階における医療・ケアに関する意識調査」
※１では、一般国民の「人生の最終段階における、最期を迎えたい場所」として、

「病気で治る見込みがなく、およそ１年以内に徐々にあるいは急に死に至ると

考えられる場合」は 43.8％、「末期がんで、食事や呼吸が不自由であるが、痛み

はなく、意識や判断力は健康なときと同様の場合」は 32.2％、「認知症が進行し、

身の回りの手助けが必要で、かなり衰弱が進んできた場合」は 14.7％の人が自

宅で最期を迎えることを希望しています。 

〈在宅医療〉 

治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあっても自宅等の生活の場で必要な医療を受

けられるように、医師などが自宅等を訪問して看取りまでを含めた医療を提供するものです。 

在宅医療の対象者は、病気やけがなどにより通院が困難な人で、退院後継続して治療が必要な

人、又は自宅等で人生の最終段階における医療を希望する人などで、具体的には寝たきりの高齢

者、神経難病患者、けがによる重度後遺症のある患者、末期がん患者などです。 

※ 「自宅等」とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、経費老人ホーム、有料老人 

 ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、認知症対応型共同生活介護事業所等を指します。 

〈地域包括ケアシステム〉 

 地域の実情に応じて、高齢者が、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営

むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保

される体制を言います。 
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また、「病気で治る見込みがなく、およそ 1 年以内に徐々にあるいは急に死に 

至ると考えられる場合」に最期を迎えたい場所として「自宅」を選択した一般

国民のうち、71.5％が「住み慣れた場所にいたい」ことを理由として挙げてい

るものの、「自宅」を選択しなかった一般国民においては、64.9％の方が「介護

してくれる家族等に負担がかかる」ことを理由に、最期を迎えたい場所として

「自宅」を希望しないとしています。 

○ 本道では自宅や老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老

人ホーム及び有料老人ホーム）における死亡の割合は 18.5％であり、全国平均

の28.4％を大きく下回っています。※２ 

当圏域における在宅等における死亡の割合※３は、8.0 ％と全道平均を下回っ

ています。 

 

 

 

 

 

 

○ 在宅医療サービスの提供状況を見ると、本道では、医療保険等による在宅

サービス（往診・訪問診療・看取り）を実施している医療機関※４は、人口 10 万

人当たりでは、病院が6.5施設、診療所が17.0施設、歯科診療所が18.3施設と

なっていますが、全国平均では病院 4.3 施設、診療所 27.9 施設、歯科診療所は

18.8施設となっており、診療所において大きく差が生じています。 

○ また、病院では 62.5％、診療所では 26.5％、歯科診療所では 33.6％が在宅

サービスを実施していますが、全国平均は病院 65.3％、診療所 34.3％、歯科診

療所は34.9％となっており、診療所が全国平均を大きく下回っています。 

当圏域では、12 医療機関(病院・診療所）のうち 10 施設（病院 6、診療所 4）

が在宅医療サービスを実施しています。 

 

【北渡島檜山圏域で在宅医療サービスを実施している医療機関】 

 往診(24 

時間可能) 

往診 

(左記以外) 

在宅患者 

訪問診療 

在宅患者訪問 

看護・指導 

在宅訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ 

ﾃｰｼｮﾝ指導・管理 

病 院 0 4 6 4 1 

診療所 2 1 3 1 0 

※ 北海道医療機能情報システム（令和３年７月１日時点） 

 

○ 人生の最終段階も含め 24 時間体制で患者の急変等に対応できる在宅療養支援

診療所及び在宅療養支援病院は、全道で令和５年４月現在、それぞれ 354 施設､

81 施設が届出を行っており､病院については年々増加の傾向にありますが､この

うち札幌圏はそれぞれ157施設(全体の47.1％）、29施設(全体の35.8％）となっ

ています。 

また、診療所については、減少した年度はあるものの、おおむね増加傾向で

〈人生の最終段階における医療及びケアのあり方〉 

医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて患者が医療従事者と

話し合いを行い、患者本人による決定を基本とした上で、人生の最終段階における医療を進めるこ

とが最も重要です。 
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推移しています。 

当圏域では、在宅療養支援病院として1施設がこの届出を行っています。 

○ 訪問看護ステーション（サテライト型事業所を含む。）は、全道で令和５年４

月現在、676か所あり、年々増加の傾向にあります。 

当圏域では、令和６年７月１日現在、訪問看護ステーション 2 施設､病院(指

定)による訪問看護事業所1施設､病院(みなし指定)による訪問看護事業所2施設､

計 5施設がサービスを提供しています。 

なお、訪問看護事業所の設置がない町においては、他地域の事業所等により

サービスが提供されています。 

○ 在宅患者への訪問による薬剤管理指導を実施し、在宅患者調剤加算を算定して

いる薬局は、全道で令和２年４月現在、798 施設であり､開設許可を受けている

薬局2,334施設の34.2％となっており、年々増加しています。 

当圏域においては、令和６年５月現在、6 施設※５が届け出を行っており、開設

許可を受けている薬局15施設※６の40.0％となっています。 

○ がんなどの疼痛緩和に必要な医療用麻薬の調剤や患者宅での保管管理・廃棄等

の指導に対応できる麻薬免許を有する薬局は、全道で令和５年１月現在、2,133

施設となっており、年々増加しています。 

当圏域においては、令和６年６月現在、12 施設※６となっており、開設許可を

受けている薬局15施設の 80.0％となっています。 

○ 令和５年度に当圏域で実施した在宅医療に係るニーズ調査※７では、最も優先

すべき取り組みとして望まれていることは「自宅で最期を迎えられる医療及び

介護体制の構築」で「在宅での看取り」に係る分野でした。 

施設入所が困難となり、在宅医療を望む住民が増える一方、常勤医をはじめ

とした専門職が不足していることから、人材確保対策の充実とともに、在宅で

の看取りを視野に入れた学びの機会や、特に歯科診療所及び訪問看護事業所と

の多職種連携の推進が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 厚生労働省「人生の最終段階における医療に関する意識調査」（令和４年） 

※２ 厚生労働省「人口動態調査」（令和３年） 

※３ 厚生労働省「人口動態調査」（令和４年） 

※４ 厚生労働省「医療施設調査」（令和２年） 

※５ 北海道厚生局「届出受理医療機関名簿」（令和６年５月） 

※６ 北海道八雲保健所調べ（令和６年６月） 

※７ 北海道八雲保健所「北渡島檜山圏域における在宅医療の提供体制の構築に係るアンケート 

調査」（令和６年２月） 
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（２）課 題 

① 在宅医療に関わる機関の連携体制の構築 

積雪寒冷で広域分散型の本道において、在宅医療の提供体制の整備には様々

な課題があり、あらゆる地域で在宅医療を等しく推進していくことは現実的で

はありません。 

そのため、当圏域における医療・介護資源、人口及び世帯構造の変化などを

踏まえた上で、在宅医療の推進、介護サービスの提供体制の整備、高齢者の住

まいの確保など、住民が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、

各町の事情に応じた取組を行っていくことが必要です。 

 

② 在宅医療を担う医療機関等の充実 

当圏域では、在宅医療を提供できる社会資源の偏在化がみられることから、

どの地域においても在宅医療を求める住民が、住み慣れた家庭や地域で生活を

送ることができるよう、在宅医療を提供できる医療機関や訪問看護ステーショ

ンの充実が必要です。 

 

③ 緩和ケア体制の整備 

○ 緩和ケアについては、身体症状の緩和に加え、心理社会的な問題への援助

が求められています。 

○ 在宅緩和ケアを進めるため、医療用麻薬の効果的・適正な使用を図ってい

く必要があります。 

 

④ 在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーション体制

の充実 

高齢者の要介護状態の軽減や悪化の防止、フレイル※対策として、低栄養や誤

嚥性肺炎の防止が重要であることから、在宅での栄養管理や口からの食生活を

継続させるとともに、歯・口腔機能の維持等、専門的な口腔衛生管理や口腔機

能管理の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 訪問看護の質の向上と育成体制の充実 

訪問看護師には、医師や歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、介護支援専門員な

どの専門職種と連絡・調整を図り、在宅療養中の患者に適切な看護を提供する

など、在宅医療の現場で活躍できる看護師の育成が求められています。 

 

※ フレイル：学術的な定義は確定していないが、「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研

究」報告書では、「加齢とともに、心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢性

疾患の並存などの影響もあり、生活機能が障害され、心身の脆弱化が出現した状態であるが、一

方で適切な介入・支援により、生活機能の維持向上が可能な状態像」と定義されている。（平成

２７年度厚生労働科学研究特別事業「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研究」報告書） 
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⑥ 訪問薬剤管理指導の推進 

在宅療養中の患者が医薬品を適正に使用できるよう、薬局と医療機関等との

間で服薬情報等を共有するとともに、薬局薬剤師による在宅患者の医薬品管

理・適正使用の指導（薬剤管理指導）の実施が求められています。 

 

⑦ 高度な薬学管理等が可能な薬局の充実 

薬剤師が在宅医療へ積極的に関与することで、薬物有害事象への対処や服薬

状況の改善が見込まれ、在宅医療の質の向上につながることから、多様な在宅

医療のニーズに対応するため、麻薬調剤や無菌製剤処理、小児への訪問薬剤管

理指導、24時間対応が可能な薬局の整備が必要です。 

 

⑧ 地域住民に対する在宅医療の理解の促進 

○ 在宅医療を推進するためには、医療機関はもとより、住民に対し、在宅医

療に関する情報提供や普及啓発が必要です。 

○ 人生の最終段階の患者が自ら望む場所で最期を迎えることができるよう、

患者やその家族※、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有すること（人

生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プランニング））を推進する取組が必要

です。 

○ また、家庭における看護の需要に対応するため、在宅療養に必要な家庭看

護の知識・技術の普及を図る必要があります。 

  

 

 

 

 

 

 

⑨ 災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築 

○ 災害時は、緊急性の高い状況において事業の継続が必要となるため、在宅

医療を行う医療機関において業務継続計画（ＢＣＰ）を策定するなど、自ら

避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難支援を受けられる体制

の構築が必要です。 

○ また、避難後には、救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が

重要なことから、住民に対し、お薬手帳等の普及啓発が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

① 円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制【退院支援】 

入院医療機関と在宅医療を提供する医療機関の円滑な連携により、切れ目の

ない継続的な医療提供体制を確保することが必要です。 

 

 

※ ケアラー等：高齢、障がい、疾病その他の理由により援助を必要とする家族、友人その他の身

近な人に対し、無償で介護、看護、日常生活上の世話その他の援助を提供する者をいう。ケア

ラーのうち、１８歳未満の者をヤングケアラーという。（以下、第３章第１３節の本文における

「家族」の表記には、ケアラー等を含むものとする。） 
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② 日常の療養支援が可能な体制【日常の療養支援】 

患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む）が多職種協働により、

患者が、住み慣れた地域で継続的かつ包括的に提供されることが必要です。 

 

③ 急変時の対応が可能な体制【急変時の対応】 

○ 在宅療養中の患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・

診療所、訪問看護ステーション及び入院機能を有する病院・診療所との円滑

な連携による診療体制を確保することが必要です。 

○ 地域において在宅医療・救急医療等の関係者間の連携体制の構築を支援し、

人生の最終段階において本人の意思が尊重される環境を整備することが必要

です。 

 

④ 患者が望む場所での看取りが可能な体制【看取り】 

自宅、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等の住まいや介護保険

施設等、患者が望む場所での看取りを行うことができる体制を確保することが

必要です。 
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（４）数値目標等 

指標区分 指標名（単位） 現状値 目標値 現状値の出典 

体制整備 

訪問診療を実施している医療機関の

数（人口10万人対） 

10 

(29.4) 

維持･ 

増加 
令和２年度ＫＤＢ 

［厚生労働省］ 

機能強化型の在宅療養支援診療所※１

 又は病院※２ の数 
0 

増加を目

指す 
北海道保健福祉部調査（令

和５年３月３１日現在） 

機能ごとの

体制等 

退院支援を実施している医療機関の

数 
4 

維持･ 

増加 
令和４年度ＮＤＢ 

［厚生労働省］ 

在宅療養後方支援病院数 0 
増加を目

指す 
北海道保健福祉部調査 

（令和６年５月現在） 

在宅看取りを実施する医療機関の数 0 
増加を目

指す 
令和４年度ＮＤＢ 

［厚生労働省］ 

多職種の 

取組確保等 

２４時間体制の訪問看護ステーショ

ン数 
2 維持 

介護サービス施設・事業所

調査（令和４年１０月１

日）〔厚生労働省〕 

歯科訪問診療を実施している診療所

の数 
5 維持 

令和４年度ＮＤＢ 

［厚生労働省］ 

訪問口腔衛生指導を実施する診療

所・病院 
2 維持 

令和４年度ＮＤＢ 

［厚生労働省］ 

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指

導を実施する薬局の数 
2 維持 

令和４年度ＮＤＢ 

［厚生労働省］ 

地域支援体制加算届出薬局数 4 
維持･ 

増加 
北海道保健福祉部調査 

（令和５年９月現在） 

訪問リハビリテーションを実施して

いる医療機関、介護老人保健施設、

介護医療院数 

3 
増加を目

指す 
令和４年度介護ＤＢ 

〔厚生労働省〕 

訪問栄養食事指導を実施している医

療機関数 
0 

増加を目

指す 
令和２年度ＫＤＢ 

〔厚生労働省〕 

実施件数等 

訪問診療を受けた患者数〔1ヶ月当

たり〕（人口10万人対）（人） 
526 

現状より

増加 
令和２年度ＫＤＢ 

［厚生労働省］ 

訪問看護利用者数（医療保険・レセ

プト件数）〔1ヶ月当たり〕（人口1

0万人対）（人） 

403.2 
現状より

増加 
令和４年度ＮＤＢ 

〔厚生労働省〕 

住民の 

健康状態等 

在宅死亡率（％）※３ 8.0 
現状より

増加 

令和４年度人口動態調査 

［厚生労働省］ 

在宅ターミナル加算を受けた患者数

〔1か月当たり〕（人） 
0 

現状より

増加 
令和４年度ＮＤＢ 

〔厚生労働省〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 「特掲診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和2年3月5日保

医発0305第3号厚生労働省保険局医療課長通知）（以下「通知」という。）別添1の「第9」の1の

（1）及び（2）に規定する在宅療養支援診療所。 

※２ 通知別添1の「第14の2」の1の（1）及び（2）に規定する在宅療養支援病院。 

※３ 自宅、老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、経費老人ホーム及び有料老人ホー

ム）での死亡率。 
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（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

① 地域における連携体制の構築 

○ 住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、二次医療圏を中心

とした在宅医療の連携構築を目指し、地域における包括的かつ継続的な連携

体制づくりを行いながら、各町が行う在宅医療・介護連携推進事業の取組や

医療機関及び診療所等と連携し、地域の医療介護資源等の把握や課題の整

理、課題解決に向けた取組を進め、退院支援から日常の療養支援、急変時の

対応、看取りまで継続した医療提供体制の構築を図ります。 

○ 患者の病状急変時においては、在宅医療を担う病院・診療所、訪問看護事

業所、在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟を整備している医療機関等

の相互の連携のほか、人生の最終段階において患者本人の意思が尊重される

よう、患者やその家族、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有する人

生会議（ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング））の取組を踏まえた消防

機関との連携体制の構築に努めます。 

○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町村職員などを対

象に、多職種協働による在宅チーム医療等についての研修を行うなど、保健

所や「在宅医療に必要な連携を担う拠点」のコーディネートの下、在宅医療

を担う人材の育成と多職種間の連携体制の構築に努めます。 

○ 医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者と介護支援専門員等によ

る事例検討や情報交換を円滑に行うためのツール作成などの取組を促進しま

す。 

○ 広域分散型の本道で医療と介護の連携体制を構築するため、ＩＣＴを活用

した地域医療情報連携ネットワーク、見守り支援、遠隔医療等の取組を促進

します。 

在宅医療における連携体制

在宅医療に必要な
連携を担う拠点
【郡市医師会・市
町村など】

①関係者の定期的な会合によ
る連携体制づくりの検討、
支援

②関係機関等の情報提供（地
域課題の共有、取組の横展
開）

③住民等への啓発
④多職種の人材育成
⑤支援拠点・連携拠点づくり

連携の拠点

在宅医療圏単位での連携に向けた会合
①関係者の定期的な会合にお
けるコーディネート、連携
体制づくりの検討、推進、
連携体制の構築

②多職種連携に向けた情報連
携ネットワークの整備

③多職種の人材育成

支援

北海道医師会

連携

在宅医療・介護連携推進事業

北海道在宅医療推進支援センター
＜コンソーシアム＞

北海道総合研究
調査会(HIT)

積極的役割を
担う医療機関

積極的役割を担う
医療機関

診療所・病院

積極的役割を担う
医療機関

診療所・病院

市町村
（消防機関を含む）

市町村
（消防機関を含む）

二次医療圏単位での連携に向けた会合
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② 在宅医療を担う医療機関の整備等 

○ 在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応できるよう、在宅医療の

中心となる機能強化型の病院や診療所、歯科診療所（在宅療養支援歯科診療

所等）、薬局や24時間体制の訪問看護ステーションの整備等を支援します。 

○ 24時間体制の在宅医療を提供できるよう、機能強化型の在宅療養支援診療

所以外の診療所も含めたネットワークの構築に努めます。 

 

③ 緩和ケア体制の整備 

○ 在宅緩和ケアが推進されるよう、緩和ケア病床を有する医療機関や在宅療

養支援診療所等の関係者の連携を促進します。 

○ 在宅緩和ケアに関わる医師、看護師等の従事者に対する研修を実施すると

ともに、在宅療養患者に対する相談支援体制等の整備に努めます。 

○ 医療用麻薬が、薬局から在宅療養中の患者へ迅速かつ適切に提供されるよ

う、地域における麻薬在庫情報の共有を進め、薬局間での融通など、円滑な

供給を図ります。 

 

④ 在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーション体制

の充実 

医師、歯科医師をはじめ、管理栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション専

門職等の多職種と連携し、一体的な口腔・栄養管理、リハビリテーション・機

能訓練が提供されるよう、専門職の育成を図りながら、在宅における栄養管理

や口腔衛生管理・口腔機能管理、リハビリテーションの充実に努めます。 

 

⑤ 訪問看護の質の向上と育成体制の充実 

在宅療養中の患者が住み慣れた地域で生活することができるよう、他の専門

職種と連絡・調整し、生活の質を確保しながら支援を行うため、研修の充実と

人材育成の研修の実施等を通じ、訪問看護を行う看護職員の確保と質の向上を

図ります。 

 

⑥ 訪問薬剤管理指導の推進 

○ 在宅療養中の患者が適正に服薬できるよう、服薬状況を記録する「お薬手

帳」の普及を図ります。 

○ また、「健康サポート薬局」などの薬局薬剤師に対する各種研修会を通じ、

薬局間や関係機関との連携・協力による在宅患者への薬剤管理指導を促し、

在宅医療の取り組みの充実に努めます。 

 

⑦ 高度な薬学管理等が可能な薬局の充実 

薬局薬剤師が在宅医療において高度な薬学管理等を実施する能力を身につけ

るための研修会を開催し、薬剤師の在宅医療への積極的な関与を推進します。 
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⑧ 地域住民に対する在宅医療の理解の促進 

○ 住民が安心して在宅で医療を受けることができるよう、往診や訪問診療な

ど在宅医療に重要な役割を果たすかかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかり

つけ薬局を持つことの必要性、訪問看護、訪問リハビリテーションや栄養指

導の役割などについて普及啓発に努めるとともに、在宅医療に関する情報提

供を行います。 

○ 最期まで自分らしく生きたいと願う患者の意思に沿った医療が提供できる

よう、日頃から、急変時や人生の最終段階における医療についてどう考える

か、患者本人や患者の大切な存在である家族、かかりつけ医や訪問看護師を

はじめとした医療従事者等が繰り返し話し合う人生会議（ＡＣＰ：アドバン

ス・ケア・プランニング）の取組が重要であることから、知りたくない又は

考えたくないといった患者等にも配慮しながら、住民への普及啓発に努める

とともに、在宅療養中の患者の急変に備え、医療従事者や介護関係者、消防

機関等の間で患者の意思等が共有できる体制構築に努めます。 

【関連：第２章第６節「救急医療体制」（P43）】 

 

⑨ 災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築 

○ 災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難支援を

受けられるよう、住民に対し、避難行動要支援者への支援制度やお薬手帳等

の意義について普及啓発するとともに、各町及び医療機関等の関係機関・関

係団体との連携を図ります。 

○ また、「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」において、災害時等

にも適切な医療を提供するための計画（業務継続計画（ＢＣＰ））を策定し、

他の医療機関計画策定を支援するほか、「在宅医療に必要な連携の拠点」等と

協議しながら、地域における業務継続計画（ＢＣＰ）の策定に取り組みま

す。 

【関連：第２章第７節「災害医療体制」（P50）】 
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（６）医療機関等の具体的名称 

 

往診(終日

対応できる

医療機関) 

往診(終日

往診可能以

外の医療機

関） 

在宅患者 

訪問診療 

在宅患者訪

問看護指導 

在宅訪問ﾘﾊ

ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ指

導管理 

八雲総合病院  ○ ○ ○ ○ 

八雲町熊石国民健康保険病院   ○   

長万部町立病院   ○   

今金町国保病院  ○ ○ ○ ○ 

せたな町立国保病院  ○ ○ ○  

道南ロイヤル病院  ○ ○ ○ ○ 

八雲ユーラップ医院  ○ ○ ○  

まきた循環器内科クリニック ○     

せたな町立国保病院大成診療所 ○  ○   

せたな町立国保病院瀬棚診療所   ○   

※ 北海道医療機能情報システム（令和３年７月１日時点） 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○ 高齢者のフレイル対策には食事が重要であり、経口摂取の維持・継続による

低栄養や誤嚥性肺炎への予防が必要なことから、在宅歯科医療連携室（函館市）

との連携等により、在宅歯科医療や口腔衛生指導の推進を図ります。 

○ 認知症を含めた要介護高齢者に対する経口摂取の維持・継続による低栄養の

予防や誤嚥性肺炎の予防のため、歯科診療所（在宅療養支援歯科診療所等）は、

医療機関、病院歯科、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所等と十分に

連携しながら、口腔衛生管理・口腔機能管理、歯科治療等、適切な歯科医療の

提供に努めます。 

○ 病院歯科は、在宅歯科医療を実施する歯科診療所に対して、緊急時の対応、

歯科治療における全身管理上の諸問題に対応するための後方支援に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○ 在宅患者の適切な服薬管理等を推進するため、かかりつけ薬局・薬剤師を普

及するとともに、「地域連携薬局」を中心に、在宅患者の薬剤管理指導や医薬

品・衛生材料等の円滑な供給を薬局相互の連携・協力により実施し、在宅医療

の取組の充実に努めます。 

○ 在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、がん疼痛緩和

と医療用麻薬の適正使用に関する研修会に薬局薬剤師が積極的に参加するなど

して、医療用麻薬の適切な服薬管理などに努めます。 

○ また、医療用麻薬を迅速かつ適切に在宅患者に提供するため、地域単位での

麻薬の在庫情報を共有するとともに、薬局間での融通などを行い、麻薬の円滑

な供給に努めます。 
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（９）訪問看護事業所の役割 

○ 在宅療養生活を支援するに当たっては、病院看護師等の医療機関のスタッフ

と訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

○ 治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあっても患者や家族が希

望する自宅等の生活の場で必要な医療を受けられるよう、地域の特性や生活状

況を踏まえた適切なケアの提供を行うとともに、関係機関との調整を行う中心

的な存在として、在宅生活の継続に向けた取組を進めます。 

○ 在宅で療養生活を継続する患者の急変時に適切に対応できるよう、平時から

救急時の連携体制や救急車到着までの対処方法などを患者・家族と事前に取り

決め、緊急時の対応に備えます。 

○ 在宅療養中の患者が自宅等での看取りを希望する場合、主治医及び関係者と

十分に連携し､患者に対する緩和ケアや家族に対する精神的支援などに努めます。 

 

○入院医療機関と在宅医療
に係る機関との協働によ
る退院支援の実施

①退院支援

○多職種協働による患者や家族の生活を支
える観点からの医療の提供

○緩和ケアの提供
○家族への支援

②日常の療養支援

○在宅療養者の病状の急変時における往診
や訪問看護の体制及び入院病床の確保

③急変時の対応

○住み慣れた自宅や介護施設
等、患者が望む場所での看
取りの実施

④看取り

圏域の設定
第二次医療圏にこだわらず、市町
村単位や保健所圏域など、地域の
資源の状況に応じて弾力的に設定

・病院､診療所 ・歯科医療機関 ・訪問看護事業所
・薬局 ・居宅介護支援事業所 ・地域包括支援センター
・基幹相談支援センター ・相談支援事業所
・連携体制づくりのコーディネート役（保健所）等

必要な医療機能等

○ ①～④の機能の確保に向け、積極的役割
を担う
・自ら24時間対応体制の在宅医療を提供
・他医療機関の支援
・医療、介護、障がい福祉現場での他職種連携の支援

在宅医療において積極的役割を担う医療機関

○ ①～④の機能の確保に向け、必要な連携
を担う役割
・地域の関係者による協議の場の開催
・包括的かつ継続的な支援に向けた関係機関の調整
・関係機関の連携体制の構築 等

在宅医療に必要な連携を担う拠点

在宅医療の提供体制

多職種連携を図りつつ、24時間体制で在宅医療を提供
在支診・在支病等

郡市医師会・市町村・医療機関
訪問看護事業所・保健所等
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第３ 必要な外来医療機能及び対応方針 

 

１ 地域の外来医療の状況  

（１）医療施設数及び従事医師数 
 医療施設数 

（箇所数） 

従事医師数 

（人） 

一般診療所 16 6 

病    院 6 36 

※ 令和２年１２月３１日現在 医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 
 

（２）外来診療施設数及び患者数 
 外来施設数 

（月平均数） 

通院外来施設数 

（月平均数） 

外来患者延数 

（回/月） 
通院外来患者延数 

（回/月） 

一般診療所 14 7 5,079 4,997 

病    院 17 7 15,019 14,775 

※ ＮＤＢ(レセプト情報・特定健診等情報データベース)の平成３１年４月から令和２年３月まで

の診療分データ（１２か月）に基づき抽出・集計したもの。 

※ 外来施設数は、ＮＤＢデータにおける医科レセプト（入院外）の初診・再診、外来診療料、小

児科外来診療料、小児かかりつけ診療料、及び往診・在宅訪問診療の診療行為が算定された病院

数及び診療所数。 

※ 通院外来施設数は、ＮＤＢデータにおける医科レセプト（入院外）の初診・再診、外来診療

料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の診療行為の算定された病院及び診療所数。 

 

（３）時間外外来施設数及び患者数 
 時間外等外来施設数 

（月平均数） 

時間外等外来患者延数 

（回／月） 

一般診療所 4 3 

病   院 6 373 

※ ＮＤＢ(レセプト情報・特定健診等情報データベース)の平成３１年４月から令和２年３月まで

の診療分データ（１２か月）に基づき抽出・集計したもの。 

 

（４）往診実施施設数及び在宅患者数 
 往診実施施設数

（月平均数） 

往診患者延数 

（回／月） 

在宅患者訪問診療実

施施設数（月平均数） 
在宅患者訪問診療患

者延数（回／月） 

一般診療所 3 8 4 74 

病   院 4 3 6 242 

※ ＮＤＢ(レセプト情報・特定健診等情報データベース)の平成３１年４月から令和２年３月まで

の診療分データ（１２か月）に基づき抽出・集計したもの。 
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（５）医療機器の配置・保有・活用状況 
 

ＣＴ ＭＲＩ ＰＥＴ 
マンモグラ

フィ 

放射線治療 
（体外照射） 

医療機器台数 
診療所 1 0 0 0 0 

病 院 6 1 0 2 0 

調整人口当たり台数 16.6 2.5 0.00 5.9 0.00 

人口10万人対台数 21.0 3.0 0.00 6.0 0.00 

年間稼働率 

（件数/1台） 

診療所 195 - - - - 

病 院 815 1,732 - 115 - 

※1 医療機器の台数 令和２年医療施設調査 

※2 人口 住民基本台帳人口（令和３年１月１日現在（外国人含む）） 

※3 検査数 令和元年度（平成３１年４月から翌年３月まで）ＮＤＢデータの医科レセプト及びＤ

ＰＣレセプトから以下の診療行為コードに該当する算定回数を抽出し、年間算定回数をそれぞ

れの医療機器の検査数とした。 

 

２ 地域で不足する医療機能の現状・課題 

○ 北渡島檜山圏域における一般診療所は、平成１５年に 18 施設ありましたが、平

成２５年には16施設に減少し､16施設で推移しています。 

○ 一般診療所に勤務する医師の増減は、平成２９年に一度 10 名に増加しましたが、

それ以外増減はありません。 

 

【一般診療所数】 

圏域名 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和2年 

北海道 3,361 3,375 3,396 3,392 3,351 

北渡島檜山 18 17 16 16 16 

※医療施設調査（厚生労働省） 

 

【一般診療所医師数】 

圏域名 平成24年 平成26年 平成28年 平成29年 令和2年 

北海道 3,352 3,387 3,447 4,389 4,406 

北渡島檜山 7 7 7 10 7 

※医療施設調査（厚生労働省） 

 

（１）初期救急医療に関する外来医療の現状・課題 

（現状） 

○ 主に軽度の救急患者に外来診療を行う初期救急医療は、日曜・祝日の日中に

おける在宅当番医制（医療機関による持ち回り）で対応しているほか、救急告

示医療機関により２４時間受け入れる体制を確保しています。 

 町名 参加医療機関名 

在宅当番 

医制 

八 雲 町 八雲総合病院、まきた循環器内科クリニック 
せたな町 せたな町立国保病院、道南ロイヤル病院 
今 金 町 今金町国保病院 

救急告示 

医療機関 

八 雲 町 八雲総合病院（病院群輪番制）八雲町熊石国民健康保険病院 
長万部町 長万部町立病院 
せたな町 せたな町立国保病院 
今 金 町 今金町国保病院 
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（課題） 

○ 地域における医師、看護師等の医療従事者確保の困難性や、初期救急医療を

二次救急医療機関が担っている状況で、救急搬送患者における軽傷者の割合の

増加及び夜間休日等に救急外来受診する軽症患者の増加などが加わり、対応す

る医療機関の負担が増大しています。 

そのため、初期・二次救急医療機関の役割分担と連携体制の強化が求められ

ています。 

 

（２）在宅医療の提供状況・課題 

（現状） 

○ 全国的に実施された「人生の最終段階における医療・ケアに関する意識調査」
※１では、一般国民の「人生の最終段階における、最期を迎えたい場所」として、

「病気で治る見込みがなく、およそ1年以内に徐々にあるいは急に死に至ると考

えられる場合｣は 43.8％､｢末期がんで､食事や呼吸が不自由であるが､痛みはなく､

意識や判断力は健康なときと同様の場合｣は 32.2％､｢認知症が進行し､身の回り

の手助けが必要で､かなり衰弱が進んできた場合｣は 14.7％の方が、自宅で最期

を迎えることを希望しています｡ 

また､｢病気で治る見込みがなく､およそ 1 年以内に徐々にあるいは急に死に至

ると考えられる場合｣に最期を迎えたい場所として｢自宅｣を選択した一般国民の

うち､71.5％が｢住み慣れた場所にいたい｣ことを理由として挙げているものの､

｢自宅｣を選択しなかった一般国民においては､64.9％の方が｢介護してくれる家

族等に負担がかかる｣ことを理由に､最期を迎えたい場所として｢自宅｣を希望し

ないとしています｡ 

○ 本道では自宅や老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人

ホーム及び有料老人ホーム)における死亡の割合は 18.5％であり､全国平均の

28.4％を大きく下回っています｡※２ 

当圏域における在宅等における死亡の割合※３は､8.0 ％と全道平均を下回って

います。 

○ 在宅医療サービスの提供状況を見ると、本道では、医療保険等による在宅サー

ビス（往診・訪問診療・看取り）を実施している医療機関※４は、人口 10 万人当

たりでは、病院が6.5施設､診療所が17.0施設､歯科診療所が18.3施設となって

いますが､全国平均では病院 4.3 施設､診療所 27.9 施設､歯科診療所は 18.8 施設

となっており、診療所において大きく差が生じています。 

○ また、病院では 62.5％、診療所では 26.5％、歯科診療所では 33.6％が在宅

サービスを実施していますが、全国平均は病院 65.3％、診療所 34.3％、歯科診

療所は34.9％となっており、診療所が全国平均を大きく下回っています。 

当圏域では、12医療機関(病院・診療所）のうち10施設（病院6､診療所4）が

在宅医療サービスを実施しています。 
※１ 厚生労働省「人生の最終段階における医療に関する意識調査」（令和４年） 

※２ 厚生労働省「人口動態調査」（令和３年） 

※３ 厚生労働省「人口動態調査」（令和４年） 

※４ 厚生労働省「医療施設調査」（令和２年） 
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【北渡島檜山圏域で在宅医療サービスを実施している医療機関】 

 往診 

(24時間可能) 

往診 

(左記以外) 

在宅患者 

訪問診療※ 

在宅患者訪問

看護・指導 

在宅訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ

ﾃｰｼｮﾝ指導・管

理 

病 院 0 4 6 4 1 

診療所 2 1 3 1 0 

※ 北海道医療機能情報システム（令和３年７月１日時点） 

 

（課題） 

 ① 在宅医療に関わる機関の連携体制の構築 

北渡島檜山圏域における医療・介護資源、人口及び世帯構造の変化などを踏

まえた上で、在宅医療の推進、介護サービスの提供体制の整備、高齢者の住ま

いの確保など、住民が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、各

町の事情に応じた取組を行っていくことが必要です。 

 

② 在宅医療を担う医療機関等の充実 

北渡島檜山圏域では、在宅医療を提供できる社会資源の偏在化がみられるこ

とから、どの地域においても在宅医療を求める住民が、住み慣れた家庭や地域

で生活を送ることができるよう、在宅医療を提供できる医療機関や訪問看護ス

テーションの充実が必要です。 

 

３ 地域で不足する医療機能に対する今後の取組の方向性等（地域の方針） 

（１）初期救急医療の確保に向けて 

○ 現状の初期救急医療体制の維持に努めます。 

○ 北渡島檜山圏域での救急医療体制の維持充実を図るため、救急医療機関の適切

な受診に関する啓発を、関係機関・団体等と連携して積極的に実施します。 

 

（２）在宅医療の確保に向けて 

① 地域における連携体制の構築 

○ 住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、二次医療圏を中心

とした在宅医療の連携構築を目指し、地域における包括的かつ継続的な連携

体制づくりを行いながら、各町が行う在宅医療・介護連携推進事業の取組や

医療機関及び診療所等と連携し、地域の医療介護資源等の把握や課題の整理、

課題解決に向けた取組を進め、退院支援から日常の療養支援、急変時の対応、

看取りまで継続した医療提供体制の構築を図ります。 

○ 患者の病状急変時においては、在宅医療を担う病院・診療所、訪問看護事

業所、在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟を整備している医療機関等

の相互の連携のほか、人生の最終段階において患者本人の意思が尊重される

よう、患者やその家族、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有する人

生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プランニング）の取組を踏まえた消防

機関との連携体制の構築に努めます。 

○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町村職員などを対
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象に、多職種協働による在宅チーム医療等についての研修を行うなど、保健

所や「在宅医療に必要な連携を担う拠点」のコーディネートの下、在宅医療

を担う人材の育成と多職種間の連携体制の構築に努めます。 

○ 医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者と介護支援専門員等によ

る事例検討や情報交換を円滑に行うためのツール作成などの取組を促進しま

す。 

○ 広域分散型の本道で医療と介護の連携体制を構築するため、ＩＣＴを活用

した地域医療情報連携ネットワーク、見守り支援、遠隔医療等の取組を促進

します。 

 

② 在宅医療を担う医療機関の整備等 

○ 在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応できるよう、在宅医療の

中心となる機能強化型の病院や診療所、歯科診療所（在宅療養支援歯科診療

所等）、薬局や24時間体制の訪問看護ステーションの整備等を支援します。 

○ 24 時間体制の在宅医療を提供できるよう、機能強化型の在宅療養支援診療

所以外の診療所も含めたネットワークの構築に努めます。 

 

（参考指標） 

区分 参考指標 現状 目標 考え方 備考 

初期救急医

療の確保 

在宅当番医制等初期

救急医療の確保町数 
4 4 現状維持 

北海道保健福祉部調

査（令和５年４月） 

在宅医療の

確保 

訪問診療を実施して

いる医療機関の数

（人口１０万人対） 

10 

(29.4) 
維持・増加 維持・増加 

令和２年度ＫＤＢ 

（厚生労働省） 

 

４ 医療機器の共同利用方針 

 ○ 人口減少が進むなか、圏域内において効率的な医療提供体制を構築するため、医

療機器についても、圏域内での配置状況、利用状況も勘案の上、可能な限り共同利

用を進めることとします。 

 ○ 高額医療機器の購入に当たっては、あらかじめ地域医療構想調整会議において情

報共有を図るとともに機器の共同利用を推進し、圏域内での効率的な医療機器の整

備・活用に努めます。 

 

５ 紹介受診重点医療機関の名称 

  圏域に「紹介受診重点医療機関」はありません。 
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第４ その他地域において特に推進すべき事項 

 

１ 難病対策 

（１）現 状 

① 難病の範囲 

○ 難病対策については、昭和４７年に国が策定した「難病対策要綱」に基づ

き、「特定疾患治療研究事業」による医療費の公費負担が実施され、難病の実

態把握や治療方法の開発、医療水準の向上、療養環境の改善などに一定の成

果を挙げてきました。 

○ 平成２７年１月に「難病の患者に対する医療等に関する法律」（以下難病法

という。）が施行され、医療費助成について公平かつ安定的な制度が確立され

たほか、調査及び研究の推進、療養生活環境整備事業の実施、の３本柱によ

る総合的な対策が講じられています。 

○ 難病法では、「発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していな

い希少ない疾病であって、当該疾病にかかることにより長期にわたり療養を

必要とするもの」を難病としています。 

○ 難病のうち、患者数が本邦において一定の人数（人口の約０．１％程度）

に達せず、客観的な診断基準（又はそれに準ずるもの）が確立しているもの

を「指定難病」とし医療費助成の対象としており、令和６年４月現在で３４

１疾病が指定されています。 

○ また、慢性疾患により長期にわたり療養を必要とする児童等の健全な育成

を図るため、「小児慢性特定疾患治療研究事業」が実施され、原則として１８

歳未満の患者に対する医療費の公費負担が行われてきましたが、平成２７年

１月の「児童福祉法の一部を改正する法律」の施行に伴い、「小児慢性特定疾

病医療支援」とされ、難病法に基づく医療費助成と同様に公平かつ安定的な

制度が確立されたほか、児童等の自立促進を図るための事業の実施、調査及

び研究の推進等の措置が講じられており、令和５年４月現在で７８８疾病が

対象となっています。 

 

② 指定難病患者の医療 

○ 指定難病の認定基準を満たしている患者に対し受給者証を交付し、公費負

担を行っています。受給者数は令和６年３月末現在で355人となっています。 

○ このうち、一般に、病状の進行に伴う生活障害への影響が特に大きいと言

われる神経難病患者数は、令和６年３月末で 92 名となっております。患者の

年齢は、介護保険代２号被保険者となる 40 歳以上の患者が 86 名(93.5％）お

り、介護サービス利用対象外となる 40 歳未満患者も 6 名(6.5％）となってい

ます。また、受診医療機関は、八雲管内が 25 名(28.4％）、函館市 42 名

(47.7％）、札幌市13名(14.8％)､その他 8名(9.1％）となっております。 

 

③ 管内の脳神経内科外来について 

八雲総合病院（月 2 回出張医）、今金町立国保病院（3 ヶ月に 1 回出張医）、せ
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疾　病　名 圏内患者数

パーキンソン病 44

重症筋無力症 13

脊髄小脳変性症 10

多発性硬化症／視神経脊髄炎 7

進行性核上性麻痺 5

もやもや病 4

筋萎縮性側索硬化症 2

多系統萎縮症 2

シャルコー・マリー・トゥース病 1

慢性炎症性脱髄性多発神経炎 1

遠位型ミオパチー 1

筋ジストロフィー 1

ビッカースタッフ脳幹脳炎 1

合計 92

疾患群 主な疾患名 圏域患者数

神経･筋疾患（８５）

筋萎縮性側索硬化症、進行性核上性麻痺、パーキンソン
病、ｼｬﾙｺｰ･ﾏﾘｰ･ﾄｩｰｽ病、重症筋無力症、多発性硬化症、
多系統萎縮症、脊髄小脳変性症、もやもや病、遠位型ﾐｵ
ﾊﾟﾁｰ、筋ｼﾞｽﾄﾛﾌｨｰ、ﾋﾟｯｶｰｽﾀｯﾌ脳幹脳炎

９２

代謝疾患（４３） 全身性アミロイドーシス ２

染色体･遺伝子異常（３２） ０

免疫疾患（２７）
高安動脈炎、結節性多発動脈炎、顕微鏡的多発血管炎、
全身性ｴﾘﾏﾄｰﾃﾞｽ、皮膚筋炎、全身性強皮症、混合性結合
組織病、ｼｪｰｸﾞﾚﾝ症候群、成人発症ｽﾁﾙ病、ﾍﾞｰﾁｪｯﾄ病

９３

循環器疾患（２７） バージャー病、特発性拡張型心筋症、肥大型心筋症 １０

消化器疾患（２２）
原発性胆汁性胆管炎、自己免疫性肝炎、クローン病、潰
瘍性大腸炎

７１

内分泌疾患（２１）
下垂体性成長ﾎﾙﾓﾝ分泌亢進症、下垂体前葉機能低下症、
先天性副腎皮質酵素欠損症

１１

血液疾患（１４） 再生不良性貧血、特発性血小板減少性紫斑病 ９

腎･泌尿器疾患（１４）
IgＡ腎症、多発性嚢胞腎、非典型溶血性尿毒症症候群、
一次性ﾈﾌﾛｰｾﾞ症候群

１３

呼吸器疾患（１５）
サルコイドーシス、特発性間質性肺炎、慢性血栓塞栓性
肺高血圧症、肺胞蛋白症

１０

皮膚･結合組織疾患（１２） 神経線維腫症、天疱瘡、類天疱瘡 ６

骨･関節疾患（１３） 黄色靱帯骨化症、特発性大腿骨頭壊死症、強直性脊椎炎 ２３

聴覚･平衡機能疾患（７） ０

視覚疾患（９） 網膜色素変性症 ７

合　計 ３４７

※圏域患者数は(別掲)道が定める疾病、特定疾患患者8名を含め355人
※主な疾患名疾病名は、341疾患のうち、圏域患者51疾患を記載

たな町立国保病院（月1回出張医）といった状況であり、函館市および札幌市で

の受療割合が高くなっています。 

 

指定難病（341疾患） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神経難病（指定難病から再掲） 
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年齢 患者数 医療機関 患者数 計

90代 2 せたな町立国保病院 2

80代 25 道南ロイヤル病院 1

70代 35 今金町国保病院 10

60代 12 28.4% 八雲総合病院 10

50代 8 八雲熊石国保病院 2

40代 4 函館新都市病院 4

30代 2 函館脳神経外科病院 1

20代 3 亀田病院 1

10代 1 47.7% 市立函館病院 32

計 92 函館市医師会病院 4

札幌麻布脳神経外科病院 2

さっぽろ神経内科ｸﾘﾆｯｸ 1

大川原脳神経外科病院 2

北海道脳神経外科記念病院 1

東苗穂病院 1

札幌西円山病院 2

14.8% 中村記念病院 2

北祐会神経内科病院 2

むろらん神経内科ｸﾘﾆｯｸ 1

洞爺病院 1

伊達赤十字病院 4

9.1% 江差病院 2

※医療機関未登録者 4名 88

札
幌
市

そ
の
他

25

42

13

8

管
内

函
館
市

疾　病　名 圏域患者数

突発性難聴 ４

難治性肝炎(肝硬変･へパトーム) ２

溶血性貧血 (遺伝性球状赤血球、遺伝性楕円赤血球、
不安定ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ症、ｻﾗｾﾐｱ、G6PD欠乏症、ﾋﾟﾙﾋﾞﾝ酸ｷﾅｰ
ｾﾞ症候群、赤血球破砕症候群、その他の溶血性貧血)

０

ステロイドホルモン産生異常症 (副腎性ｸｯｼﾝｸﾞ症候
群、異所性ACTH症候群、原発性ｱﾙﾄﾞｽﾃﾛﾝ症、多囊胞性
卵巣症候群、精巣機能低下症)

２

合　計 ８

神経･筋疾患患者の年齢、受診医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 特定疾患患者の医療 

北海道は、国が定めた疾病に、道内の発生状況などを勘案して道独自に疾病

を追加し「特定疾患治療研究事業」を実施しております。当圏域の受給者数は、

令和６年３月末現在で8名となっております。 

 

【道が定める疾病：国の指定となっていない疾病（14疾病）】 
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小児慢性特定疾病医療支援の対象疾病（788疾患）

疾患群 主な疾患名 圏域患者数

悪性新生物（８６）
ホジキンリンパ腫、成熟B細胞リンパ腫、髄芽腫、
神経芽腫

４

慢性腎疾患（４７）
IgA腎症、微少変化型ﾈﾌﾛｰｾﾞ症候群、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ型先天
性ﾈﾌﾛｰｾﾞ症候群、ﾈﾌﾛｰｾﾞ症候群

４

慢性腎疾患呼吸器疾患（１４）気道狭窄 １

慢性心疾患（９３）
三尖弁閉鎖症、 拡張型心筋症、 ファロー四徴症、
大動脈縮窄複合

４

内分泌疾患（８２） ヌーナン症候群、 バセドウ病 ２

膠原病（２３） ０

糖尿病（６） ０

先天性代謝異常（１２５） ０

血液疾患（４７） ０

免疫疾患（４９） ０

神経・筋疾患（９７） 点頭てんかん（ウエスト症候群） １

慢性消化器疾患（４４） クローン病、潰瘍性大腸炎、 総排泄腔遺残 ３

染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群(35) ０

皮膚疾患（１４） ０

骨系統疾患（１７） ０

脈管系疾患（９） ０

合　計 １９

※主な傷病名は788疾患のうち、圏域内患者19疾患を記載

R6.3月末

⑤ 小児慢性特定疾患患者の医療 

小児慢性特定疾病医療支援を受け、医療費助成の認定基準を満たす 18 歳未満

の患者に対し受給者証を交付し、公費負担を行っています。受給者数は令和６

年３月末で19名となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課 題 

   ① 難病医療提供体制の推進 

○ 平成２７年１月に施行された難病法に基づき、医療費助成や難病患者の地

域での療養生活を支える難病対策を総合的に進めていく必要があります。 

○ 管内の難病医療協力病院は、診断できる疾患が一部限定されるため、確定

診断が困難な場合は、函館市内や胆振管内などの圏域外まで受診範囲が広

がっています。 

難病患者の中には、内科を受診したが原因が特定できず複数の医療機関を

受診するなど、確定診断までに時間がかかり治療開始に遅れが生じる場合も

あります。 

○ 難病患者が管外の専門医療機関で診断を受けた後、身近な医療機関で医療

を継続する場合や在宅医療を受ける場合でも、安心して医療が受けられるよ

う、医療機関同士の連携による医療提供体制が求められています。 
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② 在宅療養への支援 

難病の中でも特に神経難病は病状の進行により身体機能が低下し、医療依存

度が高くなる場合があるため、医療機関へ長期入院する等、生活の場所が自宅

以外となっている患者もおります。そのため、神経難病患者が在宅生活を続け

られるよう、在宅医療体制の整備が必要です。 

 

③ 地域の支援ネットワークづくり 

難病は治療方法が確立しておらず、希少な疾病であることや、疾病によって

は身体機能が低下する場合もあり、専門職種が互いの専門性を活かし、多職種

が連携して難病患者・家族を支えていく必要があります。 

 

（３）施策の方向と主な施策 

① 難病医療提供体制の推進 

難病患者・家族が地域で安心して暮らすことができるよう、管内では難病医

療協力病院と、難病患者にとって身近な医療機関が連携を図り、医療を継続で

きる体制を整えます。 

 

② 在宅療養への支援 

○ 難病対策地域協議会の中で、管内の地域課題を共有して医療機関及び関係 

機関との連携や、難病患者とその家族の支援体制の整備を図ります。 

○ 個別支援を通して、様々な課題に迅速に対応していくため、医療連携や支 

援計画の見直しを行い、必要時にはケース会議を開催する等、支援体制の充

実を図ります。 

 

③ 地域の支援ネットワークづくり 

難病患者・家族の暮らしを支えるために、多職種が連携してサービス担当者

会議等で個々の実態に応じた支援方法を検討するとともに、地域の支援ネット

ワークを構築していきます。また、支援関係者が学習できる機会を活用し、支

援の質の向上を図ります。 
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２ 歯科保健医療 

（１）連携推進体制 

○ 多くの地域住民が生涯にわたって食べる楽しみを持ち続けられる社会の実現

を目指し、歯・口腔の健康づくりを進めていくには、母子保健、学校保健、成

人保健、産業保健及び老人保健など各分野での対策とそれらに関わる関係機

関・団体等との連携を密に図っていく必要があります。 

○ また、北海道でも 80 歳で自分の歯を 20 本以上保つことをスローガンとした

「8020（ハチマルニイマル）運動」を推進しており、当圏域でも 8020 を達成す

るため、行政のみならず地域の関係機関・団体並びに住民がそれぞれ役割を担

い、協働して取り組む必要があります。そのためには、地域の様々な実施主体

による積極的な歯・口腔の健康づくり事業の展開と互いの連携を図るとともに、

地域においてソーシャルキャピタル※の育成を図ることが望まれます。 

※ ソーシャルキャピタル：人々の協調行動を活発にすることによって社会の効率性を高めるこ

とのできる「信頼」「規範」「ネットワーク」といった社会組織の特徴。 

 

（２）乳幼児期の対策 

① 現 状 

   ○ 北渡島檜山圏域における乳幼児のむし歯の状況は、年度によってその割合に

変化はありますが､1歳6か月児及び3歳児ともに、むし歯有病者数、一人平均む

し歯数が減少傾向にあります。 

 

【1歳6ヶ月児の歯科疾患の状況】 

 年   度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

北渡島檜山 
むし歯有病者率（％） 4.28 1.18 0.69 0.81 

一人平均むし歯数(本) 0.16 0.04 0.04 0.01 

北 海 道 
むし歯有病者率（％） 1.54 1.53 1.28 1.01 

一人平均むし歯数(本) 0.05 0.05 0.05 0.03 

※ 北海道母子保健報告調査（令和元年度～令和４年度） 

 

【3歳児の歯科疾患の状況】 

 年   度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

北渡島檜山 
むし歯有病者率(％) 17.54 8.81 12.57 8.39 

一人平均むし歯数(本) 0.75 0.23 0.37 0.28 

北 海 道 
むし歯有病者率(％) 13.86 12.13 11.40 8.96 

一人平均むし歯数(本) 0.51 0.41 0.62 0.21 

※ 北海道母子保健報告調査（令和元年度～令和４年度） 

 

   ○ 各町では、母子保健法に基づく1歳6か月児･3歳児歯科健診と乳幼児に対する

フッ化物塗布事業が実施されていますが、むし歯のリスクが高い幼児に対する

フォローアップや事後指導の実施については、未実施となっております。 

〇 また、各町の保育所・幼稚園では歯科健診が実施されていますが、平成 
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２２年度から保育所、幼稚園、小中学校を対象に導入を進めている、効果的

なむし歯予防法であるフッ化物洗口※の保育所・幼稚園等での実施状況につい

ては、自治体間で「ばらつき」があります。 

※ フッ化物洗口：フッ化ナトリウム水溶液を含口うがい(リンス）することにより歯のエナ

メル質を強化し、むし歯になりにくい歯質にする「むし歯予防法」 

 

【市町村歯科保健対策状況調査（令和４年度）】 

調査項目 主な事業・取り組み 実施状況 

母子歯科 

保健対策 

1歳6ヶ月児･3歳児に対する歯科健診 4町 

ﾌｯ化物塗布事業 4町 

幼稚園・保育所 

歯科保健対策 

(管内の施設数16) 

歯科健診 4町 

ﾌｯ化物塗布事業 1町(1施設) 

ﾌｯ化物洗口事業 2町(5施設) 

 

② 課 題 

   〇 母子保健及び乳幼児期における歯科保健対策をより一層推進することにより、

乳幼児期のむし歯保有者の割合を減少させる必要があります。 

   〇 3歳児歯科健診以降から就学時までの間における歯科保健対策の充実や、

フッ化物塗布・洗口を行う幼稚園・保育所の増加を図る必要があります。 

 

③ 施策の方向と主な施策 

乳幼児期の乳歯はむし歯になりやすく、当圏域においても3歳児では10人に 

1人がむし歯に罹患しています。このため、乳幼児に対するむし歯の早期発

見・早期治療に努めるとともに、一次予防を中心とした効果的な歯科保健対策

の推進が必要です。 

   ○ 保健所は関係機関と連携し、フッ化物洗口が多くの保育所・幼稚園等で導入

されることを目指し、フッ化物洗口の有効かつ適切な情報の提供や導入を検討

する施設等に対し技術的・専門的な支援を行います。 

   ○ 道、町及び関係団体等は連携し、むし歯予防にとっての正しい生活習慣やむ

し歯の効果的な予防法の普及に努めます。 

   ○ 町は、幼児歯科検診等の機会に合わせ、歯科医師会と連携し、フッ化物塗布

の実施に努めます。 

 

（３）学童期の対策 

① 現 状 

   ○ 令和４年度の学校保健統計調査によると、北海道の12歳の1人平均むし歯数

は0.8本､むし歯有病者率は34.1％となっており、全国と比較して高い状況に

なっています。 

   ○ 令和2年度公立学校児童等の健康状態に関する調査報告書によると、当圏域

の12歳の永久歯の1人当たり平均むし歯数が、4.0本以下3.0本未満が1町、3.0

本以下2.0本未満が1町、1.0本以下の町が２町となっており、正式な平均むし
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歯数を示すデータはありませんが、全国より高い可能性があると推測します。 

 

【学校保健統計調査：12歳児の歯科疾患の状況】 

 
むし歯有病者率（％） 一人平均むし歯数（本） 

全 国 北海道 全 国 北海道 

平成３０年度 32.72% 43.60% 0.74本 1.2本 

令和４年度 25.76% 34.10% 0.56本 0.8本 

 

② 課 題 

   ○ フッ化物洗口の導入や継続実施する必要があります。 

   〇 食生活指導も含めた歯・口腔の健康づくりに関する正しい知識の普及・啓発

活動をより一層進め、学童期のむし歯有病者率と一人平均むし歯数を減らす必

要があります。 

 

③ 施策の方向と主な施策 

学童期は、生涯にわたる健康づくりの基盤を形成し、心身ともに成長する時

期であることから、学校教育の場において、歯・口腔の健康づくりの基礎を身

につけることが必要です。 

○ 保健所は関係機関と連携し、フッ化物洗口が多くの学校で導入されること

を目指し、フッ化物洗口の有効かつ適切な情報の提供や導入を検討する学校

に対し技術的・専門的な支援を行います。 

○ 各関係機関・団体と連携し、むし歯予防の正しい知識の普及と望ましい歯

科保健行動の啓発に努めます。 

○ 食育(食習慣の確立）の視点にも立ち、保健・医療・教育の各関係機関が連

携し学童期の歯・口腔の健康づくりをより一層進めます。 

 

（４）成人期の対策 

① 現 状 

〇 道内の市町村の多くは、健康増進法に基づく歯周疾患検診事業を実施して

いますが、当圏域では歯周疾患検診を実施する町が限られている上に、受診

者が少ない状況にあります。 

〇 産業保健などの職域における歯科保健対策の状況（事業所における従業員

の歯・口腔の健康づくりや歯科健診）が明らかになっておりません。 

○ 喫煙は歯周病を増悪させるだけではなく、歯周病の治療効果を低下させ、

口腔がんのリスクを高めますが、道南三圏域で「毎日吸っている」又は

「時々吸う時がある」者の割合※は、19.2％（全道 15.4％）となっており、全

道と比較し高い状況です。 

※ 令和４年健康づくり道民調査 道南三圏域（南渡島・南檜山・北渡島檜山、20歳以上） 
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② 課 題 

   〇 歯・口腔の健康づくりのために、定期的に歯科健診を受診する者を増やして

いく必要があります。 

   〇 高齢者になっても歯・口腔の健康を保つために、成人期から職域や育児中の

住民の歯・口腔の衛生状態を明らかにし、歯・口腔の健康づくりに対する正し

い知識を普及する必要があります。 

   〇 喫煙が歯周病を増悪させることや、歯周病が心臓疾患・脳血管疾患の発症や

糖尿病の悪化に関連性があるなどの健康情報を広く地域に提供し、住民が歯・

口腔の健康づくりの重要性に対して理解を深める機会をより多くつくる取り組

みが必要です。 

 

③ 施策の方向と主な施策 

歯周病は、中年期以降に歯を失う大きな原因となっています。当圏域の 60 歳

における 24 本以上の歯を有するものの割合は、令和４年度成人歯科保健に係る

歯科保健実態調査よると 63.8%（全道 65.9％）となっており､全国平均 80.9%(令

和４年度歯科疾患実態調査)を大幅に下回っております｡歯周病が原因で歯を失

うリスクを低下させるため、成人歯科保健対策の充実が必要です。 

○ 歯周病予防のため、成人が歯科健診・保健指導を利用できる機会を確保で

きるよう、関係機関に対して普及啓発します。 

○ 歯周病と喫煙の関係及び全身の健康と口腔内の健康との関連性などについ

ての知識の普及に努めます。 

 

 

（５）高齢者（要介護者）の対策 

① 現 状 

〇 高齢者の死亡原因としては「肺炎」が大きな割合を占めており、その中に

は「誤嚥性肺炎」が少なくないと指摘されています。 

〇 当圏域には、摂食嚥下（えんげ）機能に問題のある高齢者に対して、高度

な治療ができる医療機関がなく、函館市に「函館口腔保健センター」があり

ます。 

 

② 課 題 

○ 高齢者の口腔機能が向上するよう、本人・家族など関係者に対し口腔ケア

の重要性、知識や手法を普及する必要があります。 

〇 口腔ケアが誤嚥性肺炎の予防につながることから、口腔と全身との関連に

ついて、関係者に対し正しい知識を普及する必要があります。 

〇 摂食嚥下（えんげ）機能に問題のある高齢者に対して早期に医療に結びつ

くよう関係機関との連携による、歯科医療体制が必要です。 

○ 高齢者に対する歯科治療や本人・家族などによる歯科相談が受けやすい医

療・相談体制が必要です。 
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③ 施策の方向と主な施策 

高齢者は、要介護状態や認知症が重度になるほど、口腔内に問題が生じやす

い傾向があることから、施設等や家庭における日常的な口腔ケアの実施ととも

に医療・介護との連携を図った口腔ケアの取組みが必要です。 

○ 高齢者の口腔機能を向上し、誤嚥性肺炎などのリスクを低下させるため、

本人・家族並びに介護事業所の関係者などに対して、口腔ケアに関する知識

や手法について、情報提供します。 

○ 本人･家族などが歯科治療及び歯科相談を受けやすい体制づくりに努めます｡ 

 

（６）障がいのある人の対策 

① 現 状 

〇 障がいのある人は、歯科治療を行う場合に意思の疎通が図りにくい、全身

疾患に伴う行動管理が困難などにより歯科治療に対する受け入れが得られに

くいことがあります。 

〇 当圏域には、摂食嚥下（えんげ）機能に問題のある障がいのある人に対し

て、高度な治療ができる医療機関がなく、函館市に「函館口腔保健センター」

があります。 

〇 全道では北海道障がい者歯科医療協力医※の指定を受けた歯科医師数が減

少しており、当圏域でも同様です。 

※ 北海道障がい者歯科医療協力医：障がいのある方々がより身近な地域で歯科治療が受けら

れるよう、道が北海道歯科医師会に委託し、道内の希望する歯科医師に対し専門的な研修を

実施して、その修了者等を北海道知事及び北海道歯科医師会長が指定したもの。 

 

  【北海道障がい者歯科医療協力医指定数】 

平成２９年度末 令和５年４月１日現在 

全 道 北渡島檜山 全 道 北渡島檜山 

257 1 232 1 

 

② 課 題 

  障がい等があっても適切な歯科治療が受けられるよう、障がい者協力医等関係

機関との連携による、歯科医療体制が必要です。 

 

③ 施策の方向と主な施策 

○ 障がいのある人は、障がいが重度になるほど、口腔内に問題が生じやすい傾

向があることから、施設等や家庭における日常的な口腔ケアの実施とともに医

療・福祉との連携を図った口腔ケアの取組みが必要です。 

   ○ 障がいのある人への歯科健診、保健指導等を実施するとともにかかりつけ

歯科医を確保し、定期的に受診できるようにするため、人・家族並びにサー

ビス事業所の職員などと障がい者歯科協力医との連携を図ります。 

   ○ 本人・家族並びにサービス事業所の職員などに対して、口腔ケアの知識や手

法について、情報提供します。 
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第５ 地域推進方針の進行管理等 

 

１ 目標達成のための推進体制と関係者の役割 

この推進方針が地域の方々や関係者の間に定着し、その実効的な展開が図られて

いくためには、地域住民と行政・医療機関・関係団体などとの協働した取り組みが

不可欠と考えられます。 

このため、八雲保健所のホームページなどを通じ、推進方針の周知に努めるほか、

八雲保健所においても閲覧できるよう、常時配備するとともに、「北渡島檜山保健医

療福祉圏域連携推進会議」などと協力しながら、各町、各医療機関及び関係団体等

と密接に連携しつつ、圏域一体となった取り組みを実施することとし、当圏域にお

ける地域保健医療の広域的・専門技術的な拠点としての八雲保健所を核として、そ

の具体的な展開を進めます。 

 

２ 地域推進方針の進行管理 

この推進方針の進行管理については、必要に応じて各施策の進行状況や数値目標

の達成状況の評価を、「北渡島檜山保健医療福祉圏域連携推進会議」及びその部会に

おいて実施し、評価結果に基づき必要があると認めるときは、計画の見直しや新た

な課題の検討や取り組みの充実強化を図るなど、地域住民や患者の方の視点に立っ

た適切な進行管理に努めていきます。 

 


